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第 3 章 地域特性 
 

事業実施区域及びその周辺の概況は、平成30年3月までに入手可能な既存資料等により把握した。 

既存資料の調査としては、「さいたま市環境影響評価条例施行規則」別表第2に基づき、「対象

事業が実施される区域の周囲1.5キロメートル以内の地域」とし、大宮区、見沼区、中央区、浦和

区、緑区を対象とした。なお、本章の表中のさいたま市の数値は、これら5区及び西区、北区、桜

区、南区、岩槻区を含むさいたま市全域の数値である。 

 

3.1 社会的状況 

1)人口及び産業の状況 

(1)人口の状況 

さいたま市における世帯数、人口の状況は、表3.1-1に示すとおりである。 

さいたま市では最近5年間の世帯数、人口ともに緩やかに増加傾向を示している。 

事業実施区域の位置する大宮区も同様に世帯数、人口ともに緩やかな増加傾向にある。 

 

表3.1-1 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の人口の状況 

行政区 項目 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年 平成 29年

さいたま市 
世帯数 541,791 550,036 558,641 568,682 579,105

人口 1,251,799 1,259,858 1,268,467 1,279,788 1,290,505

大宮区 
世帯数 51,682 52,787 53,729 54,468 55,641

 人口 112,505 113,958 114,988 115,631 116,853

見沼区 
世帯数 67,551 68,460 69,482 70,501 71,558

 人口 160,199 160,432 161,132 161,708 162,063

 
中央区 

世帯数 43,483 44,212 44,839 45,439 45,962

 人口 97,062 98,179 98,917 99,352 99,758

浦和区 
世帯数 66,651 67,812 69,449 70,893 71,991

 人口 150,433 152,659 155,572 158,150 160,008

 
緑区 

世帯数 46,590 47,585 48,581 49,726 51,174

人口 116,257 117,516 118,830 120,472 122,820

注:各年 10月 1日現在の数値。 

出典:「さいたま市の人口・世帯(平成 25年)～(平成 29年)」(さいたま市総務局総務部総務課 HP) 
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(2)産業の状況 

a)産業構成 

さいたま市における産業大分類別事業所数及び従業者数は、表3.1-2に、また、産業別従事者

構成比は、図3.1-1に示すとおりである。 

さいたま市では第3次産業の従事者構成比が大きく、第1次産業従業者構成比はきわめて小さ

い。事業実施区域の位置する大宮区も同様に、第3次産業の従事者構成比が大きく、第1次産業

従業者構成比はきわめて小さい。 

 

表3.1-2 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の産業大分類別事業所数及び従業者数(平成26年) 

行政区 
第 1次産業 第 2次産業 第 3次産業 

事業所数 
(所) 

従業者数 
(人) 

事業所数 
(所) 

従業者数 
(人) 

事業所数 
(所) 

従業者数 
(人) 

さいたま市 64 476 6,747 75,198 36,246 471,680

大宮区 3 14 554 8,765 7,037 109,083

見沼区 9 62 799 7,862 3,447 36,110

中央区 2 13 43 4,422 3,816 48,427

浦和区 4 18 404 4,527 5,772 75,802

緑区 20 129 612 4,467 2,385 26,230

注:平成 26年 7月 1日現在の数値。 

出典:「平成 28年埼玉県統計年鑑」(平成 29年、埼玉県総務部統計課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-1 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の産業別従業者の構成比(平成26年) 
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b)農業 

さいたま市における農業の状況は表3.1-3及び表3.1-4に示すとおりである。 

さいたま市では平成27年の販売農家数は2,104戸である。このうち専業農家は757戸、1種兼業

は192戸、2種兼業は1,155戸であり、専業農家を除き、平成17年から平成27年にかけて減少して

いる。 

 

表3.1-3 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の農家数の推移(販売農家) 

行政区 

総数(戸) 専業農家(戸) 1 種兼業(戸) 2 種兼業(戸) 

平成

17年

平成

22年

平成

27年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

平成

17年

平成

22年

平成

27年 

平成

17年

平成

22年

平成

27年

さ
い
た
ま
市

旧さいたま市 1,927

2,477 2,104

533

747 757

337

356 192 

1,057

1,374 1,155旧岩槻市 983 220 192 571

合計 2,910 753 529 1,628

注:各年2月1日現在の数値。 

出典:「さいたま市統計書」(平成29年6月1日更新、さいたま市総務局総務部総務課HP) 

 

 

表3.1-4 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の経営耕地面積規模別農家数(総農家)(平成27年) 

行政区 

農家数 経営耕地面積 

計 
自給的

農家 

販売

農家 

経営

耕地

なし

0.3ha

未満 

0.3～

0.5ha

0.5～

1.0 

1.0～

1.5 

1.5～

2.0 

2.0～

3.0 

3.0ha

以上

さいたま市 3,728 1,624 2,104 7 19 403 785 429 233 152 76 

大宮区 58 39 19 - - 7 9 2 - - 1 

見沼区 689 316 373 4 2 74 135 85 37 27 9 

中央区 53 32 21 - 1 5 8 4 2 1 -

浦和区 41 27 14 - 1 8 4 - 1 - -

緑区 658 292 366 1 6 82 145 64 36 25 7 

注:平成 27年 2月 1日現在の数値。 

出典:「さいたま市統計書」(平成 29年 6月 1日更新、さいたま市総務局総務部総務課 HP) 
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c)工業 

さいたま市における工業の状況は、表3.1-5に示すとおりである。 

さいたま市では最近5年間を見ると、平成22年から平成26年まですべての項目で多少の増減は

あるが、緩やかな減少傾向を示している。事業実施区域のある大宮区も同様で、すべての項目

で多少の増減はあるが、緩やかな減少傾向にある。 

 

表3.1-5 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の工業の状況 

区分 平成 22年 平成 23年 平成 24年 平成 25年 平成 26年

事業所数 

(所) 

さいたま市 1,057 1,221 1,046 1,015 970

大宮区 34 41 33 34 31

見沼区 91 106 85 83 81

中央区 68 80 64 60 52

浦和区 36 48 37 35 32

緑区 82 98 80 78 79

従業者数 

(人) 

さいたま市 29,216 29,683 26,892 26,795 26,609

大宮区 943 1,182 674 710 616

見沼区 2,009 2,491 2,701 2,573 2,697

中央区 2,188 2,048 1,510 1,444 1,374

浦和区 563 566 576 583 535

緑区 1,095 994 950 950 952

製造品 

出荷額等 

(万円) 

さいたま市 77,684,806 81,617,518 80,861,008 73,880,796 75,589,406

大宮区 1,480,431 2,285,360 709,032 829,760 810,952

見沼区 3,374,392 4,915,854 4,536,927 3,226,923 3,507,145

中央区 3,533,527 3,608,673 2,875,736 2,902,939 2,597,592

浦和区 932,093 637,310 971,849 904,306 618,838

緑区 1,629,275 1,841,946 1,815,408 1,809,100 1,884,070

注:各年 12月 31日現在の数値。 

出典:「さいたま市統計書(平成 28年版)」(平成 29年 6月 1日更新、さいたま市総務局総務部総務課 HP) 
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d)商業 

さいたま市における商業の状況は、表3.1-6に示すとおりである。 

卸売業において事業所数、従業者数は平成19年が最も多く、平成24年、平成26年と減少して

いる。年間商品販売額は平成19年から平成24年は増加しているが平成26年は減少している。 

小売額では事業所数、従業者数、年間商品販売額とも平成19年が最も多くなっており、平成

24年は減少し平成26年で再び増加している。 

 

表3.1-6 さいたま市、事業実施区域及びその周辺の商業の状況 

区分 
卸売業 小売業 平成 26年

卸売・ 
小売業計平成 19年 平成 24年 平成 26年 平成 19年 平成 24年 平成 26年

事業所数 

(所) 

さいたま市 2,576 2,278 2,124 7,028 5,043 5,081 7,205

大宮区 470 431 374 1,383 923 986 1,360

見沼区 245 233 229 720 510 517 746

中央区 141 142 138 528 355 374 512

浦和区 185 174 157 1,046 808 770 927

緑区 153 147 136 544 390 398 534

従業者数 

(人) 

さいたま市 30,926 28,359 25,118 65,076 51,036 52,517 77,635

大宮区 7,076 7,253 5,081 12,963 9,521 9,762 14,843

見沼区 2,882 2,241 2,464 6,337 4,995 5,078 7,542

中央区 2,383 3,767 4,144 5,288 3,932 4,378 8,522

浦和区 1,789 1,295 1,285 8,136 6,362 6,665 7,950

緑区 1,122 1,062 1,108 5,888 4,399 4,547 5,655

年間商品

販売額 

(億円) 

さいたま市 34,732 35,840 31,361 12,609 10,596 11,939 43,300

大宮区 11,451 10,325 8,687 3,134 2,422 2,464 11,152

見沼区 2,308 1,986 2,047 1,130 969 989 3,036

中央区 3,397 4,099 4,293 940 791 1,107 5,399

浦和区 1,178 1,005 1,114 1,678 1,252 1,537 2,650

緑区 705 846 850 1,063 963 1,068 1,918

注 1:平成 19年の値は、経済産業省「商業統計表」(6月 1日現在) 

注 2:平成 24年の値は、総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査 卸売業，小売業 産業編(市区町村表)」   

(2 月 1日現在) 

注 3:平成 26年の値は、経済産業省 「商業統計表」(7月 1日現在) 

注 4:平成 26年調査は、日本標準産業分類の第 12回改定及び調査設計の大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の

平成 19年調査の数値とは接続しない。 

出典:「埼玉県統計年鑑(平成 28年)」(平成 29年、埼玉県総務部統計課) 
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2)土地利用の状況 

(1)地目別土地利用の状況 

さいたま市における地目別土地利用面積は、表3.1-7に示すとおりである。 

さいたま市では宅地が全体の約38.5%(8,380.7ha)を占め、次いで雑種地約12.9%(2,799.5ha)

となっている。事業実施区域のある大宮区も同様で、宅地が全体の約57.1%(731.2ha)を占め、

次いで雑種地約15.1%(192.8ha)となっている。 

 

表3.1-7 地目別土地利用面積の状況(平成28年) 

区分 
地目別土地利用面積(ha) 

総地積 田 畑 宅地 山林 原野 池沼 雑種地 その他

さいたま市 21,743.0 2,027.2 2,631.9 8,380.7 428.5 109.1 18.2 2,799.5 5,347.9

  大宮区 1,280.0 20.2 17.0 731.2 3.0 0.6 0.0 192.8 315.2

  見沼区 3,069.0 285.1 544.8 1,151.5 102.4 2.4 3.7 318.5 660.7

  中央区 839.0 2.0 23.5 490.6 1.5 0.0 0.0 128.9 192.5

  浦和区 1,151.0 7.0 32.7 687.5 5.3 0.0 0.0 169.2 249.3

  緑区 2,644.0 99.7 594.6 833.3 84.7 1.3 0.3 246.3 783.8

注:平成 28年 1月 1日現在の数値。 

出典:「さいたま市統計書(平成 28年版)」(平成 29年 6月 1日更新、さいたま市総務局総務部総務課 HP) 

 

(2)用途地域の指定状況 

事業実施区域の位置するさいたま市における「都市計画法」(昭和43年法律第100号)に基づく

都市計画区域及び用途地域の指定状況は、表3.1-8及び図3.1-2に示すとおりである。 

事業実施区域周辺は用途地域の指定のない区域となっている。 

 

表3.1-8 さいたま市における用途地域の指定状況 

区分 面積(ha) 比率(％)

第一種低層住居専用地域 1,531.5 13.2

第二種低層住居専用地域 50.8 0.5

第一種中高層住居専用地域 2,061.3 17.8

第二種中高層住居専用地域 1,591.5 13.8

第一種住居地域 3,138.4 27.1

第二種住居地域 860.6 7.4

準住居地域 286.5 2.5

近隣商業地域 281.5 2.4

商業地域 483.7 4.1

準工業地域 1,038.5 9.0

工業地域 213.6 1.8

工業専用地域 50.1 0.4

合計 11,588.0 100

出典:「さいたま都市計画用途地域の変更」(平成27年12月24日さいたま市 第1791号) 
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図3.1-3 用途地域の指定状況 

 

 

  

図 3.1-2 
用途地域の指定状況 

出典：「さいたま市地図情報 都市計画情報」(平成 29 年 11 月 27 日作成時点、さいたま市 HP)
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3)河川及び湖沼の利用並びに地下水の利用状況 

(1)河川及び湖沼の利用状況 

事業実施区域及びその周辺の主な水系は、図3.1-4に示すとおりである。事業実施区域及びそ

の周辺の一級河川としては芝川があり、芝川には漁業権が設定されている(図3.1-3参照)。漁業

権者は埼玉南部漁業協同組合で、「共第2号(第五種共同漁業権)」が設定されており、漁業権魚

種は、あゆ、うぐい、おいかわ、こい、ふな、うなぎ、どじょう、わかさぎ、なまずである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:「河川漁業」(埼玉県農林部生産振興課HP) 

図3.1-3 漁業権が設定された河川及び管轄漁業協同組合 

 

(2)地下水の利用状況 

さいたま市の上水道の上水道水源別内訳は表3.1-9に、上水道事業概況は表3.1-10に示すとお

りである。 

さいたま市では上水道水源の年間総取水量の約1割が地下水となっている。 

 

表3.1-9 上水道水源別内訳(平成28年度) 

事業主体名 年間総取水量(千 m3) 受水(千 m3) 地下水(千 m3) 

さいたま市 132,698 114,373 18,325 

出典:「平成 28年度水道事業年報」(平成 29年、さいたま市水道局) 

 

表3.1-10 上水道事業概況(平成28年度) 

事業主体名 
年間総
取水量
(千 m3)

年間総
給水量
(千 m3)

年間有収水量(千 m3) 

合計 一般用 
戸別検針

共同住宅用
共同住宅用 公衆浴場用 プール用

さいたま市 132,698 130,687 125,360 98,654 23,230 3,274 3 199

出典:「平成 28年度水道事業年報」(平成 29年、さいたま市水道局) 

  

事業実施区域
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図 3.1-4 
河川等位置図 

出典：「さいたま市河川図」(平成 23 年、さいたま市建設局土木部河川課) 
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4)交通の状況 

(1)道路 

事業実施区域及びその周辺の道路網は図3.1-5に、各道路における平日交通量の状況は表

3.1-11に示すとおりである。 

事業実施区域西側に位置する川口上尾線(番号6)の12時間交通量は11,826台(大型車混入率

9.4％)となっている。 

 

表3.1-11 道路交通量の状況(平成27年度・平日) 

注:表中の番号は、図3.1-5の番号に対応する。 

出典:「平成27年度 全国道路・街路交通情勢調査」(平成29年、国土交通省道路局企画課HP) 

 

(2)鉄道 

事業実施区域及びその周辺の鉄道網は図3.1-5に示すとおりである。 

事業実施区域の最寄り駅は、JR東日本のさいたま新都心駅である。年間の乗車人員の推移は、

表3.1-12に示すとおりであり、わずかに増加傾向を示している。 

 

表3.1-12 さいたま新都心駅の年間乗車人員の推移 

項目 
乗車人員(人) 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

さいたま新都心駅(JR 東日本) 14,731,866 15,021,575 15,379,275 15,938,455 17,703,786

出典:「さいたま市統計書(平成 28年版)」(平成 29年 6月 1日更新、さいたま市総務局総務部総務課 HP) 

  

番
号 

路線名 交通量観測地点 

昼間 12時間自動車類交通量 
上下合計 

24 時間自動車類交通量 
上下合計 

小型車
(台)

大型車
(台)

合計 
(台)

大型
混入率
(％)

小型車 
(台) 

大型車
(台)

合計 
(台)

大型
混入率
(％)

1 高速埼玉新都心線 見沼区大字上山口新田 3,516 384 3,900 9.8 4,996 545 5,541 9.8

2 さいたま川口線 
見沼区中川 110 番地 

1先 
16,534 1,780 18,314 9.7 22,429 3,394 25,823 13.1

3 さいたま川口線 
浦和区上木崎 7丁目

10-13 
7,217 595 7,812 7.6 9,271 963 10,234 9.4

4 さいたま春日部線
大宮区堀の内町 2丁目

489 番地先 
10,723 1,097 11,820 9.3 13,992 1,729 15,721 11.0

5 川口上尾線 
浦和区上木崎 3丁目 

20 番地 4先 
11,618 1,141 12,759 8.9 15,245 1,852 17,097 10.8

6 川口上尾線 
大宮区天沼町 2丁目

438-2 
10,711 1,115 11,826 9.4 14,780 1,557 16,337 9.5

7 
さいたまふじみ野

所沢線 

大宮区吉敷町 4丁目 

107 番地先 
11,206 1,160 12,366 9.4 14,630 1,817 16,447 11.0

8 さいたま北袋線 
浦和区上木崎 1丁目 

8-20 
11,853 1,016 12,869 7.9 15,433 1,220 16,653 7.3

9 
新方須賀さいたま

線 

見沼区南中丸 88番地 

15 先 
4,689 743 5,432 13.7 6,034 973 7,007 13.9

10 けやき通北線 大宮区吉敷町4丁目241 2,017 182 2,199 8.3 2,404 226 2,630 8.6

11 けやき通中央線 大宮区吉敷町4丁目267 2,621 309 2,930 10.5 3,211 364 3,575 10.2
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図3.1-6 主要交通網及び交通量調査地点位置図 

 

  

出典：「平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査」(平成 29 年、国土交通省道路局企画課 HP)

図 3.1-5 
主要道路網及び鉄道網図、 
交通量調査地点位置図 
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5)学校、病院その他の環境保全についての配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況 

事業実施区域及びその周辺の主要公共公益施設等は表3.1-13及び図3.1-6に示すとおりである。 

事業実施区域に最寄りの配慮施設は、北側に隣接するさいたま市立芝川小学校である。 
 

表3.1-13 事業実施区域周辺の主要公共公益施設等 

番号 種別 名称 住所 

1 

幼稚園 

大宮愛仕幼稚園 大宮区高鼻町 1-110-1 

2 大宮幼稚園 大宮区仲町 3-92-2 

3 麗愛幼稚園 大宮区浅間町 2-17 

4 むつみ幼稚園 大宮区北袋町 1-149 

5 カトリックみどり幼稚園 大宮区高鼻町 2-350 

6 こまどり幼稚園 見沼区南中丸 561 

7 みぬま幼稚園 浦和区上木崎 7-19-21 

8 

保育園 

さいたま市立大宮保育園 大宮区吉敷町 1-132-3 

9 大宮すこやか保育園 大宮区吉敷町 4-197-2 

10 さいたま市立天沼保育園 大宮区天沼町 2-438-1 

11 白菊保育園 大宮区天沼町 1-148-1 

12 みずほ保育園大宮天沼 大宮区天沼町 1-505-2  

13 もとの木保育園 大宮区堀の内町 3-236-2 

14 太陽の子堀の内保育園 大宮区堀の内町 1-178-1 

15 新都心ひなた保育園 大宮区北袋町 2-343 

16 あすなろ保育園 見沼区南中野 582 

17 あすなろ若葉保育園 見沼区南中野 605  

18 きらめき保育園 見沼区南中野 689-1 

19 ココファン・ナーサリーさいたま新都心 中央区新都心 11-1 

20 

小規模保育事業所等

なでしこキッズルーム 大宮区宮町 2-147 

21 はぐはあとひまわり保育園 大宮区堀の内町 1-451-1-102 

22 スクルドエンジェル保育園大宮園 大宮区堀の内町 1-305-1 榎本ビル 1F

23 ゆりかご第二保育園 大宮区東町 1-87-2 

24 新ゆりかご保育園  大宮区東町 1-21-3    

25 ひなたぼっこ保育園     大宮区東町 2-251        

26 

小学校 

さいたま市立芝川小学校 大宮区天沼町 2-1077 

27 さいたま市立大宮南小学校 大宮区吉敷町 3-87 

28 さいたま市立大宮小学校 大宮区大門町 3-3 

29 さいたま市立大宮東小学校 大宮区堀の内町 3-145 

30 さいたま市立上木崎小学校 浦和区上木崎 3-4-3 

31 さいたま市立海老沼小学校 見沼区東新井 710-5 

32 

中学校 

さいたま市立第二東中学校 大宮区天沼町 1-760 

33 さいたま市立大宮東中学校 大宮区堀の内町 1-99 

34 さいたま市立大宮南中学校 大宮区天沼町 2-362 

35 さいたま市立大原中学校 浦和区大原 3-1-11 

36 大宮開成中学校 大宮区堀の内 1-615 

37 

高等学校 

県立大宮高等学校 大宮区天沼町 2-323 

38 県立浦和西高等学校 浦和区木崎 3-1-1 

39 大宮開成高等学校 大宮区堀の内 1-615 

40 松栄学園 大宮分校 大宮区下町 1-35 

41 

図書館 

大宮図書館 大宮区高鼻町 2-1-1 

42 移動図書館 平和台公園 大宮区北袋町 1-190-9 

43 移動図書館 中川自治会館 見沼区大字中川 696-2 

44 移動図書館 東新井団地 22号棟前 見沼区大字東新井 710-50 

45 
特別養護老人ホーム

白菊苑 大宮区天沼町 1-154-1 

46 諏訪の苑 見沼区南中野 29 

47 

病院 

医療法人社団双愛会大宮双愛病院 大宮区堀の内町 2-160 

48 至誠堂冨田病院 大宮区堀の内町 2-564 

49 自治医科大学附属さいたま医療センター 大宮区天沼町 1-847 

注:表中の番号は、図 3.1-6 の番号に対応する。 

出典:「埼玉県学校便覧」(平成 29年 5月 1日現在、埼玉県教育局教育政策課 HP) 

「さいたま市保育施設 PRガイド」(平成 29年、さいたま市子ども未来局/幼児未来部/保育課) 

「老人福祉施設等一覧」(平成 29年 4月 1日現在、さいたま市保健福祉局福祉部介護保険課 HP) 

「病院・救急診療所名簿」(平成 29年 4月 1日現在、埼玉県保健医療部医療整備課 HP) 
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図 3.1-6 
主要な公共公益施設等 
位置図 
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6)下水道、し尿処理施設及びごみ処理・処分施設の整備の状況 

さいたま市の下水道の整備状況は表3.1-14に示すとおりである。 

さいたま市は荒川左岸南部流域関連公共下水道、中川流域関連公共下水道、または単独公共下

水道で整備されており、普及率は92.0%である。 

流域下水道終末処理場としては、荒川左岸南部流域関連では荒川循環センター及びさいたま新

都心浄化プラントが、中川流域下水道関連では中川水循環センターが設置されている。 

 

表3.1-14 下水道の整備状況(平成27年) 

 区分 
行政面積
(ha) 

行政人口(A) 
(人) 

処理人口(B) 
(人) 

普及率(B/A)
(％) 

流域関連 

公共下水道 

荒川左岸南部流域関連 12,580.80 1,126,879 1,073,968 95.3 

中川流域関連 4,059.00 120,704 87,079 72.1 

単独公共 

下水道 

南部 113.0 10,996 10,996 100.0 

下水道区域外 4,986.20 14,918 - - 

さいたま市 21,749.00 1,273,497 1,172,043 92.0 

注 1:行政人口は、平成 26年度末現在の住民基本台帳人口である。 

注 2:普及率＝処理人口÷行政人口×100 

出典:「平成 28年埼玉県統計年鑑」(平成 29年、埼玉県総務部統計課) 

 

7)本事業に係る関係法令等の状況 

本事業の計画及び影響範囲等を考慮した本事業に係る関係法令等は、表3.1-15に示すとおりで

ある。 

 

表3.1-15 関係法令等 

項目 区分 名称等 

環境全般 

法律 
環境基本法(平成5年法律第91号) 

環境影響評価法(平成9年法律第81号) 

条例 

さいたま市環境基本条例(平成13年条例第187号) 

さいたま市環境影響評価条例(平成15年条例第32号) 

さいたま市生活環境の保全に関する条例(平成20年条例46号) 

公害防止 
法律 

大気汚染防止法(昭和43年法律第97号) 

騒音規制法(昭和43年法律第98号) 

振動規制法(昭和51年法律第64号) 

水質汚濁防止法(昭和45年法律第138号) 

ダイオキシン類対策特別措置法(平成11年法律第105号) 

土壌汚染対策法(平成14年法律第53号) 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号) 

資源の有効な利用の促進に関する法律(平成3年法律第48号) 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成12年法律第104号) 

条例 さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例(平成13年条例195号) 

自然保護 条例 さいたま市みどりの条例(平成13年条例248号) 

その他 

法律 

都市計画法(昭和43年法律第100号) 

建築基準法(昭和25年法律第101号) 

下水道法(昭和33年法律第79号) 

景観法(平成16年法律第201号) 

文化財保護法(昭和25年法律第214号) 

地球温暖化対策の推進に関する法律(平成10年法律第117号) 

エネルギーの使用の合理化に関する法律(昭和54年法律第49号) 

河川法(昭和39年法律第167号) 

条例 
さいたま市景観条例(平成22年条例第20号) 

さいたま市文化財保護条例(平成13年条例第137号) 
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8)その他の事項 

(1)コミュニティ施設等の分布状況 

事業実施区域及びその周辺における主要なコミュニティ施設等は、表3.1-16及び図3.1-7に示

すとおりである。 

事業実施区域周辺にはコミュニティ施設等として大宮工房館、埼玉県障害者交流センター、

大宮南公民館が分布している。 

 

表3.1-16 事業実施区域及びその周辺の主要なコミュニティ施設等 

番号 種別 名称 住所 

1 

文化・コミュニティ施設等

大宮工房館 大宮区堀の内町 1-577-3 

2 市民会館おおみや 大宮区下町 3-47-8 

3 氷川の杜文化館 大宮区高鼻町 2-262-1 

4 埼玉県障害者交流センター 浦和区大原 3-10-1 

5 

公民館 

大宮東公民館 大宮区堀の内町 3-140 

6 大宮中部公民館 大宮区仲町 3-30-2 

7 大宮南公民館 大宮区吉敷町 4-223-2 

注:表中の番号は、図 3.1-7 の番号に対応する。 

出典:「さいたま市地図情報」(平成 28年 12 月作成時点、さいたま市 HP) 
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図3.1-8 コミュニティ施設位置図 

 

  

図 3.1-7 
コミュニティ施設等位置図 

出典：「さいたま市地図情報」(平成 28 年 12 月作成時点、さいたま市 HP)
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(2)安全 

事業実施区域及びその周辺における土砂災害危険箇所等の指定状況は表3.1-17及び図3.1-8

に示すとおりである。 

事業実施区域周辺には、北東側に土砂災害(特別)警戒区域が2箇所ある。 

また、砂防指定地等指定状況としては、砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域、地すべり防止

区域のいずれもさいたま市内では指定されていない。 

 

表3.1-17 事業実施区域及びその周辺の土砂災害(特別)警戒区域 

番号 記号 名称 指定状況 

1 11102-Ⅰ-0016 南中丸-2 平成 28年 3 月 29 日指定 

2 11102-Ⅱ-0017 新右エ門新田-2 平成 28年 3 月 29 日指定 

注:表中の番号は、図 3.1-8 の番号に対応する。 

出典:「土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域」 

(平成 29年 10 月 3日更新、埼玉県県土整備部さいたま県土整備事務所 HP)
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図3.1-8 危険箇所 

 

 

 

 

  

図 3.1-8 
土砂災害等危険個所 
指定区域図 

出典：「土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域」 
(平成 29 年 10 月 3 日更新、埼玉県県土整備部さいたま県土整備事務所 HP) 
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3.2 自然的状況 

1)大気質、騒音、振動、悪臭、その他の大気に係る環境の状況 

(1)気象 

事業実施区域から最寄りの気象観測所は、図3.2-1に示すとおり、さいたま地域気象観測所(さ

いたま市桜区)である。 

さいたま地域気象観測所における過去10年間(平成20年～29年)の気象の概要及び平成29年の

気象観測結果は表3.2-1及び表3.2-2、風配図は図3.2-2に示すとおりである。 

年平均気温の10年間の平均は15.4℃であり、年降水量の平均は1,337.2mmである。また、平成

29年度の年平均気温は15.3℃であり、月別の平均気温は7、8月が最も高く、1月が最も低い。年

間降水量は1,295.5mmであり、10月が最も多い。平均風速は1年を通じて安定しており、風向は

おおむね北北西の風が卓越している。 

 

表3.2-1 気象概況(さいたま地域気象観測所) 

 年 
気温(℃) 年降水量 

(mm) 

風速(m/s) 

年平均気温 最高気温 最低気温 平均風速 最大風速 

平成 20年 14.9 36.0 -4.8 1,538.0 2.1 12.0 

平成 21年 15.4 35.1 -4.8 1,311.0 2.1 11.6 

平成 22年 15.8 37.9 -5.2 1,336.5 2.2 16.0 

平成 23年 15.3 37.6 -6.9 1,381.5 2.3 14.1 

平成 24年 15.1 37.2 -6.7 1,175.0 2.4 12.4 

平成 25年 15.6 37.7 -6.0 1,287.5 2.5 13.8 

平成 26年 15.2 37.2 -5.9 1,444.5 2.4 14.3 

平成 27年 15.9 37.6 -4.8 1,297.0 2.3 10.8 

平成 28年 15.9 35.9 -5.4 1,305.5 2.3 14.7 

平成 29年 15.3 36.8 -6.4 1,295.5 2.4 14.6 

平均 15.4 36.9 -5.7 1,337.2 2.3 13.4 

出典:「気象統計情報」(気象庁 HP) 
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表3.2-2 平成29年の月別の気象状況(さいたま地域気象観測所) 

月 
気温(℃) 月降水量 

(mm) 

風速(m/s) 

平均気温 最高気温 最低気温 平均風速 最大風速 

1 月 4.3 17.4 -6.4 18.0 2.5 11.2 

2 月 5.8 22.0 -4.4 13.0 3.3 11.1 

3 月 7.8 18.0 -2.9 70.0 2.7 9.9 

4 月 14.2 26.5 3.3 73.0 2.6 11.2 

5 月 19.9 32.1 9.1 57.0 2.2 9.9 

6 月 22.3 31.8 13.3 61.0 2.5 9.9 

7 月 27.6 35.3 21.3 160.0 2.0 7.8 

8 月 26.3 36.8 19.7 190.0 2.2 7.1 

9 月 22.7 33.1 15.9 148.5 2.1 10.6 

10 月 16.7 29.2 7.6 470.0 2.4 14.6 

11 月 10.5 22.5 -0.2 25.0 2.0 11.8 

12 月 5.1 16.3 -3.6 10.0 1.9 9.2 

合計 - - - 1,295.5 - - 

平均 15.3 - - - 2.4 - 

最大 - 36.8 - - - 14.6 

最小 - - -6.4 - - - 

出典:「気象統計情報」(気象庁 HP) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-2 風配図(さいたま地域気象観測所) 

  

   ：出現頻度 

   ：平均風速 
Calm：0.4m/s 以下 



3-21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1-10  大気質及び気象の調査地点(現地調査) 

  

図 3.2-1 
気象観測所位置図 

出典：「地域気象観測所一覧」(気象庁 HP) 
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(2)大気質 

事業実施区域周辺における大気汚染常時監視測定局は、一般環境大気測定局(以下「一般局」

という。)のさいたま市大宮局、さいたま市片柳局が設置されている。 

さいたま市大宮局の位置は図3.2-3に、主な測定項目は表3.2-3に示すとおりである。 

このほか、大宮区役所では、年4回の頻度でダイオキシン類の測定が行われている。 

 

表3.2-3 大気汚染常時監視測定局における主な測定項目 

区分 測定局名 
測定項目 

二酸化窒素 二酸化硫黄 一酸化炭素
浮遊粒子
状物質 

光化学オ
キシダント

微小粒子
状物質 

一般局 

さいたま市 
大宮局 

○ ○ － ○ ○ ○ 

さいたま市 
片柳局 

○ ○注 － ○ ○ ○ 

注:「○」、「－」は測定の有無を示す。さいたま市片柳局では平成 23年で二酸化硫黄の測定を終了している。

出典:「さいたま市の大気状況」(平成 29年 9月 22日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP) 
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図3.1-11 大気測定局位置図 

  

図 3.2-3 
大気質測定局位置図 

出典：「さいたま市の大気状況」 

(平成 29 年 9 月 22 日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP) 

「ダイオキシン類環境調査結果について」 

(平成 29 年 12 月 18 日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP) 



3-24 

a)二酸化窒素(NO2)  

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局における二酸化窒素濃度は表3.2-4、表3.2-5、経年変

化は図3.2-4に示すとおりである。 

さいたま市大宮局の平成28年度における日平均値の年間98%値は0.033ppmであり、環境基準を

達成している。過去5年間(平成24年～平成28年度)の年平均値の推移は、漸減傾向を示している。

また、さいたま市片柳局の平成28年度における日平均値の年間98%値は0.030ppmであり、環境基

準を達成している。過去5年間(平成24年～平成28年度)の年平均値の推移は、横ばい傾向を示し

ている。 

 

表3.2-4 二酸化窒素(NO2)の年間値(平成28年度) 

区分 測定局名 年平均値(ppm) 日平均値の年間98％値(ppm) 達成状況 

一般局 
さいたま市大宮局 0.014 0.033 ○ 

さいたま市片柳局 0.012 0.030 ○ 

注:達成状況の「○」は環境基準の達成を示す。環境基準は 1時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ以下であること。評価の方法は、長期的評価(年間 98％値評価)とする。 

出典:「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日、さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

 

表3.2-5 二酸化窒素(NO2)の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

二酸化窒素 
(ppm) 

さいたま市大宮局 0.016 0.016 0.015 0.015 0.014 

さいたま市片柳局 0.013 0.014 0.014 0.013 0.012 

出典：「平成24年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成25年7月25日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成25年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成26年8月8日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成26年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成27年7月29日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成27年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成28年9月9日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-4 事業実施区域周辺の測定局における二酸化窒素(NO2)の年平均値の推移 
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b)二酸化硫黄(SO2)  

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局における二酸化硫黄濃度は表3.2-6、表3.2-7に、経年

変化は図3.2-5に示すとおりである。 

さいたま市大宮局の平成28年度における日平均値の年間2%除外値は0.002ppmであり、環境基

準を達成している。過去5年間(平成24年～平成28年度)の年平均値の推移は、横ばい傾向を示し

ている。また、さいたま市片柳局の平成23年度における日平均値の年間2%除外値は0.005ppmで

あり、環境基準を達成している。なお、さいたま市片柳局では平成23年で二酸化硫黄の測定を

終了している。 

 

表3.2-6 二酸化硫黄(SO2)の年間値(平成28年度) 

区分 測定局名 1 時間値(ppm) 年平均値(ppm)
日平均値の年間 2％

除外値(ppm) 

達成状況 

短期 長期

一般局 
さいたま市大宮局 0.012 0.001 0.002 ○ 〇 

さいたま市片柳局 0.017 0.003 0.005 ○ 〇 

注:達成状況の「○」は環境基準の達成を示す。環境基準は、1時間値の 1日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ

1時間値が 0.1ppm 以下であること。評価の方法は、長期的評価(2％除外値評価)及び短期的評価とする。 

  さいたま市片柳局は平成 23年度の測定結果。 

出典：「平成23年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成24年7月26日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「埼玉県の大気状況(埼玉県大気汚染常時監視システム)」(埼玉県環境部大気環境課 HP) 

 

表3.2-7 二酸化硫黄(SO2)の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

二酸化硫黄 
(ppm) 

さいたま市大宮局 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 

出典：「平成24年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成25年7月25日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成25年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成26年8月8日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成26年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成27年7月29日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成27年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成28年9月9日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-5 事業実施区域周辺の測定局における二酸化硫黄(SO2)の年平均値の推移 
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c)一酸化炭素(CO)  

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局において一酸化炭素の測定は行われていない。 

 

d)浮遊粒子状物質(SPM) 

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局における浮遊粒子状物質濃度は表3.2-8、表3.2-9に、

経年変化は図3.2-6に示すとおりである。 

さいたま市大宮局の平成28年度における日平均値の年間2%除外値は0.039mg/m3であり、環境

基準を達成している。過去5年間(平成24年～平成28年度)の年平均値の推移は、横ばい傾向を示

している。また、さいたま市片柳局の平成28年度における日平均値の年間2%除外値は0.040mg/m3

であり、環境基準を達成している。過去5年間(平成24年～平成28年度)の年平均値の推移は、横

ばい傾向を示している。 

 

表3.2-8 浮遊粒子状物質(SPM)の年間値(平成28年度) 

区分 測定局名 
1 時間値

(mg/m3) 

年平均値 

(mg/m3) 

日平均値の年間 2％

除外値(mg/m3) 

達成状況 

短期 長期

一般局 
さいたま市大宮局 0.085 0.017 0.039 ○ 〇 

さいたま市片柳局 0.112 0.017 0.040 ○ ○ 

注:達成状況の「○」は環境基準の達成を示す。環境基準は、1時間値の 1日平均値が 0.10mg/m3以下であり、か

つ 1時間値が 0.20mg/m3以下であること。評価の方法は、長期的評価(2％除外値評価)及び短期的評価とする。

出典:「埼玉県の大気状況(埼玉県大気汚染常時監視システム)」(埼玉県環境部大気環境課 HP) 
 

表3.2-9 浮遊粒子状物質(SPM)の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

浮遊粒子状 
物質(mg/m3) 

さいたま市大宮局 0.018 0.022 0.021 0.019 0.017 

さいたま市片柳局 0.020 0.019 0.020 0.019 0.017 

出典：「平成24年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成25年7月25日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成25年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成26年8月8日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成26年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成27年7月29日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成27年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成28年9月9日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-6 事業実施区域周辺の測定局における浮遊粒子状物質(SPM)の年平均値の推移 
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e)光化学オキシダント(Ox)  

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局における光化学オキシダント濃度は表3.2-10、表3.2-11

に、経年変化は図3.2-7に示すとおりである。 

さいたま市大宮局の平成28年度における昼間の1時間値の最高値は0.119ppmであり、環境基準

を超過している。過去5年間(平成24年～平成28年)の年平均値の推移は、ほぼ横ばい傾向を示し

ている。また、さいたま市片柳局の平成28年度における昼間の1時間値の最高値は0.124ppmであ

り、環境基準を超過している。過去5年間(平成24年～平成28年)の年平均値の推移は、ほぼ横ば

い傾向を示している。 

 

表3.2-10 光化学オキシダント(Ox)の年間値(平成28年度) 

区分 測定局名 
昼間の 1 時間値の

年平均(ppm) 

昼間の 1 時間値が 0.06ppm を

超えた日数と時間数 

昼間の 1 時間

値の最高値

(ppm) 

達成状況

(日) (時間) 

一般局 
さいたま市大宮局 0.027 54 194 0.119 × 

さいたま市片柳局 0.027 71 287 0.124 × 

注：達成状況の「×」は環境基準の未達成を示す。環境基準と評価の方法は、昼間(午前 5時～午後 8時)の 1時

間値が 0.06ppm 以下であることとする。 

表中の網掛けは環境基準を超えた測定結果を示す。 

出典：「埼玉県の大気状況(埼玉県大気汚染常時監視システム)」(埼玉県環境部大気環境課 HP) 

 

表3.2-11 光化学オキシダント(Ox)の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

光化学オキシ
ダント(ppm) 

さいたま市大宮局 0.031 0.032 0.033 0.032 0.027 

さいたま市片柳局 0.032 0.031 0.032 0.032 0.027 

出典：「平成24年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成25年7月25日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成25年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成26年8月8日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成26年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成27年7月29日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成27年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成28年9月9日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-7 事業実施区域周辺の測定局における光化学オキシダント(Ox)の年平均値の推移 
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f)微小粒子状物質(PM2.5)  

さいたま市大宮局、さいたま市片柳局における微小粒子状物質濃度は表3.2-12、表3.2-13に、

経年変化は図3.2-8に示すとおりである。 

さいたま市大宮局の平成28年度における年平均値は11.2μg/m3、日平均値の年間98%値は26.7

μg/m3であり、環境基準を達成している。過去4年間(平成25年～平成28年度)の年平均値の推移

は、減少傾向を示している。また、さいたま市片柳局の平成28年度における年平均値は11.7μ

g/m3、日平均値の年間98%値は27.5μg/m3であり、環境基準を達成している。過去3年間(平成26

年～平成28年度)の年平均値の推移は、やや減少傾向を示している。 

 

表3.2-12 微小粒子状物質(PM2.5)の年間値(平成28年度) 

区分 測定局名 年平均値(μg/m3) 
日平均値の年間 98％値 

(μg/m3) 

達成状況 

短期 長期

一般局 
さいたま市大宮局 11.2 26.7 ○ 〇 

さいたま市片柳局 11.7 27.5 ○ ○ 

注：達成状況の「○」は環境基準の達成を示す。環境基準と評価の方法は、1年平均値が 15μg/m3以下(長期)で

あり、かつ、1日平均値が 35μg/m3以下(短期)であることとする。 

出典：「埼玉県の大気状況(埼玉県大気汚染常時監視システム)」(埼玉県環境部大気環境課 HP) 

 

表3.2-13 微小粒子状物質(PM2.5)の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

微小粒子状物質 

(μg/m3) 

さいたま市大宮局 － 14.9 14.0 12.5 11.2 

さいたま市片柳局 － － 14.2 13.2 11.7 

出典:「平成25年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成26年8月8日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成26年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成27年7月29日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成27年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成28年9月9日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

「平成28年度さいたま市大気汚染常時監視測定結果」(平成29年8月1日､さいたま市環境局環境共生部環境対策課)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-8 事業実施区域周辺の測定局における微小粒子状物質(PM2.5)の年平均値の推移 
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g)ダイオキシン類 

大宮区役所におけるダイオキシン類濃度は表3.2-14、表3.2-15に、経年変化は図3.2-9に示す

とおりである。 

大宮区役所の平成28年度における年平均値は0.027pg-TEQ/m3であり、環境基準を達成してい

る。過去5年間(平成24年～平成28年)の年平均値の推移は、やや減少傾向をを示している。 

 

表3.2-14 ダイオキシン類の年間値(平成28年度) 

測定局名 
ダイオキシン類測定結果(pg-TEQ/m3) 

達成状況
春季 夏季 秋季 冬季 年平均値 

大宮区役所 0.027  0.019 0.041 0.022 0.027 〇 

注：達成状況の「○」は環境基準の達成を示す。なお、環境基準の達成は、年平均値を環境基準(0.6pg-TEQ/m3以

下)と比較する。 

出典：「ダイオキシン類環境調査結果について」(平成 29 年 12 月 18日更新､さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP)

 

表3.2-15 ダイオキシン類の年平均値の推移 

項目 測定局名 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

ダイオキシン類 
(pg-TEQ/m3) 

大宮 
区役所 

0.053 0.056 0.037 0.030 0.023 

出典：「ダイオキシン類環境調査結果について」(平成 29 年 12 月 18日更新､さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2-9 事業実施区域周辺の測定局におけるダイオキシン類の年平均値の推移 
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(3)騒音 

a)一般環境騒音 

事業実施区域及びその周辺における一般環境騒音調査は実施されていない。 

 

b)道路交通騒音 

事業実施区域及びその周辺の道路交通騒音調査は平成23～28年度に大宮区北袋町等の5地点に

おいて行われている。調査地点は図3.2-10に、調査結果は表3.2-16に示すとおりである。等価

騒音レベルの調査結果は市道南大通東線の昼夜間、県道214号新方須賀さいたま線の夜間で環境

基準を満たしていた。 

また、事業実施区域及びその周辺の自動車騒音の面的評価は平成23～28年度に県道35号川口

上尾線等で行われている。調査結果は表3.2-17に示すとおりである。 

 

表3.2-16 道路交通騒音調査結果(平成23～28年度) 

番 
号 

道路名 調査地点 
区域
区分

騒音レベル(dB) 

調査結果 環境基準 

昼間 夜間 昼間 夜間

① 
県道56号さいたまふ
じみ野所沢線 

大宮区北袋町 B 65 58 
○

(70)
○

(65)

② 
県道 164 号鴻巣桶川
さいたま線 

大宮区北袋町 1 丁目 C 64 60 
○

(70)
○

(65)

③ 
県道 2号さいたま春
日部線 

大宮区堀の内町 B 66 64 
○

(70)
○

(65)

④ 市道南大通東線 大宮区吉敷町 B 71 69 
×

(70)
×

(65)

⑤ 
県道 214 号新方須賀
さいたま線 

見沼区南中野 782 B 70 67 
○

(70)
×

(65)

注 1：昼夜の区分は右記のとおりである。 昼間：6:00～22:00 夜間：22:00～翌 6:00 

注 2：環境基準の○は達成、×は非達成を示す。 

注 3：表中の番号は、図 3.2-10 の番号に対応する。 

注 4：①は平成 28年度、②は平成 25年度、③④は平成 24年度、⑤は平成 23年度の調査結果である。 

出典：「平成23年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成24年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成25年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成26年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成28年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 
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表3.2-17 自動車騒音の面的評価 

番

号 
道路名 始点 終点 

環境基準達成率(％) 評価対象 住居

等戸数(戸) 昼間 夜間 昼夜 

Ａ 
県道35号川口上尾

線 
大宮区堀の内町 

北区吉野町2丁目

231 
99.9 99.9 99.9 2,224 

Ｂ 
県道56号さいたま

ふじみ野所沢線 
大宮区北袋町 

中央区上落合1丁

目11 
100 99.6 99.6 252 

Ｃ 
県道214号新方須

賀さいたま線 

見沼区大字南中

野 
大宮区大門町 99.9 90.1 90.1 1,002 

Ｄ 
県道214号新方須

賀さいたま線 
大宮区吉敷町 

中央区上落合5丁

目17 
100.0 99.7 99.7 350 

Ｅ 
県道35号川口上尾

線 

浦和区上木崎 

4丁目8 
大宮区北袋町 99.7 87.9 87.9 373 

Ｆ 
県道35号川口上尾

線 
大宮区北袋町 大宮区堀の内町 99.7 98.2 98.2 766 

Ｇ 
県道164号鴻巣桶

川さいたま線 
大宮区大門町 

浦和区上木崎1丁

目3 
99.5 99.1 99.1 767 

Ｈ 
県道2号さいたま春

日部線 
大宮区桜木町 見沼区大和田町 86.7 100.0 86.6 1,606 

Ｉ 
県道215号宗岡さ

いたま線 

中央区上落合 

1丁目12 
中央区新都心 100.0 100.0 100.0 210 

Ｊ 市道南大通東線 大宮区吉敷町 大宮区天沼町 100.0 100.0 100.0 687 

Ｋ 
県道1号さいたま川

口線 
見沼区大和田町 緑区中尾 100.0 100.0 100.0 1,283 

Ｌ 
県道1号さいたま川

口線 
浦和区上木崎4 浦和区大東3 100.0 100.0 100.0 987 

Ｍ 
県道65号さいたま

幸手線 
緑区山崎1丁目9 

見沼区大字宮ケ谷

塔 
98.8 98.7 98.7 903 

Ｎ 
県道214号新方須

賀さいたま線 
緑区上野田 見沼区南中野 90.7 100.0 90.7 605 

注 1:昼夜の区分は右記のとおりである。 昼間：6:00～22:00 夜間：22:00～翌 6:00 

注 2:表中の番号は、図 3.2-10 の番号に対応する。 

注 3:Ａ～Ｂ，Ｍは平成 28年度、Ｃ～Ｄは平成 26年度、Ｅ～Ｇは平成 25年度、Ｈ～Ｊは平成 24年度、Ｋ，Ｌ，Ｎ

は平成 23年度の調査結果である。 

出典:「平成23年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成24年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成25年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成26年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成28年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 
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(4)振動 

a)一般環境振動 

事業実施区域及びその周辺における一般環境振動調査は実施されていない。 

 

b)道路交通振動 

事業実施区域及びその周辺の道路交通振動調査地点は平成23～28年度に大宮区北袋町等の5

地点において行われている。調査地点は図3.2-10に、調査結果は表3.2-18に示すとおりである。 

振動レベルの調査結果は昼夜ともに要請限度を達成している。 

 

表3.2-18 道路交通振動調査(平成23～28年度) 

番 
号 

道路名 調査地点 
区域
区分

振動レベル(dB) 

調査結果 要請限度 

昼間 夜間 昼間 夜間

① 
県道56号さいたまふ
じみ野所沢線 

大宮区北袋町 第1種 41 32 
○

(65)
○

(60)

② 
県道 164 号鴻巣桶川
さいたま線 

大宮区北袋町 1 丁目 第2種 47 42 
○

(70)
○

(65)

③ 
県道 2号さいたま春
日部線 

大宮区堀の内町 第1種 50 43 
○

(65)
○

(60)

④ 市道南大通東線 大宮区吉敷町 第1種 47 39 
○

(65)
○

(60)

⑤ 
県道 214 号新方須賀
さいたま線 

見沼区南中野 782 第1種 46 41 
○

(65)
○

(60)

注 1:昼夜の区分は右記のとおりである。 昼間：8:00～19:00 夜間：19:00～翌 8:00 

注 2:要請限度の○は達成、×は非達成を示す。 

注 3:表中の番号は、図 3.2-10 の番号に対応する。 

注 4:①は平成 28年度、②は平成 25年度、③④は平成 24年度、⑤は平成 23年度の調査結果である。 

出典:「平成23年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成24年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成25年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成26年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

「平成28年度自動車騒音・道路交通振動調査結果」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 
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図3.1-17  騒音・振動調査地点位置図 

 

  

出典：「大気環境・騒音・振動」(さいたま市環境局環境共生部環境対策課 HP) 

図 3.2-10 
騒音・振動調査地点 
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(5)悪臭 

事業実施区域の位置する埼玉県における悪臭に係る苦情件数の推移は、表3.2-19に示すとお

りである。 

過去5年間(平成23年～平成27年)の苦情件数の合計は、概ね減少傾向を示している。 

 

表3.2-19 悪臭に係る苦情件数の推移(単位：件) 

区分 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

製造事業所 115 165 154 136 124

家庭生活 121 109 106 68 89

商店・飲食店 34 27 32 32 19

その他 448 444 391 394 327

合計 718 745 683 630 559

出典:「平成 28年版埼玉県環境白書」(平成 29年、埼玉県環境部環境政策課) 

 

2)水質、底質、水象その他の水に係る環境の状況 

(1)水象 

事業実施区域及びその周辺における一級河川及び準用河川は、表3.2-20及び図3.2-11に示す

とおりである。 

事業実施区域は荒川流域に位置している。事業実施区域の東側には荒川水系の芝川が流れて

おり、事業実施区域南側で準用河川の皇山川が流入している。また、事業実施区域の西側には

見沼代用水西縁が流れている。 

 

表3.2-20 河川の概要 

区分 河川名 指定区間延長(m) 流域面積(km2) 

一級河川 芝川 
左岸 25,900 

右岸 25,900 

116.83 

(117.38) 

準用河川 皇山川 
左岸 1,165 

右岸 1,165 
1.59 

注:流域面積の( )は、県外流域を含んだ値 

出典:「さいたま市河川図」(平成 23年、さいたま市建設局土木部河川課) 
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図3.1-18 河川等位置図 

 

 

 

  

図 3.2-11 
河川の状況及び 
水質・底質調査地点 

出典：「さいたま市河川図」(平成 23 年、さいたま市建設局土木部河川課) 
「平成 28 年度さいたま市の環境」(平成 29年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課)
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(2)水質 

事業実施区域及びその周辺における公共用水域の水質調査地点は、埼玉県の公共用水域水質

測定計画に定められた芝川の境橋、さいたま市補足調査地点として芝川の大道橋がある。測定

位置は図3.2-11、測定結果は表3.2-21～表3.2-23に示すとおりである。 

河川水質は、全亜鉛が境橋で平成23年度～平成27年、大道橋で平成23年度～平成24年度で環

境基準を超過しているが、その他の項目は環境基準を達成している。 

 

表3.2-21 河川水質の状況(生活環境項目、芝川(境橋、大道橋)) 

項目 地点名
平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27 

年度 

環境基準(D類型

・生物 B類型)

水素イオン濃度  
境橋 7.4 7.5 7.5 7.4 7.4 

6.0以上8.5以下
大道橋 7.4 7.5 7.5 7.4 7.5 

溶存酸素量 (mg/L)
境橋 5.5 5.6 5.0 5.4 7.1 

2mg/L 以上 
大道橋 5.7 5.8 5.2 5.7 6.6 

生物化学的酸素要求量 (mg/L)
境橋 4.7 3.9 3.5 3.4 2.5 

8mg/L 以下 
大道橋 4.7 4.6 4.1 2.6 2.8 

化学的酸素要求量 (mg/L)
境橋 5.5 5.3 5.9 4.9 4.2 

－ 
大道橋 6.3 6.4 6.0 5.5 5.4 

浮遊物質量 (mg/L)
境橋 11 10 8 8 7 

100mg/L 以下 
大道橋 17 18 14 13 15 

大腸菌群数 
(MPN

/100mL)
境橋 74,000 64,000 27,000 19,000 15117 － 

n-ﾍｷｻﾝ抽出物質 (mg/L) 境橋 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. － 

全窒素 (mg/L) 境橋 4.2 4.5 4.2 4.1 3.9 － 

全燐 (mg/L) 境橋 0.28 0.42 0.34 0.27 0.26 － 

全亜鉛 (mg/L)
境橋 0.042 0.045 0.035 0.036 0.035 

0.03mg/L 以下 
大道橋 0.036 0.047 0.020 0.030 0.026 

ノニルフェノール (mg/L) 境橋 － － 0.00032 0.00019 0.00019 0.002mg/L 以下

直鎖アルキルベンゼン

スルホン酸及びその塩 
(mg/L) 境橋 － － － 0.028 0.031 0.05mg/L 以下 

注：測定値について、生物化学的酸素要求量・化学的酸素要求量は 75%値、その他の項目は平均値を示している。

表中の網掛けは環境基準を超えた測定結果、「N.D.」は検出下限値未満を示す。 

出典：「平成23年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成25年3月14日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成24年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成26年9月1日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成25年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成27年3月26日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成26年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年5月10日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成27年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年12月28日公表、埼玉県環境部水環境課HP)

「平成24年度さいたま市の環境」(平成25年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成25年度さいたま市の環境」(平成26年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成26年度さいたま市の環境」(平成27年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成27年度さいたま市の環境」(平成28年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成28年度さいたま市の環境」(平成29年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 
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表3.2-22 河川水質の状況(健康項目、芝川(境橋、大道橋)) 

項目 地点名 平成23年度平成 24年度平成 25年度平成 26年度平成 27年度 環境基準 

カドミウム (mg/L)
境橋 <0.001 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0003 

0.003mg/L 以下 
大道橋 <0.001 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0003 

全シアン (mg/L)
境橋 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

検出されないこと。
大道橋 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 

鉛 (mg/L)
境橋 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 

0.01mg/L 以下 
大道橋 0.002 0.001 0.002 0.001 0.001 

六価クロム (mg/L)
境橋 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

0.05mg/L 以下 
大道橋 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 

砒素 (mg/L)
境橋 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 

0.01mg/L 以下 
大道橋 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 

総水銀 (mg/L)
境橋 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

0.0005mg/L 以下 
大道橋 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 

アルキル水銀 (mg/L) 境橋 － － － － － 検出されないこと。

PCB (mg/L) 境橋 N.D. N.D. N.D. N.D. N.D. 検出されないこと。

ジクロロメタン (mg/L) 境橋 <0.002 <0.002 0.002 <0.002 <0.002 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 (mg/L) 境橋 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン (mg/L) 境橋 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 <0.0004 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン (mg/L) 境橋 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.1mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン (mg/L) 境橋 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 <0.004 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン (mg/L) 境橋 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 <0.0005 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン (mg/L) 境橋 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン (mg/L) 境橋 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.001 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン (mg/L) 境橋 0.0005 0.0005 0.0005 0.0005 0.0005 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン (mg/L) 境橋 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 <0.0002 0.002mg/L 以下 

チウラム (mg/L) 境橋 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 <0.0006 0.006mg/L 以下 

シマジン (mg/L) 境橋 <0.0003 <0.0003 <0.0003 <0.0003 0.0003 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ (mg/L) 境橋 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 <0.002 0.02mg/L 以下 

ベンゼン (mg/L) 境橋 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01mg/L 以下 

セレン (mg/L) 境橋 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 <0.001 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素注 (mg/L)
境橋 2.7 2.0 2.1 2.6 2.7 

－ 
大道橋 2.6 2.3 1.6 2.6 2.7 

亜硝酸性窒素注 (mg/L)
境橋 0.13 0.14 0.12 0.11 0.093 

－ 
大道橋 0.24 0.20 0.07 0.14 0.11 

硝酸・亜硝酸性窒素 (mg/L)
境橋 2.8 2.1 2.3 2.8 2.8 

10mg/L 以下 
大道橋 2.6 2.5 1.7 2.8 2.9 

ふつ素 (mg/L) 境橋 0.06 0.07 0.05 0.05 0.06 0.8mg/L 以下 

ほう素 (mg/L) 境橋 0.10 0.31 0.15 0.11 0.19 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン (mg/L) 境橋 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.05mg/L 以下 

注:「硝酸性窒素」、「亜硝酸性窒素」はその他の項目として測定している。 

表中の「N.D.」は検出下限値未満を示す。 

出典:「平成23年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成25年3月14日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成24年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成26年9月1日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成25年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成27年3月26日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成26年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年5月10日公表、埼玉県環境部水環境課HP)  

「平成27年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年12月28日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成24年度さいたま市の環境」(平成25年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成25年度さいたま市の環境」(平成26年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成26年度さいたま市の環境」(平成27年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成27年度さいたま市の環境」(平成28年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

「平成28年度さいたま市の環境」(平成29年、さいたま市環境局環境共生部環境対策課) 

 

表3.2-23 河川水質の状況(ダイオキシン類、芝川(境橋)) 

項目 平成 24年度 平成 25年度平成 26年度 平成 27年度平成 28年度 環境基準 

ダイオキシン類(pg-TEQ/L) 0.23 － 0.15 － 0.15 1pg-TEQ/L 以下 

出典:「ダイオキシン類環境調査結果について」(平成29年12月18日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 
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(3)底質 

事業実施区域及びその周辺における公共用水域の底質調査地点は、図3.2-11に示すとおりで

ある。測定結果は表3.2-24及び表3.2-25に示すとおりである。 

重金属類等のうち、総水銀及びPCBについて「底質の暫定除去基準」(昭和50年10月、環水管

119号)と比較すると、いずれも基準値を下回っている。また、ダイオキシン類についても環境

基準を達成している。 

 

表3.2-24 河川底質の状況(重金属類等、芝川(境橋)) 

項目 
平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

平成 27

年度 

底質の暫定 

除去基準 

カドミウム (mg/kg) <0.1 0.2 0.2 0.3 0.2 － 

鉛 (mg/kg) 7.5 24 8.4 10 13 － 

六価クロム (mg/kg) <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 － 

砒素 (mg/kg) 9.8 5.6 2.3 4.5 9.2 － 

総水銀 (mg/kg) 0.02 0.06 0.05 0.01 0.05 25ppm 以上 

アルキル水銀 (mg/kg) － － <0.005 － － － 

PCB (mg/kg) <0.005 0.016 <0.005 <0.005 <0.005 10ppm 以上 

クロム (mg/kg) 83.6 43 52 39 28 － 

強熱減量 (％) 21.5 3.0 1.7 4.0 4.1 － 

乾燥減量(水分) (％) 47.0 26.3 22 23 30 － 

色相  灰色 黒色 黒色 灰色 灰黒色 － 

臭気  土臭 ヘドロ臭 ヘドロ臭 土臭 土臭 － 

出典:「平成23年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成25年3月14日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成24年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成26年9月1日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成25年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成27年3月26日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 

「平成26年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年5月10日公表、埼玉県環境部水環境課HP)  

「平成27年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成28年12月28日公表、埼玉県環境部水環境課HP) 
 

表3.2-25 河川底質の状況(ダイオキシン類、芝川(境橋)) 

項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 環境基準 

ダイオキシン類(pg-TEQ/g) 0.63 － 0.76 － 1.3 150pg-TEQ/g 以下 

出典:「ダイオキシン類環境調査結果について」(平成29年12月18日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

 
 

(4)地下水の水質 

さいたま市では、地下水の水質状況を把握するため、地下水の水質測定計画に基づく概況調

査(年間十数箇所の井戸について重金属や揮発性有機化合物などを調査)や汚染井戸周辺地区調

査(概況調査で新たに発見された汚染について、その汚染範囲を確認するための調査)及び継続

監視調査(概況調査の結果、汚染が確認された井戸の超過項目に関する継続的な調査)を行って

いる。 

事業実施区域及びその周辺では、平成27年度に浦和区領家、大宮区三橋、見沼区島町の3箇所

の井戸で概況調査を、並びに大宮区吉敷町、大宮区掘の内町、見沼区宮ヶ谷塔の3箇所の井戸で

継続監視調査を行っており、それらの調査結果は表3.2-26に示すとおりである。 

概況調査結果については浦和区領家、大宮区三橋では全ての項目で環境基準を達成している

が、見沼区島町では硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が環境基準を達成していない。一方、継続監

視調査結果については大宮区掘の内町、見沼区宮ヶ谷塔では全ての項目で環境基準を達成して

いるが、大宮区吉敷町では砒素が環境基準を達成していない状況にある。 
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表3.2-26 地下水調査結果(平成27年度) 

調査区分 概況調査結果 継続調査結果 環境基準 

区名 浦和区 大宮区 見沼区 大宮区 大宮区 見沼区 － 

町名 領家 三橋 島町 吉敷町 堀の内町 宮ヶ谷塔 － 

井戸深度(m) 92 85 不明 266 不明 8 － 

浅井戸深井戸の別 深 深 不明 深 不明 浅 － 

用途 工業用水 工業用水 生活用水 工業用水 生活用水 生活用水 － 

採水年月日 H27.8.24 H27.8.24 H27.8.25 H27.8.21 H27.8.21 H27.8.21 － 

カドミウム <0.0003 <0.0003 <0.0003 － － － 0.003mg/L 以下 

全シアン <0.1 <0.1 <0.1 － － － 検出されないこと。

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 － － － 0.01mg/L 以下 

六価クロム <0.01 <0.01 <0.01 － － － 0.05mg/L 以下 

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 0.015 － － 0.01mg/L 以下 

総水銀 <0.0005 <0.0005 <0.0005 － － － 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 － － － － － － 検出されないこと。

PCB <0.0005 <0.0005 <0.0005 － － － 検出されないこと。

ジクロロメタン <0.002 <0.002 <0.002 － － － 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 <0.0002 <0.0002 <0.0002 － － － 0.002mg/L 以下 

塩化ビニルモノマー <0.0002 0.0014 <0.0002 － － － 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン <0.0004 <0.0004 <0.0004 － － － 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン <0.002 <0.002 <0.002 － － － 0.1mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン <0.002 <0.002 <0.002 － － － － 

トランス-1,2-ジクロロエチレン <0.002 <0.002 <0.002 － － － － 

1,2-ジクロロエチレン <0.004 <0.004 <0.004 － － － 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン <0.0005 <0.0005 <0.0005 － － － 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン <0.0006 <0.0006 <0.0006 － － － 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン <0.001 <0.001 <0.001 － － － 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン <0.0005 <0.0005 <0.0005 － － － 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン <0.0002 <0.0002 <0.0002 － － － 0.002mg/L 以下 

チウラム <0.0006 <0.0006 <0.0006 － － － 0.006mg/L 以下 

シマジン <0.0003 <0.0003 <0.0003 － － － 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ <0.002 <0.002 <0.002 － － － 0.02mg/L 以下 

ベンゼン <0.001 <0.001 <0.001 － － － 0.01mg/L 以下 

セレン <0.002 <0.002 <0.002 － － － 0.01mg/L 以下 

亜硝酸性窒素 <0.005 <0.005 <0.005 － <0.005 <0.005 － 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 7.0 0.026 13 － 8.8 10 10mg/L 以下 

ふっ素 <0.08 0.14 <0.08 － － 0.8mg/L 以下 

ほう素 <0.02 0.04 <0.02 － － － 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン <0.005 <0.005 <0.005 － － － 0.05mg/L 以下 

注:表中の網掛けは環境基準を超えた測定結果である。 

出典:「平成 27年度公共用水域及び地下水の水質測定結果」(平成 28年 12 月 28 日、埼玉県環境部水環境課 HP) 
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(5)地下水の水位 

事業実施区域及びその周辺における地下水位の観測所としては、大宮観測所、浦和東観測所、

岩槻観測所の3箇所があげられる。 

各観測所における地下水位の推移は、図3.2-12に示すとおりであり、調査年により細かな変

動がみられるものの、総じて上昇傾向を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:「平成28年度地下水位変動図」(平成29年8月4日更新、さいたま市環境局環境共生部環境対策課HP) 

 

図3.2-12 地下水位の状況 
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3)土壌及び地盤の状況 

(1)土壌の状況 

事業実施区域及びその周辺の土壌の状況は図3.2-13に示すとおりである。 

事業実施区域の土壌は、多湿黒ボク土壌及び低位泥炭土壌で占められており、周辺にはこの

他に黒ボクグライ土壌、黒ボク土壌、厚層黒ボク土壌などが分布している。 

また、平成25年に事業実施区域から南東1km程の大宮区北袋町1-297周辺が「土壌汚染対策法」

(平成14年5月、法律第53号)に基づく形質変更時要届出区域に指定されている。 

「農用地の土壌汚染防止等に関する法律」(昭和45年12月、法律第139号)に基づく農用地土壌

汚染対策地域は事業実施区域及びその周辺には位置していない。 

 

(2)地盤の状況 

事業実施区域及びその周辺においては、図3.2-14に示す1地点において地盤の精密水準測量調

査が行われており、調査結果は表3.2-27に示すとおりである。各年別変動量は、平成23年を除

き、+4.1mmから-5.2mmの範囲で推移している。 

 

表3.2-27 精密水準測量調査結果 

番号 所在地 

各年別変動量(mm) 過去 5年間

の変動量

(mm) 

調査開始か

らの変動量

(mm) 
平成 24年 平成 25年 平成 26年 平成 27年 平成 28年

① 大宮区下町 1-21 -3 -2 -4.0 4.1 -5.2 -10.4 -474.9

注:表中の番号は、図 3.2-14 の番号に対応する。 

出典:「平成 28年度 水準測量成果表」(平成 30年 2月 7日更新、埼玉県環境部水環境課 HP) 
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図3.1-21 土壌図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：「埼玉県地理環境情報 WebGIS」(埼玉県) 

図 3.2-13 
土壌図 
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図3.1-22 地盤沈下測定地点位置図 

 

 

  

図 3.2-14 
地盤沈下測定地点 

出典：「平成 28 年度 水準測量成果表」(平成 30 年 2 月 7 日更新、埼玉県環境部水環境課 HP) 
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4)地形及び地質 

(1)地形の状況 

事業実施区域及びその周辺の地形区分は図3.2-15に示すとおりである。 

事業実施区域及びその周辺の地形は、芝川に沿って谷底平野となっており、その周囲は火山

灰台地となっている。 

事業実施区域は、谷底平野に位置しており、起伏がほとんどみられない。 

 

(2)地質の状況 

事業実施区域及びその周辺の地質区分は図3.2-16に示すとおりである。 

事業実施区域及びその周辺の地質は、芝川に沿って沖積世となっており、その周囲は洪積世

となっている。 

事業実施区域は沖積世に位置しており、砂、シルト、粘土、礫、泥などが堆積している。 

 

(3)重要な地形及び地質の状況 

事業実施区域及びその周辺の重要な地形は図3.2-17に示すとおりである。 

事業実施区域及びその周辺に「文化財保護法」(昭和25年法律第214号)や条例で指定された地

形・地質に関わる天然記念物はないが、表3.2-28に示す「日本の地形レッドデータブック第1

集」(平成12年、小泉武栄,青木賢人)・「日本の地形レッドデータブック第2集」(平成14年、小

泉武栄,青木賢人)に掲載された重要な地形として、見沼田圃が分布する。 

なお、事業実施区域及びその周辺には重要な地質は分布していない。 

 

表3.2-28 重要な地形 

地形区分 名称 
重要な地形 

選定基準 ランク 

河川のつくる地形 見沼田圃 ④ C 

－ 1 件 1 件 1 件 

注 1:重要な地形の選定基準とランクは以下に示すとおりである。 

選定基準 

①:日本の地形を代表する典型的かつ希少、貴重な地形。 

②:①に準じ、地形学の教育上重要な地形もしくは地形学の研究の進展に伴って新たに注目したほう

が良いと考えられる地形。 

③:多数存在するが、なかでも典型的な形態を示し、保存することが望ましい地形。 

④:動物や植物の生育地として重要な地形。 

ランク 

D:重要な地形でありながら、すでに破壊され、現存しない地形。 

C:現在著しく破壊されつつある地形、また、大規模開発計画などで破壊が危惧される地形。このラン

クに属する地形は現状のままでは消滅すると考えられるので、最も緊急な保全が要求される。 

B:現時点で低強度の破壊を受けている地形。今後、破壊が継続されれば、消滅が危惧される。 

A:現在の保存状況がよく、今後もその継続が求められる地形。 

出典:「日本の地形レッドデータブック第 1集」(平成 12年、小泉武栄,青木賢人) 

「日本の地形レッドデータブック第 2集」(平成 14年、小泉武栄,青木賢人) 
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図3.1-23  地形分類図 

  

出典：「埼玉県地理環境情報 WebGIS」(埼玉県) 

図 3.2-15 
地形分類図 
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図3.1-24  表層地質図 

 

  

出典：「埼玉県地理環境情報 WebGIS」(埼玉県) 

図 3.2-16 
表層地質図 



3-47 

 

重要な地形位置図 

 

 

 

 

 

  

図 3.2-17 
重要な地形位置図 

出典：「見沼たんぼ見どころガイド 2017」 
(平成 29 年 3 月､さいたま市都市局都市計画部みどり推進課見沼田圃政策推進室)
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5)動物の生息・種類、植物の生育、植生、緑の量及び生態系の状況 

(1)植物 

a)植生及び緑の量 

自然環境保全基礎調査植生調査による植生図を図3.2-18に示す。 

事業実施区域は北から南方向に流れる芝川に沿った標高5m程度の低地に位置している。 

事業実施区域内の植生は、畑雑草群落、水田雑草群落、放棄畑雑草群落が混在している。事

業実施区域周辺の植生は、北側は主に市街地と放棄水田雑草群落であり、その他に畑雑草群落、

水田雑草群落、放棄畑雑草群落、緑の多い住宅地、ゴルフ場・芝地などの人為的影響を受けた

植生となっている。樹林はほとんどなく、事業実施区域東側及び北西側にクヌギ－コナラ群落

が点在するのみとなっている。 

また、このような植生分布状況から、事業実施区域内の緑の量は周辺よりも多い状況となっ

ている。 

 

b)植物相 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では146科811種の植物種が確認されている。このうち、表3.2-29に

示す40種が重要な植物に該当する。 
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図3.1-25 現存植生図 

  

出典：「自然環境調査 Web-GIS」(環境省自然環境局生物多様性センターHP) 

図 3.2-18 
現存植生図 
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表3.2-29 重要な植物一覧 

科名 種名 
重要な植物の選定基準 

出典資料 
国 RL 県 RDB 

ウキゴケ イチョウウキゴケ NT VU ① 

イワヒバ カタヒバ  NT ① 

ミズニラ ミズニラ NT VU ① 

トクサ イヌスギナ  NT ①③④ 

ミズワラビ ヒメミズワラビ   NT ①② 

サンショウモ サンショウモ VU EN ① 

ブナ アカガシ  NT ① 

ヤドリギ マツグミ  EN ① 

タデ シロバナサクラタデ  NT ① 

ドクダミ ハンゲショウ  VU ① 

アブラナ コイヌガラシ NT NT ① 

ユキノシタ タコノアシ NT VU ①④ 

トウダイグサ ノウルシ NT VU ①④ 

ジンチョウゲ オニシバリ  EN ① 

ミソハギ ミズマツバ VU VU ① 

アカバナ ウスゲチョウジタデ NT VU ①② 

シソ ミゾコウジュ NT NT ①④ 

ゴマノハグサ キクモ  NT ① 

 カワヂシャ NT VU ①②③④ 

ハマウツボ ナンバンギセル  VU ① 

スイカズラ ゴマギ  NT ① 

キク タウコギ  NT ①③ 

オモダカ ウリカワ  NT ① 

ヒルムシロ エビモ  NT ① 

ユリ ワニグチソウ  NT ① 

 ホトトギス  VU ① 

アヤメ ノハナショウブ  VU ① 

ホシクサ ヒロハイヌノヒゲ  VU ① 

イネ セイタカヨシ  VU ① 

サトイモ ウラシマソウ  NT ① 

ミクリ ミクリ NT NT ① 

カヤツリグサ カンエンガヤツリ VU VU ① 

 マツカサススキ  NT ① 

ラン シラン NT EN ① 

 ギンラン  VU ① 

 エビネ NT EN ① 

 キンラン VU EN ① 

 サイハイラン  NT ① 

 シュンラン  NT ① 

 クマガイソウ VU CR ① 

31 科 40 種 16 種 40 種 － 

注 1：重要な植物の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 植物Ⅰ(維管束植物)、 

植物Ⅱ(蘚苔類、藻類、地衣類、菌類」(平成 29年 3月、環境省) 

VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT：準絶滅危惧 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2011 植物編」(平成 24年 3月、埼玉県) 

CR：絶滅危惧ⅠA類  EN：絶滅危惧ⅠB類  VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT：準絶滅危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社)
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(2)動物 

a)哺乳類 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では7科10種の哺乳類が確認されている。このうち、表3.2-30に示す

5種が重要な哺乳類に該当する。 

 

表3.2-30 重要な哺乳類一覧 

目名 科名 種名 
重要な哺乳類の選定基準 

出典資料 
国 RL 県 RDB 

ネコ イヌ  タヌキ  RT ①②③④ 

  キツネ  RT ④ 

イタチ イタチ  RT ①②③④ 

ネズミ ネズミ アカネズミ  RT ①④ 

  カヤネズミ  NT1,2 ①② 

2目 3科 5 種 0 種 5 種 － 

注 1：重要な哺乳類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 哺乳類」(平成 29年 3月、環境省) 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

NT1,NT2：準絶滅危惧  RT：地帯別危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社)
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b)鳥類 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では36科93種の鳥類が確認されている。このうち、表3.2-31に示す

31種が重要な鳥類に該当する。 
 

表3.2-31重要な鳥類一覧 

目名 科名 種名 

重要な鳥類の選定基準 

出典資料 
国 RL 

県 RDB 

繁殖鳥 越冬鳥 

ペリカン サギ ヨシゴイ NT VU   ① 

    アオサギ   DD   ①③④ 

    チュウサギ NT VU   ①④ 

ツル クイナ クイナ     VU ①④ 

    バン   NT2   ①③④ 

    オオバン   CR   ①③④ 

チドリ チドリ  イカルチドリ   NT1   ① 

  セイタカシギ セイタカシギ VU     ① 

    イソシギ   NT2   ①④ 

  カモメ コアジサシ VU EN   ①③ 

タカ タカ チュウヒ EN   EN ① 

   ツミ   NT2   ① 

   ハイタカ NT DD NT2 ① 

   オオタカ NT VU VU ①②④ 

   ノスリ   NT2 NT2 ① 

フクロウ フクロウ アオバズク   RT   ① 

    トラフズク     EN ① 

ブッポウソウ カワセミ カワセミ   LP   ①③④ 

ハヤブサ ハヤブサ チョウゲンボウ   NT2   ④ 

    ハヤブサ VU   VU ① 

スズメ シジュウカラ ヤマガラ   RT   ① 

    ヒガラ   RT   ① 

  ツバメ コシアカツバメ   VU   ① 

  ウグイス ウグイス   RT   ①④ 

  エナガ エナガ   RT   ① 

  ムクドリ コムクドリ   DD   ④ 

  ヒタキ トラツグミ   RT   ① 

   ルリビタキ     RT ① 

    ベニマシコ     RT ① 

  ホオジロ ホオジロ   RT   ①②③④ 

    アオジ   NT1   ①④ 

8目 16 科 31 種 8 種 24 種 9 種 － 

注 1：重要な鳥類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 鳥類」(平成 29年 3月、環境省) 

EN：絶滅危惧ⅠB類  VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT：準絶滅危惧 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

CR：絶滅危惧ⅠA類  EN：絶滅危惧ⅠB類  VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT1,NT2：準絶滅危惧 

DD：情報不足  LP：絶滅のおそれのある地域個体群  RT：地帯別危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社)  
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c)両生類・爬虫類 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では5科7種の両生類、7科10種の爬虫類が確認されている。このうち、

表3.2-32に示す3種が重要な両生類、表3.2-33に示す7種が重要な爬虫類に該当する。 

 

表3.2-32 重要な両生類一覧 

目名 科名 種名 
重要な両生類の選定基準 

出典資料
国 RL 県 RDB 

カエル アカガエル ニホンアカガエル RT ①② 

トウキョウダルマガエル NT NT2 ①②③④

アオガエル シュレーゲルアオガエル RT ① 

1 目 2 科 3 種 1 種 3 種 － 

注 1：重要な両生類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 両生類」(平成 29年 3月、環境省) 

NT：準絶滅危惧 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

NT2：準絶滅危惧  RT：地帯別危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 

 

表3.2-33 重要な爬虫類一覧 

目名 科名 種名 

重要な爬虫類の選定基準 

出典資料 
国 RL 県 RDB 

カメ イシガメ クサガメ  NT2 ① 

  ニホンイシガメ NT VU ① 

 スッポン ニホンスッポン DD NT1,2 ① 

トカゲ ヤモリ ニホンヤモリ  NT1,2 ①④ 

 トカゲ ヒガシニホントカゲ  RT ① 

 ヘビ アオダイショウ  NT2 ①②③④ 

  ヒバカリ  VU ① 

2 目 5 科 7 種 2 種 7 種 － 

注 1：重要な爬虫類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 爬虫類」(平成 29年 3月、環境省) 

NT：準絶滅危惧  DD：情報不足 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT1,NT2：準絶滅危惧  RT：地帯別危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 
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d)昆虫類 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では209科905種の昆虫類が確認されている。このうち、表3.2-34に

示す23種が重要な昆虫類に該当する。 

 

表3.2-34 重要な昆虫類一覧 

目名 科名 種名 
重要な昆虫類の選定基準 

出典資料 
国 RL 県 RDB 

トンボ サナエトンボ キイロサナエ NT NT1 ① 

 ヤンマ マルタンヤンマ   NT2 ① 

 トンボ ヨツボシトンボ   NT2 ① 

バッタ コオロギ クマコオロギ   LP ① 

 バッタ ショウリョウバッタモドキ   NT2 ① 

ハサミムシ クギヌキハサミムシ クギヌキハサミムシ   NT2 ① 

コウチュウ ガムシ ガムシ NT CR ① 

  コガムシ DD   ① 

 ホタル ゲンジボタル   VU ① 

  ヘイケボタル   NT1 ① 

 テントウムシ ムモンチャイロテントウ   NT2 ① 

 カミキリムシ ベニバハナカミキリ   NT2 ① 

ハチ セイボウ オオセイボウ DD   ① 

 ツチバチ オオハラナガツチバチ   VU ① 

 スズメバチ ヤマトアシナガバチ DD EN ① 

チョウ セセリチョウ ギンイチモンジセセリ NT NT2 ②④ 

 シジミチョウ ウラナミアカシジミ   VU ① 

  ミドリシジミ   NT1 ① 

  ヤマトシジミ NT   ①③④ 

 ウラギンシジミチョウ ウラギンシジミ  NT2 ①③④ 

 タテハチョウ コムラサキ   NT1 ①② 

  アサマイチモンジ  NT2 ④ 

 ヤガ キシタアツバ NT   ① 

6 目 18 科 23 種 8 種 19 種 － 

注 1：重要な昆虫類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 昆虫類」(平成 29年 3月、環境省) 

NT：準絶滅危惧  DD：情報不足 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

CR：絶滅危惧ⅠA類  EN：絶滅危惧ⅠB類  VU：絶滅危惧Ⅱ類、 

NT1,NT2：準絶滅危惧  LP：絶滅のおそれのある地域個体群 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 
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e)水生生物 

事業実施区域周辺では、見沼田圃エリア全域の動植物の生息・生育環境等を把握するため「さ

いたま市見沼田圃自然環境調査」、事業実施区域及びその周辺地域での希少生物の生息を把握

するため「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」、「合併記念見沼公園生物モニタリ

ング調査業務」、「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査」が実施されており、調査の結果、

事業実施区域及びその周辺では11科30種の魚類、8科10種の甲殻類、6科9種の貝類が確認されて

いる。このうち、表3.2-35に示す6種が重要な魚類、表3.2-36に示す3種が重要な甲殻類、表3.2-37

に示す4種が重要な貝類に該当する。 

 

表3.2-35 重要な魚類一覧 

目名 科名 種名 
重要な魚類の選定基準 

出典資料
国 RL 県 RDB 

ウナギ ウナギ ニホンウナギ EN   ① 

コイ ドジョウ ドジョウ DD   ①②③④

ナマズ ギギ ギバチ VU VU ① 

ダツ メダカ ミナミメダカ VU VU ① 

スズキ ハゼ ウキゴリ   DD ①② 

  ジュズカケハゼ注3 (EN) (NT2) ①② 

5目 5 科 6 種 5 種 4 種 － 

注 1：重要な魚類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 魚類」(平成 29年 3月、環境省) 

EN：絶滅危惧ⅠB類  VU：絶滅危惧Ⅱ類  DD：情報不足 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT2：準絶滅危惧  DD：情報不足 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 

注 3：「ジュズカケハゼ」は、「ジュズカケハゼ関東固有種」、「ジュズカケハゼ関東型」と考えられ、これら

の該当状況を記載した。 

 

表3.2-36 重要な甲殻類一覧 

目名 科名 種名 
重要な甲殻類の選定基準 

出典資料
国 RL 県 RDB 

エビ テナガエビ テナガエビ RT ①② 

  スジエビ  RT ①④ 

 イワガニ モクズガニ  NT2 ①② 

1目 2 科 3 種 0 種 3 種 － 

注 1：重要な甲殻類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について その他無脊椎動物」(平成 29年 3月、環境省) 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

NT2：準絶滅危惧  RT：地帯別危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 
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表3.2-37 重要な貝類一覧 

目名 科名 種名 
重要な貝類の選定基準 

出典資料
国 RL 県 RDB 

ニナ タニシ マルタニシ VU NT2 ①② 

モノアラガイ モノアラガイ コシダカヒメモノアラガイ DD  ② 

 オカモノアラガイ ナガオカモノアラガイ NT VU ② 

マルスダレガイ シジミ シジミ属注3 (VU)  ①② 

3目 4 科 4 種 4 種 2 種 － 

注 1：重要な貝類の選定基準とカテゴリーは以下に示すとおりである。 

国 RL：「環境省レッドリスト 2017 の公表について 貝類」(平成 29年 3月、環境省) 

VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT：準絶滅危惧  DD：情報不足 

県 RDB：「埼玉県レッドデータブック 2008 動物編」(平成 20年 3月、埼玉県) 

VU：絶滅危惧Ⅱ類  NT2：準絶滅危惧 

注 2：出典資料は以下のとおり。これらの資料にて、現地で確認された種を整理した。 

   ①：「さいたま市見沼田圃自然環境調査業務報告書」(平成 22年、さいたま市みどり推進課) 

   ②：「(仮称)セントラルパーク整備地区動植物調査」(平成 16年、さいたま市公園みどり課) 

   ③：「合併記念見沼公園生物モニタリング調査業務委託報告書」(平成 20年、さいたま市) 

   ④：「見沼たんぼ首都高ビオトープ生物調査結果(平成 28年度)」(平成 29年、首都高速道路株式会社) 

注 3：「シジミ属」は、「マシジミ」、もしくは「タイワンシジミ」と考えられる。ここでは「マシジミ」にお

ける該当状況を記載した。 
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6)景観、自然とのふれあいの場の状況 

(1)景観 

a)地域景観状況 

事業実施区域及びその周辺の地形は概ね平坦であり、事業実施区域の東側には芝川が、西側

には見沼代用水西縁が流れ、事業実施区域の南側には首都高速さいたま新都心線が走っている。

事業実施区域北側には合併記念見沼公園があり、全域が見沼田圃エリアに含まれている。 

土地利用状況は主に水田等の農地、戸建ての住宅地が主体である。また、事業実施区域の北

にはさいたま市立芝川小学校、南にはさいたま市大宮南部浄化センターが立地している。 

事業実施区域及びその周辺における主な景観構成要素は、草地、戸建て住宅地、学校等とな

っており、自然的景観及び人工的な景観が混在している。 

なお、事業実施区域及びその周辺には、埼玉県内の自然景観資源の現況調査結果をとりまと

めた「第3回自然環境保全基礎調査 埼玉県自然環境情報図(平成元年、環境庁)」で指定されて

いる自然景観資源は分布していない。 

 

b)主要な眺望点 

事業実施区域及びその周辺の地形は概ね平坦であり、事業実施区域の北側及び南東側は、低

地となっていることから視界は大きく開けている。北側には合併記念見沼公園及び芝川小学校

が隣接しており、これらからは事業実施区域を眺望することができる。 

また、1.5km以上の遠景域については、市街地の住宅等に遮られて事業実施区域を眺望するこ

とは困難となる。 

これらのことから、主要な眺望地点としては、事業実施区域周辺1.5km以内の近景、中景域に

おける学校、公園等が挙げられる。 

 

(2)自然とのふれあいの場 

「見沼たんぼ見どころガイド2017」(平成29年、さいたま市都市局都市計画部みどり推進課見

沼田圃政策推進室)によると、事業実施区域周辺の自然とのふれあいの場としては、表3.2-38、

図3.2-19に示すように、事業実施区域は見沼田圃エリア内に位置し、北側に隣接している合併

記念見沼公園、見沼代用水に沿って桜並木が整備されているほか、散歩みちのルートとして「田

園風景と新都心の眺め」があり、桜並木は事業実施区域の西側、散歩道は南東側を通るルート

となっている。 
 

表3.2-38 事業実施区域及びその周辺の自然とのふれあいの場 

自然とのふれあいの場の名称 

見沼田圃エリア 

桜並木 

散歩みち｢田園風景と新都市の眺め｣ 

みぬま見聞館自然庭園 

都市計画公園 

① 合併記念見沼公園 ⑥ さいたま新都心公園 

② 大宮公園 ⑦ 北袋公園 

③ 天沼緑地 ⑧ 海老沼南公園 

④ 芝川公園 ⑨ 海老沼中央公園 

⑤ 山丸公園 ⑩ 鎌倉公園 
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図3.1-27 自然との触れあい活動の場 

  

図 3.2-19 
自然とのふれあいの場 

出典：「見沼たんぼ見どころガイド 2017」 
(平成 29 年 3 月､さいたま市都市局都市計画部みどり推進課見沼田圃政策推進室)

「さいたま市地図情報」(平成 28 年 12 月作成時点、さいたま市 HP) 
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7)文化財その他の生活環境の状況 

(1)史跡・文化財 

事業実施区域から約1.5kmの範囲に存在する指定・登録文化財は表3.2-39及び図3.2-20に示す

とおりである。 

また、事業実施区域内及び周辺の埋蔵文化財包蔵地は図3.2-21に示すとおりである。事業実

施区域内には既知の埋蔵文化財包蔵地はない。 

 

(2)廃棄物 

a)一般廃棄物 

さいたま市におけるごみ処理量等(一般廃棄物)の経年変化は、表3.2-40に示すとおりである。 

平成24年度から28年度にかけて、総排出量は横ばい傾向であるが、平成26年度以降、有効利

用量がやや増加傾向、最終処分量がやや減少傾向となっている。 

 

表3.2-40 さいたま市のごみ処理量(一般廃棄物)の経年変化 

(単位：t)

項目 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度

総排出量 429,489.08 429,676.80 426,912.58 423,694.12 415,997.18

焼却量 356,302.46 356,147.57 362,173.76 369,176.24 368,360.04

破砕量 24,421.90 26,127.18 24,521.76 21,906.99 20,813.33

溶融処理量 8,801.43 9,773.45 8,206.15 7,931.38 6,975.79

総資源化量 75,884.97 76,221.36 74,292.08 69,982.85 66,617.23

有効利用量 20,655.67 20,348.78 22,061.64 32,538.61 33,146.27

再生利用量 96,540.64 96,570.14 96,353.72 102,521.46 99,763.50

最終処分量 30,143.97 29,899.30 25,984.32 15,473.71 15,113.24

注：各年度 10月 1日現在の数値。 

出典：「処理及び資源化実績(年度別)」(平成 30年 3月 5日更新、さいたま市環境局資源循環推進部資源循環政策課 HP)

 

b)産業廃棄物 

さいたま市における産業廃棄物の排出量等の経年変化は、表3.2-41に示すとおりである。 

総排出量は平成20年度と平成25年度を比較するとやや増加傾向にある。 

 

表3.2-41 さいたま市の産業廃棄物の排出量等の経年変化 

(単位：千t)

項目 
平成20年度 平成25年度 

建設業 製造業
電気・
水道業

その他 合計 建設業 製造業
電気・ 
水道業 

その他 合計

総排出量 547 130 737 24 1,438 596 164 763 43 1,566

再生利用量 441 63 6 23 533

減量化量 143 95 757 16 1,011

最終処分量 12 6 0 4 22

出典：「平成26年度さいたま市産業廃棄物処理指導計画実態調査報告書(平成25年度実績)」 

(平成27年、さいたま市環境局資源循環推進部)

「さいたま市産業廃棄物処理指導計画～循環型都市さいたまポリシー～」 

(平成28年、さいたま市環境局資源循環推進部産業廃棄物指導課)

  



3-60 

表3.2-39 事業実施区域から約1.5kmの範囲の指定・登録文化財一覧 

番号 指定 種別 種類 指定名称等 現所在地 

① 
県指定 

文化財 

民俗文化財 
有形民俗文

化財 
中本家神楽師用具 

さいたま市立博物館 

(大宮区高鼻町2-1-2)

有形文化財 考古資料 
灰紬蔵骨器  八王子出土  

付 須恵器蓋 
さいたま市立博物館 

有形文化財 考古資料 
亀形土製品及び伴出遺物  東北原遺跡第二

号住居跡出土 
さいたま市立博物館 

有形文化財 彫刻 木造地蔵菩薩坐像 さいたま市立博物館 

② 

市指定 

文化財 

記念物 天然記念物 氷川参道の並木 大宮区吉敷町～高鼻町 

① 

有形文化財 絵画 高木地蔵堂紙本着色十王地獄図 さいたま市立博物館 

有形文化財 絵画 林光寺絹本着色真言八祖画像 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 井上家所蔵文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 岡田家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 岩井家所蔵文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 小島家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 浅子家所蔵大和田村文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 大島家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 都築家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 島村家所蔵大和田村文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 島村家所蔵大和田村文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 東角井家所蔵文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 片岡家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 古文書 北津家文書 さいたま市立博物館 

有形文化財 工芸品 三味線  古近江作 さいたま市立博物館 

有形文化財 工芸品 宝来神明社銅鏡 さいたま市立博物館 

有形文化財 考古資料 

稲荷原遺跡出土縄文時代早期土器及び石器 

撚糸文系土器86点 沈線文系土器33点 

押型文系土器22点(うち1点無文土器) 

石鉱9点 剥片石器9点 

さいたま市立博物館 

有形文化財 考古資料 線刻画付人物埴輪 -伝東宮下出土- さいたま市立博物館 

有形文化財 考古資料 
大久保領家遺跡出土常滑焼大葦 附ガラス小

玉4点 
さいたま市立博物館 

有形文化財 彫刻 観音堂円空作観音像他一綜 さいたま市立博物館 

有形文化財 彫刻 観音堂円空作龍頭観音像他三綜 さいたま市立博物館 

有形文化財 彫刻 地蔵院円空作不動明王像 さいたま市立博物館 

有形文化財 歴史資料 岩槻城井侍屋敷城下町迄総絵図 さいたま市立博物館 

③ 
記念物 天然記念物 大日堂のシイノキ 大宮区天沼町1-385 

有形文化財 考古資料 大日堂板石塔婆 大宮区天沼町1-387 

④ 記念物 天然記念物 景元寺のシイノキ 大宮区北袋町2-379 

－ 記念物 天然記念物 御蔵のイカリソウ 見沼区大字御蔵 

－ 記念物 天然記念物 御蔵のクマガイソウ 見沼区大字御蔵 

⑤ 有形文化財 建造物 中山神社旧社殿 見沼区大字中川143 

⑥ 
記念物 天然記念物 国蔵院のシダレザクラ 見沼区大字中川540 

記念物 天然記念物 国蔵院の大イチョウ 見沼区大字中川540 

－ 記念物 天然記念物 南中丸のアカガシ 見沼区大字南中丸 

⑦ 記念物 史跡 旗本青木高頼一族の墓及び宝屋印塔 見沼区大字南中野451

－ 記念物 天然記念物 大和田のムクノキ 見沼区大和田町1丁目

注1：平成29年11月1日現在の情報。 

注2：表中の番号は図3.2-21に対応する。 

注3：番号が「－」は、個人所有であり、詳細な現所在地が公表されていない。 

出典：「さいたま市の文化財一覧」(平成29年11月1日現在、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部文化財保護課HP) 
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図3.1-28 指定・登録文化財位置図 

  

図 3.2-20 
指定・登録文化財位置図 

出典：「さいたま市の文化財一覧」(平成 29年 11 月 1 日現在、 
さいたま市教育委員会事務局生涯学習部文化財保護課 HP)
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図3.1-29 埋蔵文化財包蔵地位置図 

 

  

出典：「さいたま市地図情報 さいたま市遺跡地図」(平成 23 年 9 月 10 日作成時点、さいたま市 HP)

図 3.2-21 
埋蔵文化財包蔵地位置図 
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(3)温室効果ガス 

さいたま市では「地球温暖化対策の推進に関する法律(温対法)」に基づき、本市の自然的・

社会的条件に応じた、温室効果ガスの排出の抑制等を総合的かつ計画的に進めるため、平成25

年3月に「さいたま市地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」を策定し、中期(～2020年度)及び

長期(～2050年度)の温室効果ガス削減目標を設定している。 

削減目標はそれぞれ2009年度(基準年度)比において、中期は市民一人当たり23％削減(△

0.9t-CO2)、長期は温室効果ガス総排出量80％削減となっている。 

さいたま市における温室効果ガスの排出量の状況は、表3.2-42に示すとおりである。平成26

年度の温室効果ガス総排出量は、536.9万t-CO2であり、基準年度(平成21年度)に比べ、7.7％の

増加となっている。経年変化の傾向についてみると、基準年の平成21年度から平成25年度まで

は増加傾向にあり、平成26年度には減少に転じている。 

平成26年度の温室効果ガス排出量を部門別にみると、図3.2-22に示すように、民生部門家庭

系(28.1％)が最大で、次いで民生部門業務系(26.6％)、運輸部門(22.0％)の順となっている。 

 

表3.2-42 さいたま市における温室効果ガス排出量の推移及び伸び率 

ガス種別・部門別・ 

エネルギー種別 

温室効果ガス排出量［万 t-C02］ 平成26年度の増減率

基準年度

(平成 21

年度) 

平成 22

年度 

平成 23

年度 

平成 24

年度 

平成 25

年度 

平成 26

年度 

基準 

年度比 

平成 25

年度比 

エネルギー起源 C02 472.0 473.1 506.2 533.1 541.4 509.9 + 8.0% - 5.8% 

 

産業部門 89.6 91.5 99.6 107.5 107.5 98.2 + 9.7% - 8.6% 

民生部門 267.2 266.6 290.9 309.2 316.6 293.5 + 9.9% - 7.3% 

 
業務系 138.0 132.5 144.1 146.9 156.5 142.7 + 3.4% - 8.8% 

家庭系 129.2 134.1 146.8 162.2 160.1 150.8 + 16.8% - 5.8% 

運輸部門 115.2 115.0 115.7 116.4 117.3 118.2 + 2.5% + 0.7% 

エネルギー転換部門 - - - - - - - - 

非エネルギー起源

C02,CH4,N20 
24.0 23.9 24.1 23.9 24.3 24.3 + 1.0% 0.0% 

 

C02(廃棄物部門) 19.5 19.8 20.0 19.9 20.4 20.4 + 4.6% + 0.3% 

CH4 1.2 1.7 1.7 1.6 1.6 1.5 + 21.8% - 5.0% 

N20 3.3 2.4 2.4 2.4 2.3 2.3 - 28.2% 0.0% 

代替フロン 2.6 2.6 2.6 2.7 2.6 2.7 + 5.0% + 2.7% 

 

HFC 1.9 2.0 2.0 2.1 2.1 2.2 + 14.9% + 5.7% 

PFC - - - - - - - - 

SF6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 - 25.0% - 9.4% 

温室効果ガス総排出量 498.6 499.5 533.0 559.7 568.3 536.9 + 7.7% - 5.5% 

人口 1,223,740 1,232,668 1,239,282 1,244,884 1,253,582 1,260,879 + 3.0% + 0.6% 

1 人あたり温室効果ガス排

出量［t-C02／人］ 
4.07 4.05 4.30 4.50 4.53 4.26 + 4.5% - 6.1% 

世帯数 520,417 528,213 534,216 535,234 543,186 551,170 + 5.9% + 1.5% 

1 世帯あたり温室効果ガス

排出量［t-C02／世帯］
9.58 9.46 9.98 10.46 10.46 9.74 + 1.7% - 6.9% 

出典：「さいたま市における温室効果ガス排出量推計(平成 26年度排出量推計)報告書」 

(平成 29年 3月、さいたま市環境局環境共生部地球温暖化対策課)
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出典：「さいたま市における温室効果ガス排出量推計(平成26年度排出量推計)報告書」 

(平成29年3月、さいたま市環境局環境共生部地球温暖化対策課) 

 

図3.2-22 さいたま市における部門別温室効果ガス構成比(平成26年度) 

 

 

 

  

18.3%

26.6%

28.1%

22.0%

3.8%
0.3% 0.4% 0.4%

0.0% 0.1%

産業部門

民生部門業務系

民生部門家庭系

運輸部門

非エネルギー起源 C02

非エネルギー起源 CH4

非エネルギー起源 N20

代替フロンHFC

代替フロンPFC

代替フロンSF6



4-1 

第 4 章 環境に影響を及ぼす地域 

 

4.1 環境に影響を及ぼす地域の基準 

本事業に係る環境に影響を及ぼす地域は、「さいたま市環境影響評価条例施行規則」別表

第 2 に基づき、「対象事業が実施される区域の周囲 1.5 キロメートル以内の地域」を基準と

して設定するものとする。 

 

4.2 関係地域 

本事業の住所は、さいたま市大宮区天沼町 2 丁目である。 

前項の基準に基づき設定した、本事業に係る環境に影響を及ぼす地域は、図 4.2-1 に示す

とおりであり、以下のさいたま市内の 5 区域の一部が含まれる。 

 

・さいたま市大宮区 

・さいたま市見沼区 

・さいたま市浦和区 

・さいたま市中央区 

・さいたま市緑区 
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図 4.2-1  

環境に影響を及ぼす地域 
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第5章 調査計画書について環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

 

「さいたま市環境影響評価条例」(平成 15 年 3 月、条例第 32 号)第 9 条の規定に基づき、

「(仮称)セントラルパーク整備事業環境影響評価調査計画書」の縦覧を行った。 

調査計画書の縦覧の概要は以下のとおりである。 

 

縦覧期間：平成 29 年 3 月 10 日(金)～平成 29 年 4 月 10 日(月) 

縦覧場所：1．さいたま市環境局環境共生部環境対策課 

     2．さいたま市都市局都市計画部都市公園課 

     3．各区役所情報公開コーナー 

     4．各さいたま市立図書館 

     5．大宮南公民館、大宮中部公民館、大宮東公民館 

 

「さいたま市環境影響評価条例」第 10 条第 1 項の規定に基づき、事業者において、平成

29 年 4 月 10 日(金)から縦覧期間満了の日から 2 週間を経過する平成 29 年 4 月 24 日(月)ま

で、環境保全の見地からの意見を受け付けた。 

結果として、期間中に環境の保全の見地からの意見の提出はなかった。 
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第 6 章 調査計画書についての市長の意見 

 

「(仮称)セントラルパーク整備事業環境影響評価調査計画書」について、「さいたま市環境

影響評価条例」第 11 条第 1 項の規定に基づき、さいたま市長から提出された意見は、以下の

とおりである。 

 

意  見  書 
 

さいたま市環境影響評価条例第１１条第１項の規定により（仮称）セントラルパーク整備

事業環境影響評価調査計画書について、下記のとおり意見を述べます。 

 

記 

（仮称）セントラルパーク整備事業環境影響評価準備書（以下「準備書」という。）につ

いては、次の事項を勘案して作成すること。 

 

１ 総括事項 

  準備書は、さいたま市環境影響評価技術指針及び同手引に従って作成すること。 

   難解な表現を避け、専門用語には注釈を加えるなど、準備書が一般に分かりやすい図

書となるよう配慮すること。 

注）ページナンバーは、（仮称）セントラルパーク整備事業環境影響評価調査計画書（以

下「計画書」という。）の該当箇所を示す。 

 

２ 対象事業の実施方法 

  建築設計計画（p.2-20,21） 

   計画書図 2.6-6 建築施設計画図におけるビジターセンター平面図と計画書図 2.6-5

植栽計画図におけるビジターセンターの方向が異なっているため、確認の上、準備書に

おいて修正すること。 

   ビオトープ内の生態系への配慮（p.2-23） 

合併記念見沼公園のビオトープと見沼の池(サンクチュアリ)を接続する工事を含め、

対象事業に係る土木工事の実施にあたっては、合併記念見沼公園のビオトープ内に定着

した生態系が維持されるよう配慮すること。 

 

３ 環境影響評価項目の選定（p.3-2） 

  土壌に係る有害項目 

事業計画地周辺には、過去に廃棄物が投棄された箇所もあることから、事業計画地

内についても廃棄物が埋設されている可能性を排除することはできないと考えられ

る。「造成計画」によると、切土量の合計（20,278  ）が盛土量の合計（12,986  ）

を上回ることから、造成工事から排出される残土は場外処分されることになり、もし、

埋設廃棄物があり、これに起因する汚染土壌が存在していた場合には、有害物質が外

部に拡散することが懸念される。このため、環境影響評価の項目に「土壌」を追加し、

「造成等の工事」による「土壌に係る有害項目」について、調査・予測・評価の対象

とすること。 
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  大気に係る有害物質 

汚染土壌が存在していた場合には、造成等の工事に伴う粉じんの発生により、有害物

質が事業計画地周辺に拡散するおそれがあるため、「造成等の工事」による「大気質に

係る有害物質」について、調査・予測・評価の対象とすること。 

  地下水の水質に係る有害項目 

公園内には見沼の池（サンクチュアリ）の建設が計画されており、汚染土壌が存在し

ていた場合には、当該汚染土壌により地下水が汚染され、汚染された地下水が池の水質

に影響を及ぼすおそれがある。このため、「造成等の工事」及び「敷地及び施設の存在」

による「地下水に係る有害項目」について、調査・予測・評価の対象とすること。 
 

４ 調査、予測及び評価の方法 

  大気質 

① 環境影響の合成 

建設機械の稼働と資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響が重なる時期が

想定される場合には、それらの環境影響を合成して予測し、これを指標値と比較する

ことにより評価すること。 

② 調査地点の設定（p.4-4） 

窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の一般環境調査地点は、事業計画地内の１地点（E1）

及び環境の保全についての配慮が特に必要な施設として事業計画地北側に隣接する

芝川小学校の１地点（E2）の２地点が設定されている。事後調査の際、風上と風下で

並行してデータを収集し、建設機械の稼働に伴う大気質への影響を的確に把握するた

めには、調査地点を事業計画地の周囲に少なくとも３地点、この場合は、芝川小学校

の他に２地点を設定する必要がある。追加する調査地点は、事業計画地周辺の住宅の

分布状況を踏まえ、当該住宅への影響を把握するために適当な地点を選定すること。

③ 評価の指標（p.4-6,7） 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に関する「評価の指標」として、環境基準を掲げて

おり、「長期平均濃度」と記載されている箇所があるが、環境基準の長期的評価方法

は、二酸化窒素にあっては日平均値の年間 98％値、浮遊粒子状物質にあっては日平

均値の２％除外値であるため、誤解が生じないよう、その旨正しく記載すること。 

④ 炭化水素（非メタン炭化水素）の予測及び評価（p.4-7） 

自動車交通の発生に伴う炭化水素の将来濃度に関する予測及び指標値（指針値）に

対する評価は、非メタン炭化水素の午前６時から午前９時までの３時間平均値の年平

均値だけでなく、３時間平均値の最高値又は年間 98％値若しくは２％除外値を予測

し、これを非メタン炭化水素の指標値(指針値)と比較することにより行うこと。 

⑤ 予測結果の図示 

ア 工事中の「建設機械の稼働」に伴って発生する大気汚染物質に係る予測地域内に

おける平面的な濃度分布の予測は、等濃度線図の作成により行うこと。 

イ 工事中の「資材運搬等の車両の走行」及び供用後の「自動車交通の発生」に伴っ

て発生する大気汚染物質に係る予測地域内における濃度分布の予測は、予測地点を

代表地点とし、道路端からの距離減衰図の作成により行うこと。 
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⑥ 「付加率」と「寄与率」 

    対象事業の実施に伴う影響濃度の比率を表す場合において、バックグラウンド濃度

等に対する比率を表すときは「付加率」を、将来予測濃度に対する比率を表すときは

「寄与率」を用いること。 

 

  騒音 

① 指標値及び調査期間・頻度（p.4-8,13） 

 「建設機械の稼働に伴う建設作業騒音」及び「資材運搬等の車両の走行に伴う道路

交通騒音」に係る予測・評価に関しては、昼間（６時～22 時）及び夜間（22 時～６

時）の環境基準値を指標値としているが、本対象事業が夜間に工事を実施しない計画

であれば、夜間の指標値を設定する必要はない。また、調査期間・頻度は、「一般環

境騒音」については平日の１日間、「道路交通騒音」については平日及び休日の各１

日間となっているが、工事の影響を予測・評価するための調査であれば、夜間の調査

は要しない。 

② 芝川小学校における予測地点 

一般環境調査地点のうち、事業計画地に隣接している芝川小学校での調査は、地上

1.2m での測定で差支えないが、予測地点としては、地表部分における遮蔽物による

減衰効果を考慮し、１階部分だけでなく、最上階の３階部分の教室を加え、学校環境

衛生基準と比較することにより、授業への支障の有無について適切に評価・検討する

こと。 

③ 環境基準の類型指定図 

騒音に係る環境基準の類型指定の状況は、最終的な評価に関わることになるので、

準備書には、その分布状況を地図上に示すこと。 

④ 予測結果の図示 

ア 工事中の「建設機械の稼働」に伴って発生する騒音に係る予測地域内における

平面的な予測は、コンター図の作成により行うこと。 

イ 工事中の「資材運搬等の車両の走行」及び供用後の「自動車交通の発生」に伴

って発生する騒音に係る予測地域内における予測は、予測地点を車両の走行経路

の代表地点とし、道路端からの距離減衰図の作成により行うこと。 

 

  振動 

   「指標値及び調査期間・頻度」及び「予測結果の図示」については、騒音と同じ。 

 

  水質 

① 見沼の池の水質 

見沼の池（サンクチュアリ）は、見沼代用水から導水し、芝川に排水する計画とな

っており、この池の水が長時間滞留した場合には、内部生産（※）により、その水質

が悪化することが考えられる。供用開始後の芝川の水質に係る予測及び評価にあたっ

ては、この池の水質の特性を踏まえて行うこと。 

※ 内部生産：湖沼等の閉鎖性水域において、植物プランクトンが増殖し、光合成に

より有機物が生産されることをいう。 
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② 評価指標値（p.4-26） 

「水質汚濁に係る環境基準」において、芝川はＤ類型に分類されていることから、

評価のための指標値としては、Ｄ類型の環境基準値（浮遊物質量 100 ㎎/L 以下など）

が設定されている。しかし、芝川の水質は、近年、かなり改善されており、また、貴

重な植物や野生動物の保護に努め、見沼田圃の生物多様性の保全・回復を図るという

本対象事業のコンセプトを考えれば、類型指定に拘らず、芝川の水質の現状を勘案し、

更に高いレベルの指標値を設定することが望ましい。 

 

  地象 

「工事計画」によると地盤改良工事が予定されており、改良工法によっては、植物相

に影響を与える可能性がある。このため、「表土の状況及び生産性」に係る予測及び評

価は、今後確定する改良工法の内容を十分に勘案した上で行うこと。 

 

  動物 

動物に関する調査地域内に位置する事業計画地北側の合併記念見沼公園のビオトー

プは、当委員会において実施した現地調査から、良好な状態で定着していることが窺が

えた。このビオトープ内の調査の実施にあたっては、そこに創出された生態系に配慮し

た手法を選択すること。 

また、事業計画地南側約 400 メートルに位置する首都高速道路高架下の「見沼田圃首

都高ビオトープ」についても、整備から約 10 年が経過しており、安定した状態にある

と考えられる。ここでは、ハンノキ樹林が再生され、近隣の小中学校と連携しながら、

ミドリシジミ（※）の生息環境（産卵と羽化）を取り戻すための自然再生事業である「ハ

ンノキ・プロジェクト」など、見沼田圃の生態系を再生するための取組が行われている。

予測及び評価にあたっては、このビオトープに生息し、又は、このビオトープに出入り

する昆虫、鳥、小動物等の存在を考慮しておくとよい。 

※ ミドリシジミ：埼玉県の「県の蝶」。埼玉県レッドデートブック準絶滅危惧種。ハ

ンノキの葉を食葉とする。 

 

  景観（p.4-43） 

   事業計画地南側には、大宮南部浄化センターや下水処理センターの建築物等が存在し

ていることから、南側から北方向を眺望する中近景の調査地点は選定されていない。し

かしながら、眺望対象を北側から南方向に見ると逆光となり、影を見ることになるため、

庭園等の風景鑑賞においては、陽の当たっている庭園等を南側から北方向に眺望するの

が通例である。南側の調査地点として、適当な中近景の調査地点の有無について再調査

し、追加選定について検討すること。 
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  地域交通（p.4-57 p.2-13） 

交通量調査地点であるＣ１交差点及びＣ２交差点を結ぶ道路は、本対象事業供用開始

後、関係車両の導入ルートになるため、交通量の増加が予想される。また、計画書図

2.6-1 計画平面図によると、芝川小学校の通学路になっている合併記念見沼公園と事業

計画地の間の道路は、芝川小学校から東側が閉鎖され、公園用地となる計画であること

から、通学路が変更される可能性がある。自動車交通及び交通安全への影響の予測にあ

たっては、将来交通量を的確に把握し、通学路の変更等を踏まえて行うこと。 

 

  予測対象時期に係る共通事項 

存在・供用における「自動車交通の発生」による大気質、騒音、振動及び地域交通に

係る予測及び評価は、公園の利用が定常状態となる時期のほか、公園内の駐車キャパシ

ティを踏まえ、多目的広場を臨時駐車場として使用するようなイベント開催時等につい

ても、その対象とすること。 

 
注)ページ番号は、(仮称)セントラルパーク整備事業環境影響評価調査計画書の該当箇所を示す。 
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第 7 章 第 5 章及び第 6 章の意見についての事業者の見解 

 

7.1 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

第 5 章において示したとおり、環境の保全の見地からの意見はなかった。 

 

7.2 市長の意見と事業者の見解 

第 6 章において示した市長の意見と事業者の見解は、表 7.2-1 に示すとおりである。 
 

表 7.2-1(1) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

1.総括事項 (1)準備書は、さいたま市環境影響

評価技術指針及び同手引に従って

作成すること。 

本準備書は、さいたま市環境影響

評価技術指針及び同手引に従って

作成しました。 

(2)難解な表現を避け、専門用語に

は注釈を加えるなど、準備書が一般

に分かりやすい図書となるよう配

慮すること。 

本準備書作成にあたっては、難解

な表現を避け、専門用語には注釈を

加えるなどして、一般に分かりやす

い図書となるよう努めました。 

2.
対
象
事
業
の
実
施
方
法 

(1)建築設計

計画 

(p.2-20,21)

 

計画書図 2.6-6建築施設計画図に

おけるビジターセンター平面図と

計画書図 2.6-5植栽計画図における

ビジターセンターの方向が異なっ

ているため、確認の上、準備書にお

いて修正すること。 

図 2.6-6建築施設計画図を修正し

ました。 

(2)ビオトー

プ内の生態

系への配慮 

(p.2-23) 

 

合併記念見沼公園のビオトープ

と見沼の池(サンクチュアリ)を接

続する工事を含め、対象事業に係る

土木工事の実施にあたっては、合併

記念見沼公園のビオトープ内に定

着した生態系が維持されるよう配

慮すること。 

今後の公園設計において、合併記

念見沼公園のビオトープの生態系

が維持されることを考慮した施工

計画を策定し、生態系に配慮した工

事を行います。 

3.
環
境
影
響
評
価
項
目
の
選
定 

(1)土壌に係

る有害項目 

(p.3-2) 

事業計画地周辺には、過去に廃棄

物が投棄された箇所もあることか

ら、事業計画地内についても廃棄物

が埋設されている可能性を排除す

ることはできないと考えられる。

｢造成計画｣によると、切土量の合計

(20,278m3)が盛土量の合計(12,986 

m3)を上回ることから、造成工事から

排出される残土は場外処分される

ことになり、もし、埋設廃棄物があ

り、これに起因する汚染土壌が存在

していた場合には、有害物質が外部

に拡散することが懸念される。この

ため、環境影響評価の項目に｢土壌｣

を追加し、｢造成等の工事｣による

｢土壌に係る有害項目｣について、調

査・予測・評価の対象とすること。

｢土壌に係る有害項目｣は、さいた

ま市環境影響評価技術指針に基づ

く公園建設事業における環境影響

評価の標準項目等に含まれていな

いこと及び事業実施区域内におい

て特定有害物質を扱う施設等は分

布していないため、環境影響評価の

項目として選定していません。ただ

し、事業実施区域内で家電などの不

法投棄が見受けられたこともあり、

それに由来する土壌汚染の可能性

は否定できないため、工事の際の土

壌搬出前には土壌分析を行い、万が

一汚染が確認された場合には、土壌

汚染対策法、さいたま市の生活環境

の保全に関する条例に基づき、適切

に対応します。 
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表 7.2-1(2) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

3.
環
境
影
響
評
価
項
目
の
選
定 

(2)大気に係

る有害物質 

(p.3-2) 

汚染土壌が存在していた場合に

は、造成等の工事に伴う粉じんの発

生により、有害物質が事業計画地周

辺に拡散するおそれがあるため、

｢造成等の工事｣による｢大気質に係

る有害物質｣について、調査・予測・

評価の対象とすること。 

｢土壌に係る有害項目｣と同様に、

｢大気質に係る有害物質等｣も環境

影響評価の項目として選定してい

ません。ただし、工事の際の土壌搬

出前には土壌分析を行い、万が一汚

染が確認された場合には、土壌汚染

対策法、さいたま市の生活環境の保

全に関する条例に基づき、造成等の

工事に伴い有害物質を含む粉じん

が周辺環境へ拡散しないように適

切に対応します。 

(3)地下水の

水質に係る

有害項目 

(p.3-2) 

公園内には見沼の池(サンクチュ

アリ)の建設が計画されており、汚

染土壌が存在していた場合には、当

該汚染土壌により地下水が汚染さ

れ、汚染された地下水が池の水質に

影響を及ぼすおそれがある。このた

め、｢造成等の工事｣及び｢敷地及び

施設の存在｣による｢地下水に係る

有害項目｣について、調査・予測・

評価の対象とすること。 

｢土壌に係る有害項目｣と同様に、

｢地下水の水質に係る有害項目｣も

環境影響評価の項目として選定し

ていません。ただし、工事の際の土

壌搬出前には土壌分析を行い、万が

一汚染が確認された場合には、土壌

汚染対策法、さいたま市の生活環境

の保全に関する条例に基づき、汚染

された地下水が周辺環境に流出し

ないよう適切に対応します。 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

(1)大気質 

①環境影響

の合成 

 

建設機械の稼働と資材運搬等の

車両の走行に伴う大気質への影響

が重なる時期が想定される場合に

は、それらの環境影響を合成して予

測し、これを指標値と比較すること

により評価すること。 

工事中の｢建設機械の稼働｣、｢資

材運搬等の車両の走行｣に伴う影響

については、環境影響要因ごとに予

測・評価を行うことに加えて、複合

影響として予測値を合成し、指標値

との比較により評価を行いました。

②調査地点

の設定 

(p.4-4) 

 

窒素酸化物及び浮遊粒子状物質

の一般環境調査地点は、事業計画地

内の 1地点(E1)及び環境の保全につ

いての配慮が特に必要な施設とし

て事業計画地北側に隣接する芝川

小学校の 1地点(E2)の 2地点が設定

されている。事後調査の際、風上と

風下で並行してデータを収集し、建

設機械の稼働に伴う大気質への影

響を的確に把握するためには、調査

地点を事業計画地の周囲に少なく

とも 3 地点、この場合は、芝川小学

校の他に 2地点を設定する必要があ

る。追加する調査地点は、事業計画

地周辺の住宅の分布状況を踏まえ、

当該住宅への影響を把握するため

に適当な地点を選定すること。 

事業実施区域及びその周辺には、

大気汚染物質の主要な発生源とな

る施設等が分布していないことか

ら、事業実施区域内(E1)は、住宅地

が分布する東西方向を含め、事業実

施区域及びその周辺の環境を代表

する地点となると考えています。な

お､E1が周辺環境を代表しているこ

とについては､住宅地が分布する東

西方向において､二酸化窒素の簡易

測定を行い､E1における測定結果と

比較し、大きな差異が無いことによ

り確認しました(資料編参照)。 

また、事後調査の調査地点は、E2

に加えて、現況調査における風向の

測定結果及び予測最大濃度地点を

もとに、風上、風下となる地点の 3

地点を設定します。  
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表 7.2-1(3) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

③評価の指

標(p.4-6,7)

 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質

に関する｢評価の指標｣として、環境

基準を掲げており、｢長期平均濃度｣

と記載されている箇所があるが、環

境基準の長期的評価方法は、二酸化

窒素にあっては日平均値の年間

98％値、浮遊粒子状物質にあっては

日平均値の 2％除外値であるため、

誤解が生じないよう、その旨正しく

記載すること。 

二酸化窒素は｢日平均値の年間

98％値｣、浮遊粒子状物質は｢日平均

値の年間 2％除外値｣を評価の指標

として修正し、予測・評価を行いま

した。 

④炭化水素

(非メタン炭

化水素)の予

測及び評価

(p.4-7) 

 

自動車交通の発生に伴う炭化水

素の将来濃度に関する予測及び指

標値(指針値)に対する評価は、非メ

タン炭化水素の午前 6 時から午前 9

時までの 3時間平均値の年平均値だ

けでなく、3 時間平均値の最高値又

は年間98％値若しくは 2％除外値を

予測し、これを非メタン炭化水素の

指標値(指針値)と比較することに

より行うこと。 

自動車交通の発生に伴う非メタ

ン炭化水素の評価については、指針

値である午前 6時から午前 9時まで

の 3時間平均値の年平均値だけでな

く、3 時間平均値の年間 2％除外値

を予測し、これを非メタン炭化水素

の指標値(指針値)と比較すること

により行いました(資料編参照)。 

⑤予測結果

の図示 

 

ア 工事中の｢建設機械の稼働｣に

伴って発生する大気汚染物質に係

る予測地域内における平面的な濃

度分布の予測は、等濃度線図の作成

により行うこと。 

工事中の｢建設機械の稼働｣に伴

って発生する大気汚染物質は、予測

地域内を対象に濃度の平面的な分

布を予測し、等濃度線図を作成しま

した。 

イ 工事中の｢資材運搬等の車両の

走行｣及び供用後の｢自動車交通の

発生｣に伴って発生する大気汚染物

質に係る予測地域内における濃度

分布の予測は、予測地点を代表地点

とし、道路端からの距離減衰図の作

成により行うこと。 

工事中の｢資材運搬等の車両の走

行｣及び供用時の｢自動車交通の発

生｣に伴って発生する大気汚染物質

は、予測地点を代表地点として予測

し、濃度分布は道路端からの距離減

衰図を作成しました。 

⑥｢付加率｣

と｢寄与率｣ 

 

対象事業の実施に伴う影響濃度

の比率を表す場合において、バック

グラウンド濃度等に対する比率を

表すときは｢付加率｣を、将来予測濃

度に対する比率を表すときは｢寄与

率｣を用いること。 

バックグラウンド濃度等に対す

る比率は｢付加率｣、将来予測濃度に

対する比率は｢寄与率｣を用いまし

た。 
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表 7.2-1(4) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

(2)騒音 

①指標値及

び調査期

間・頻度 

(p.4-8,13) 

 

｢建設機械の稼働に伴う建設作業

騒音｣及び｢資材運搬等の車両の走

行に伴う道路交通騒音｣に係る予

測・評価に関しては、昼間(6 時～22

時)及び夜間(22 時～6 時)の環境基

準値を指標値としているが、本対象

事業が夜間に工事を実施しない計

画であれば、夜間の指標値を設定す

る必要はない。また、調査期間・頻

度は、｢一般環境騒音｣については平

日の 1 日間、｢道路交通騒音｣につい

ては平日及び休日の各 1日間となっ

ているが、工事の影響を予測・評価

するための調査であれば、夜間の調

査は要しない。 

基本計画策定段階における工事

計画では夜間工事を行う予定はな

いことから、騒音に係る夜間の時間

帯の調査、予測及び評価に関する記

載は削除しました。 

なお、地域交通(交通量)は大気質

に関連する項目であるため夜間の

時間帯も測定を行いました。 

②芝川小学

校における

予測地点 

 

一般環境調査地点のうち、事業計

画地に隣接している芝川小学校で

の調査は、地上 1.2m での測定で差

支えないが、予測地点としては、地

表部分における遮蔽物による減衰

効果を考慮し、1 階部分だけでなく、

最上階の 3 階部分の教室を加え、学

校環境衛生基準と比較することに

より、授業への支障の有無について

適切に評価・検討すること。 

工事中の｢建設機械の稼働｣に伴

う騒音は、1 階高さでの平面的な予

測に加えて、任意地点(小学校教室)

における 1階から最上階までの高さ

でも予測を行い、特定建設作業に係

る規制基準及び学校環境衛生基準

との比較を行いました。 

③環境基準

の類型指定

図 

 

騒音に係る環境基準の類型指定

の状況は、最終的な評価に関わるこ

とになるので、準備書には、その分

布状況を地図上に示すこと。 

騒音に係る環境基準の類型指定

の状況を図示しました(資料編参

照)。 

④予測結果

の図示 

 

ア 工事中の｢建設機械の稼働｣に

伴って発生する騒音に係る予測地

域内における平面的な予測は、コン

ター図の作成により行うこと。 

工事中の｢建設機械の稼働｣に伴

って発生する騒音は、予測地域内を

対象に平面的な分布を予測し、騒音

コンター図を作成しました。 

イ 工事中の｢資材運搬等の車両の

走行｣及び供用後の｢自動車交通の

発生｣に伴って発生する騒音に係る

予測地域内における予測は、予測地

点を車両の走行経路の代表地点と

し、道路端からの距離減衰図の作成

により行うこと。 

工事中の｢資材運搬等の車両の走

行｣及び供用時の｢自動車交通の発

生｣に伴って発生する騒音は、予測

地点を代表地点として予測し、道路

端からの距離減衰図を作成しまし

た。 

(3)振動 ｢指標値及び調査期間・頻度｣及び

｢予測結果の図示｣については、騒音

と同じ。 

騒音と同様、振動も夜間の時間帯

の調査、予測及び評価に関する記載

は削除しました。 
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表 7.2-1(5) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

(4)水質 

①見沼の池

の水質 

 

見沼の池(サンクチュアリ)は、見

沼代用水から導水し、芝川に排水す

る計画となっており、この池の水が

長時間滞留した場合には、内部生産

により、その水質が悪化することが

考えられる。供用開始後の芝川の水

質に係る予測及び評価にあたって

は、この池の水質の特性を踏まえて

行うこと。 

今後の公園設計において、池の水

を長時間の滞留をさせない計画と

すること、ヨシ等の植物による水質

浄化、合併記念見沼公園と同様の状

況になること等の定性的な予測及

び評価を行いました。 

②評価指標

値(p.4-26) 

 

｢水質汚濁に係る環境基準｣にお

いて、芝川は D 類型に分類されてい

ることから、評価のための指標値と

しては、D 類型の環境基準値(浮遊物

質量 100 ㎎/L 以下など)が設定され

ている。しかし、芝川の水質は、近

年、かなり改善されており、また、

貴重な植物や野生動物の保護に努

め、見沼田圃の生物多様性の保全・

回復を図るという本対象事業のコ

ンセプトを考えれば、類型指定に拘

らず、芝川の水質の現状を勘案し、

更に高いレベルの指標値を設定す

ることが望ましい。 

芝川の水域の類型指定はD類型で

あり、これ以外の指標値を設定する

根拠が無いため、D 類型以外の指標

による評価は対応していません。た

だし、今後の公園設計において、見

沼の池の水質目標としてD類型より

もよい水質を目指すこと等を設定

することを検討します。 

(5)地象 ｢工事計画｣によると地盤改良工

事が予定されており、改良工法によ

っては、植物相に影響を与える可能

性がある。このため、｢表土の状況

及び生産性｣に係る予測及び評価

は、今後確定する改良工法の内容を

十分に勘案した上で行うこと。 

地盤改良工法については、先行整

備事業の合併記念見沼公園と同様

の工法を採用するか検討中ですが、

事業実施区域は主に緑地として整

備するため、周辺の土地利用計画を

踏まえつつ、事業実施区域及びその

周辺の植物相に大きな影響を与え

ないような地盤改良工法の採用を

検討していきます。 
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表 7.2-1(6) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

(6)動物 動物に関する調査地域内に位置

する事業計画地北側の合併記念見

沼公園のビオトープは、当委員会に

おいて実施した現地調査から、良好

な状態で定着していることが窺が

えた。このビオトープ内の調査の実

施にあたっては、そこに創出された

生態系に配慮した手法を選択する

こと。 

また、事業計画地南側約 400 メー

トルに位置する首都高速道路高架

下の｢見沼田圃首都高ビオトープ｣

についても、整備から約 10 年が経

過しており、安定した状態にあると

考えられる。ここでは、ハンノキ樹

林が再生され、近隣の小中学校と連

携しながら、ミドリシジミの生息環

境(産卵と羽化)を取り戻すための

自然再生事業である｢ハンノキ・プ

ロジェクト｣など、見沼田圃の生態

系を再生するための取組が行われ

ている。予測及び評価にあたって

は、このビオトープに生息し、又は、

このビオトープに出入りする昆虫、

鳥、小動物等の存在を考慮しておく

とよい。 

合併記念見沼公園の見沼の池(ビ

オトープ)は動植物の調査対象範囲

となりますが、現地調査の実施にあ

たっては、創出された生態系を乱す

ことのないよう留意して実施しま

した。 

また、動物の既存資料調査に｢見

沼たんぼ首都高ビオトープ生物調

査結果(平成 28 年度)」(平成 29 年、

首都高速道路株式会社)の調査結果

を加え、この調査結果を踏まえて予

測及び評価を行いました。 

(7)景観 

(p.4-43) 

事業計画地南側には、大宮南部浄

化センターや下水処理センターの

建築物等が存在していることから、

南側から北方向を眺望する中近景

の調査地点は選定されていない。し

かしながら、眺望対象を北側から南

方向に見ると逆光となり、影を見る

ことになるため、庭園等の風景鑑賞

においては、陽の当たっている庭園

等を南側から北方向に眺望するの

が通例である。南側の調査地点とし

て、適当な中近景の調査地点の有無

について再調査し、追加選定につい

て検討すること。 

事業実施区域及びその周辺は平

坦な地形であり、事業実施区域の南

側は事業所が立地し、現状では見通

しが利かないことから南側から北

方向を眺望する中近景の調査地点

は設定していません。また、事業実

施区域の南側で中近景となる距離

には大宮南部浄化センター、下水処

理センター以外には事業実施区域

を望める眺望点や建築物等が分布

していないことから調査地点の追

加には対応していません。ただし、

大宮南部下水処理センターの屋上

は一般の方が立ち入り出来る場所

ではありませんが、事業実施区域を

南側から眺望する地点であること

から参考地点として調査を行いま

した(資料編参照)。 
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表 7.2-1(7) 市長の意見と事業者の見解 

項目 市長の意見 事業者の見解 

4.
調
査
、
予
測
及
び
評
価
の
方
法 

(8)地域交通

(p.4-57 

p.2-13) 

交通量調査地点である C1 交差点

及び C2 交差点を結ぶ道路は、本対

象事業供用開始後、関係車両の導入

ルートになるため、交通量の増加が

予想される。また、計画書図 2.6-1

計画平面図によると、芝川小学校の

通学路になっている合併記念見沼

公園と事業計画地の間の道路は、芝

川小学校から東側が閉鎖され、公園

用地となる計画であることから、通

学路が変更される可能性がある。自

動車交通及び交通安全への影響の

予測にあたっては、将来交通量を的

確に把握し、通学路の変更等を踏ま

えて行うこと。 

交通量調査は事業実施区域周辺

の主要な交差点 3 地点にて実施し、

現況交通量を把握しました。将来交

通量は現況交通量に関係車両の走

行台数を上乗せすることで適切に

設定しました。また、現況で芝川小

学校南の通学路となっている道路

はスクールゾーンに設定されてい

ることもあり、関係車両の走行ルー

トとして想定していません。今後の

公園設計においても通学路の機能

は確保するものとしており、芝川小

学校南の道路が公園用地となって

も通学路に変更はないものと想定

されます。 

(9)予測対象

時期に係る

共通事項 

存在・供用における｢自動車交通

の発生｣による大気質、騒音、振動

及び地域交通に係る予測及び評価

は、公園の利用が定常状態となる時

期のほか、公園内の駐車キャパシテ

ィを踏まえ、多目的広場を臨時駐車

場として使用するようなイベント

開催時等についても、その対象とす

ること。 

供用時の｢自動車交通の発生｣の

予測においては、公園の利用の定常

状態に加えて、想定されるイベント

の規模等を踏まえた自動車交通に

よる騒音、振動、地域交通の予測・

評価を行いました(資料編参照)。な

お、大気質については、年平均値に

よる予測となるため、短期的な影響

としてイベント等には対応してい

ません。 

注)ページ番号は、(仮称)セントラルパーク整備事業環境影響評価調査計画書の該当箇所を示す。 
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第 8 章 環境影響評価の調査項目及び調査方法 

 

8.1 調査項目 

8.1.1 環境影響要因の把握 

「第2章 都市計画対象事業の目的及び概要」において示した事業内容に基づき、環境に

影響を及ぼすおそれのある要因を抽出した。 

工事中における環境に影響を及ぼすおそれのある要因としては、建設機械の稼働、資材

運搬等の車両の走行、造成等の工事(粉じん、濁水等の一時的な影響)が挙げられる。 

また、供用時における環境に影響を及ぼすおそれのある要因としては、敷地及び施設の

存在(土地の改変、公園の存在)、施設の供用(公園の供用、公共用水域への排水)、自動車

交通の発生(関係車両の走行)が挙げられる。なお、農薬の使用は、植栽木に害虫被害等が

発生した場合において、害虫駆除を目的として使用するのみで、環境影響は軽微と考えら

れるため、影響要因から除外した。 

本事業の実施に伴う環境影響要因は、表8.1-1に示すとおりである。 

 

表8.1-1 本事業の実施に伴う環境影響要因 

環境影響要因 環境影響を及ぼす時期 環境影響要因の区分 環境影響要因の詳細 

公園の建設 

工事中 工事 

・建設機械の稼働 

・資材運搬等の車両の走行 

・造成等の工事 

供用時 存在・供用 

・敷地及び施設の存在 

・施設の供用 

・自動車交通の発生 

 

8.1.2 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目は、本事業の特性と周囲の自然的、社会的状況、本事業の該当地域を

勘案し、「さいたま市環境影響評価技術指針」(平成28年、さいたま市)に示す「公園の建

設」の環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表に準拠して選定した。 

選定した項目は表8.1-2に示すとおりであり、大気質、騒音・低周波音、振動、水質、水

象、地象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、廃棄物等、温室効果ガス

等、コミュニティ、地域交通の15項目を選定した。 
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表8.1-2 環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連表 

環境影響要因 

 
 

環境影響評価の項目 

公園の建設注 

工事 存在・供用 

建設機械

の稼働 

資材運搬等の 

車両の走行 

造成等の 

工事 

敷地及び

施設の存在

施設の

供用

自動車交

通の発生

環境の良好な状態の

保持を旨 として調

査、予測及び評価さ

れるべき項目 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○◎ ○◎    ○◎

二酸化硫黄又は硫黄酸化物       

浮遊粒子状物質 △◎ △◎    △◎

炭化水素      △◎

粉じん  ○× ○◎ △×   

大気質に係る有害物質等       

騒音・低周

波音 

騒音 ○◎ ○◎   ○× ○◎

低周波音       

振動 振動 ○◎ ○◎    ○◎

悪臭 
悪臭指数又は臭気の濃度       

特定悪臭物質       

水質 

公共用水

域の水質

生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要求量     ○◎  

浮遊物質量   ○◎  ■◎  

窒素及び燐     ■◎  

水温       

水素イオン濃度   ■◎  ■◎  

溶存酸素量     ■◎  

その他の生活環境項目     ■◎  

健康項目等       

底質 

強熱減量       

過マンガン酸カリウムによる酸素消費量       

底質に係る有害物質等       

地下水の

水質 

地下水の水質に係る有害項目 
      

水象 

河川等の流量、流速及び水位   △◎ △◎ △◎  

地下水の水位及び水脈       

温泉及び鉱泉       

堤防、水門、堰等の施設       

土壌 土壌に係る有害項目       

地盤 地盤沈下       

地象 

土地の安定性   △× △×   

地形及び地質(保存すべき地形及び地質を含む)    △◎   

表土の状況及び生産性    ○◎   

生物の多様性の確保

及び自然環境の体系

的保全 を旨 として

調査、予測及び評価

されるべき項目 

動物 保全すべき種 △◎ △◎ △◎ △◎ △◎ △◎

植物 

保全すべき種   △◎ △◎ △◎  

保全すべき植生及び群落   △◎ △◎ △◎  

緑の量    △◎   

生態系 地域を特徴付ける生態系 ■◎ ■◎ △◎ △◎ △◎ ■◎

人と自然との豊か

なふ れ あいの 確 保

及び快適な生活環境

の 保 全 を旨 とし て

調査、予測及び評価

されるべき項目 

景観 
景観資源(自然的景観資源及び歴史的景観資源)    △◎   

眺望景観    △◎   

自然とのふ

れあいの場
自然とのふれあいの場 △◎ △◎ △◎ △◎ △◎ △◎

史跡・文化

財 

指定文化財等    ○×   

埋蔵文化財    ○×   

日照阻害 日影の状況       

電波障害 電波受信状況       

風害 局所的な風の発生状況       

環境への負荷の量の

程度により予測及

び評価されるべき

項目 

廃棄物等 

廃棄物   ○◎  ○◎  

残土   ○◎    

雨水及び処理水     ○×  

温室効果 

ガス等 

温室効果ガス △◎ △◎   △× △◎

オゾン層破壊物質       

人の生活の豊かさに

関して予測及び評

価されるべき項目 

コミュニティ コミュニティ施設等 △◎ △◎ △◎ △◎ △◎ △◎

地域交通 

自動車交通  ○◎    ○◎

バス等の公共交通  △◎    △◎

歩行者・自転車交通  △◎    △◎

安全 危険物等の安全性の確保     △×  

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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8.1.3 環境影響評価項目の選定理由 

本事業における環境影響評価項目として選定した理由を表8.1-3に、選定しない理由を表

8.1-4に示す。 

 

表8.1-3(1) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定した理由 

大気質 

窒素酸化物 
(二酸化窒素、 
一酸化窒素、 
窒素酸化物) 

工事

建設機械の 
稼働 

○ ◎ 建設機械の稼働により排ガスが排出され
ることから、評価項目として選定する。

資材運搬等の
車両の走行 

○ ◎ 
資材運搬等の車両の走行により排ガスが
排出されることから、評価項目として選
定する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

○ ◎ 
自動車交通の発生により排ガスが排出さ
れることから、評価項目として選定する。

浮遊粒子状物質
工事

建設機械の 
稼働 

△ ◎
建設機械の稼働により排ガスが排出され
ることから、評価項目として選定する。

資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎
資材運搬等の車両の走行により排ガスが
排出されることから、評価項目として選
定する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

△ ◎
自動車交通の発生により排ガスが排出さ
れることから、評価項目として選定する。

炭化水素 
存在
･供用

自動車交通の
発生 

△ ◎
自動車交通の発生により排ガスが排出さ
れることから、評価項目として選定する。

粉じん 工事 造成等の工事 ○ ◎
造成等の工事に伴い、造成面からの粉じ
んの発生が考えられることから、評価項
目として選定する。 

騒音・
低周波
音 

騒音 
工事

建設機械の 
稼働 

○ ◎
建設機械の稼働により騒音が発生するこ
とから、評価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

○ ◎
資材運搬等の車両の走行により騒音が発
生することから、評価項目として選定す
る。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

○ ◎ 
自動車交通の発生により騒音が発生する
ことから、評価項目として選定する。 

振動 振動 
工事

建設機械の 
稼働 

○ ◎ 
建設機械の稼働により振動が発生するこ
とから、評価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

○ ◎ 
資材運搬等の車両の走行により振動が発
生することから、評価項目として選定す
る。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

○ ◎ 
自動車交通の発生により振動が発生する
ことから、評価項目として選定する。 

水質 

公
共
用
水
域
の
水
質 

生物化学的
酸素要求量
又は化学的
酸素要求量

存在
･供用

施設の供用 ○ ◎ 
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

浮遊物質量

工事 造成等の工事 ○ ◎ 
造成等の工事(濁水の発生)により水質に
影響を及ぼすおそれがあることから、評
価項目として選定する。 

存在
･供用

施設の供用 ■ ◎ 
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

窒素及び燐
存在
･供用

施設の供用 ◎
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表8.1-3(2) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定した理由 

水質 

公
共
用
水
域
の
水
質 

水素イオン
濃度 

工事 造成等の工事 ■ ◎
造成等の工事(地盤改良工事)により水質
に影響を及ぼすおそれがあることから、
評価項目として選定する。 

存在
･供用

施設の供用  ◎
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

溶存酸素量
存在
･供用

施設の供用  ◎
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

その他の生
活環境項目

存在
･供用

施設の供用 ■ ◎
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

水象 
河川等の流量、
流速及び水位 

工事 造成等の工事 △ ◎
造成等の工事により雨水浸透能が変化す
ることから、評価項目として選定する。

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎
施設の存在により雨水浸透能が変化する
ことから、評価項目として選定する。 

施設の供用 △ ◎
施設の供用により見沼の池から公共用水
域への排出があることから、評価項目と
して選定する。 

地象 

地形及び地質
(保全すべき地
形及び地質を含
む) 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)により
重要な地形や水象の変化による間接影響
を及ぼすおそれがあることから、評価項
目として選定する。 

表土の状況及び
生産性 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

○ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)により
表土及び土壌の生産性に変化が生じるお
それがあることから、評価項目として選
定する。 

動物 保全すべき種 

工事

建設機械の 
稼働 

△ ◎

建設機械の稼働に伴う騒音により、保全
すべき種の生息環境に影響を及ぼすおそ
れがあることから、評価項目として選定
する。 

資材運搬等の 
車両の走行 

△ ◎

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音によ
り、保全すべき種の生息環境に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

造成等の工事 △ ◎
造成等の工事により保全すべき種の生息
環境に影響を及ぼすおそれがあることか
ら、評価項目として選定する。 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)によ
り、保全すべき種の生息環境に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

施設の供用 △ ◎

施設の供用により新たに緑地等が整備さ
れ、保全すべき種の生息環境に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

自動車交通の
発生 

△ ◎

自動車交通の発生に伴う騒音により、保
全すべき種の生息環境に影響を及ぼすお
それがあることから、評価項目として選
定する。 

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表8.1-3(3) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定した理由 

植物 

保全すべき種 

工事 造成等の工事 △ ◎
造成等の工事により保全すべき種の生育
環境に影響を及ぼすおそれがあることか
ら、評価項目として選定する。 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)によ
り、保全すべき種の生育環境に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

施設の供用 △ ◎

施設の供用により新たに緑地等が整備さ
れ、保全すべき種の生育環境に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

保全すべき植生
及び群落 

工事 造成等の工事 △ ◎
造成等の工事により保全すべき植生や群
落の生育環境に影響を及ぼすおそれがあ
ることから、評価項目として選定する。

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)によ
り、保全すべき植生や群落の生育環境に
影響を及ぼすおそれがあることから、評
価項目として選定する。 

施設の供用 △ ◎

施設の供用により新たに緑地等が整備さ
れ、保全すべき植生や群落の生育環境に
影響を及ぼすおそれがあることから、評
価項目として選定する。 

緑の量 
存在
･供用

施設の供用 △ ◎
公園の供用により新たに緑地等が整備さ
れ、緑の量に変化が生じることから、評
価項目として選定する。 

生態系 
地域を特徴づけ
る生態系 

工事

建設機械の 
稼働 

■ ◎

建設機械の稼働に伴う騒音により、実施
区域及びその周辺の生態系に影響を及ぼ
すおそれがあることから、評価項目とし
て選定する。 

資材運搬等の 
車両の走行 

■ ◎

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音によ
り、実施区域及びその周辺の生態系に影
響を及ぼすおそれがあることから、評価
項目として選定する。 

造成等の工事 △ ◎
造成等の工事により実施区域及びその周
辺の生態系に影響を及ぼすおそれがある
ことから、評価項目として選定する。 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在(土地の改変)によ
り、実施区域及びその周辺の生態系に影
響を及ぼすおそれがあることから、評価
項目として選定する。 

施設の供用 △ ◎

施設の供用により新たに緑地等が整備さ
れ、実施区域及びその周辺の生態系に影
響を及ぼすおそれがあることから、評価
項目として選定する。 

自動車交通の
発生 

■ ◎

自動車交通の発生に伴う騒音により、実
施区域及びその周辺の生態系に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

景観 

景観資源(自然
的景観及び歴史
的景観資源) 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎
敷地及び施設の存在(土地の改変)により
景観資源に影響を及ぼすおそれがあるこ
とから、評価項目として選定する。 

眺望景観 
存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在により、事業実施区
域周辺の眺望点からの眺望景観に影響を
及ぼすおそれがあることから、評価項目
として選定する。 

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表8.1-3(4) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定した理由 

自然と
のふれ
あいの
場 

自然とのふれあ
いの場 

工事

建設機械の 
稼働 

△ ◎ 

建設機械の稼働に伴い発生する騒音によ
り自然とのふれあいの場の利用環境に影
響を及ぼすおそれがあることから、評価
項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎ 

資材運搬等の車両の走行により自然との
ふれあいの場への交通手段に影響を及ぼ
すおそれがあることから、評価項目とし
て選定する。 

造成等の工事 △ ◎ 
造成等の工事により自然とのふれあいの
場の利用環境に影響を及ぼすおそれがあ
ることから、評価項目として選定する。

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎
敷地及び施設の存在により自然とのふれ
あいの場の利用環境に影響を及ぼすおそ
れがあるため、評価項目として選定する。

施設の供用 △ ◎
施設の供用により自然とのふれあいの場
の利用環境に影響を及ぼすおそれがある
ため、評価項目として選定する。 

自動車交通の
発生 

△ ◎

自動車交通の発生により、自然とのふれ
あいの場への交通手段に影響を及ぼすお
それがあることから、評価項目として選
定する。 

廃棄物
等 

廃棄物 

工事 造成等の工事 ○ ◎
造成等の工事により建設廃棄物等が発生
するため、評価項目として選定する。 

存在
･供用

施設の供用 ○ ◎
施設の供用により、利用者から廃棄物が
排出されるため、評価項目として選定す
る。 

残土 工事 造成等の工事 ○ ◎
造成等の工事より建設発生土等の残土が
発生するため、評価項目として選定する。

温室効
果ガス
等 

温室効果ガス 

工事

建設機械の 
稼働 

△ ◎ 
建設機械の稼働により燃料が消費され、
温室効果ガスの排出があることから、評
価項目として選定する。 

資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎ 
資材運搬等の車両の走行により燃料が消
費され、温室効果ガスの排出があること
から、評価項目として選定する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

△ ◎ 
自動車交通の発生により燃料が消費さ
れ、温室効果ガスの排出があることから、
評価項目として選定する。 

コミュ
ニティ 

コミュニティ施
設等 

工事

建設機械の 
稼働 

△ ◎ 
建設機械の稼働によりコミュニティ施設
等への利用環境に影響を及ぼすおそれが
あることから、評価項目として選定する。

資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎ 

資材運搬等の車両の走行により、コミュ
ニティ施設等への交通手段に影響を及ぼ
すおそれがあることから、評価項目とし
て選定する。 

造成等の工事 △ ◎ 
造成等の工事によりコミュニティ施設等
への利用環境に影響を及ぼすおそれがあ
ることから、評価項目として選定する。

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ◎

敷地及び施設の存在によりコミュニティ
施設等への利用環境に影響を及ぼすおそ
れがあることから、評価項目として選定
する。 

施設の供用 △ ◎
施設の供用によりコミュニティ施設等へ
の利用環境に影響を及ぼすおそれがある
ことから、評価項目として選定する。 

自動車交通の
発生 

△ ◎

自動車交通の発生によりコミュニティ施
設等への交通手段に影響を及ぼすおそれ
があることから、評価項目として選定す
る。 

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表8.1-3(5) 選定した環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定した理由 

地域交
通 

自動車交通 

工事
資材運搬等の
車両の走行 

○ ◎ 

資材運搬等の車両の走行により、周辺道
路の交通量・交通流に影響を及ぼすおそ
れがあることから、評価項目として選定
する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

○ ◎ 
自動車交通の発生により、周辺道路の交
通量・交通流に影響を及ぼすおそれがあ
ることから、評価項目として選定する。

バス等の公共交
通機関 

工事
資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎ 

資材運搬等の車両の走行により、周辺道
路を走行するバス等の公共交通機関に影
響を及ぼすおそれがあることから、評価
項目として選定する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

△ ◎

自動車交通の発生により、周辺道路を走
行するバス等の公共交通機関に影響を及
ぼすおそれがあることから、評価項目と
して選定する。 

歩行者・自転車
交通 

工事
資材運搬等の
車両の走行 

△ ◎

資材運搬等の車両の走行により、歩行
者・自転車の交通安全に影響を及ぼすお
それがあることから、評価項目として選
定する。 

存在
･供用

自動車交通の
発生 

△ ◎
自動車交通の発生により、歩行者・自転
車の交通安全に影響を及ぼすおそれがあ
ることから、評価項目として選定する。

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表8.1-4 選定しなかった環境影響評価項目及びその理由 

項目 環境影響要因 
項目 
選定注 選定しない理由 

大気質 粉じん 

工事
資材運搬等の 
車両の走行 

○ ×

走行ルートは舗装道路であり、土埃の巻
き上げ等は発生せず、積み荷からの土埃
の発生等を最小限にとどめることから、
評価項目として選定しない。 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ×
事業実施区域内に裸地はなく、土埃の巻
き上げ等は発生しないことから、評価項
目として選定しない。 

騒音・
低周波
音 

騒音 
存在
･供用

施設の供用 ○ ×
施設の供用時に騒音を発生する施設の計
画はないため、評価項目として選定しな
い。 

地象 土地の安定性 

工事 造成等の工事 △ ×

事業実施区域は主に農地として利用され
ている平坦地形であり、地すべり地形等
の不安定な地形はない。また、造成等の
工事による大規模な地形の改変はなく、
土地の安定性に影響を及ぼすことはない
ため、評価項目として選定しない。 

存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

△ ×

敷地及び施設の存在により土地を大規模
な地形の改変はなく、土地の安定性に影
響を及ぼすことはないため、評価項目と
して選定しない。 

史跡・
文化財 

指定文化財等 
存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

○ ×
事業実施区域内には法令等により指定さ
れた文化財等は存在しないことから、評
価項目として選定しない。 

埋蔵文化財 
存在
･供用

敷地及び 
施設の存在 

○ ×

事業実施区域内には周知の埋蔵文化財は
存在しないため、評価項目として選定し
ない。なお、事業実施区域内で埋蔵文化
財が確認された場合には、文化財保護法
に基づき、関係機関と協議の上、適切に
対処する。 

廃棄物
等 

雨水及び処理水
存在
･供用

施設の供用 ○ ×

施設の供用後の生活排水は公共下水道へ
放流し、雨水等は調整池(見沼の池)で沈
砂処理後に排水するため、評価項目とし
て選定しない。 

温室効
果ガス
等 

温室効果ガス 
存在

・供用
施設の供用 △ ×

施設の供用時に温室効果ガスを大量に排
出する施設の計画はないため、評価項目
として選定しない。 

安全 
危険物等の安全
性の確保 

存在
･供用

施設の供用 △ ×
施設の供用時に危険物等は取り扱わない
ため、評価項目として選定しない。 

注）さいたま市環境影響評価技術指針において、○：標準的に選定する項目、△：事業特性、地域特性により選定する項目、 

上記を踏まえて本事業において、◎：選定した項目、×：選定しなかった項目 
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8.2 調査、予測内容等 

環境影響評価項目として選定した項目における調査、予測内容等は表 8.2-1 に示すとお

りである。 

なお、調査、予測内容等の詳細については、「第 10 章 調査結果の概要並びに予測及び

評価の結果」に記載した。 
 

表 8.2-1(1) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

大気質 

一般環境 

･窒素酸化物 

(公定法､簡易法)

･浮遊粒子状物質

･気象(風向･風速､

気温､湿度) 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域内1地点、

最寄りの配慮施設1地点、

7日間連続×4季)(簡易

法:事業実施区域内1地点、

住居地のある東西2地点)

工事中 

･建設機械の稼働に伴う大

気質への影響 

･大気拡散式により

予測 

一般環境 

･粉じん 

･現地調査 

(事業実施区域内1地点、

1ヶ月連続×4季) 

工事中 

･造成等の工事に伴う大気

質への影響 

･経験式により予測

沿道環境 

･窒素酸化物 

･浮遊粒子状物質

･炭化水素 

･既存資料調査 

･現地調査 

(配慮施設や住居が分布す

る区間のうちの4地点、 

7日間連続×4季) 

工事中 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う大気質への影響 

存在･供用 

･自動車交通の発生に伴う

大気質への影響 

･大気拡散式により

予測 

騒音・低周

波音 

･一般環境騒音 

･地形･地物 

･現地調査 

(最寄りの配慮施設1地点､

住居地のある東西2地点、

平日の1回、6時～22時)

工事中 

･建設機械の稼働に伴う騒音 

･音の伝搬理論に基

づく予測式により

予測 
･道路交通騒音 

･道路の構造 

･既存資料調査 

･現地調査 

(配慮施設や住居が分布

する区間のうちの4地点、

平日､休日の2回、6時～

22時) 

工事中 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う騒音 

存在･供用 

･自動車交通の発生に伴う

騒音 

振動 

･一般環境振動 

･地質･地盤 

･現地調査 

(最寄りの配慮施設1地点､

住居地のある東西2地点、

平日の1回、6時～22時)

工事中 

･建設機械の稼働に伴う振動 

･振動の伝搬理論に

基づく予測式によ

り予測 

･道路交通振動 

･道路の構造 

･既存資料調査 

･現地調査 

(配慮施設や住居が分布

する区間のうちの4地点、

平日､休日の2回、6時～

22時) 

工事中 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う振動 

存在･供用 

･自動車交通の発生に伴う

振動 

･土木研究所式によ

り予測 

水質 

･生活環境項目 

(濁水項目) 

･現地調査 

(芝川への排水2地点、

降雨後2回) 

工事中 

･造成等の工事に伴う水質

への影響 

･工事計画、土壌沈

降試験結果等によ

り予測 

･生活環境項目 

･既存資料調査 

･現地調査 

(芝川1地点、芝川への

排水1地点、見沼代用水

からの取水1地点、 

平水時 4 回) 

存在･供用 

･施設の供用に伴う水質へ

の影響 

･事業計画、調査結

果等により予測 
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表 8.2-1(2) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

水象 ･河川流量 

･既存資料調査 

･現地調査 

(芝川への排水2地点、

降雨後2回、芝川1地点、

芝川への排水1地点、 

見沼代用水からの取水

1地点、平水時4回) 

工事中 

･造成等の工事に伴う水象

への影響 

存在･供用 

･施設の供用に伴う水象へ

の影響 

･事業計画により予

測 

地象 

･保存すべき地

形･地質 

･表土の種類及

び生産性 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 100m の範囲、1 回) 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う地象への影響 

･重要な地形等との

重ね合わせ、調査

結果により予測 

動物 

･哺乳類 

･鳥類 

･爬虫類 

･両生類 

･魚類 

･昆虫類 

･底生動物 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 200m の範囲、生態に

合わせて 3 季～4 季) 

工事中 

･建設機械の稼働に伴う動

物への影響 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う動物への影響 

･造成等の工事に伴う動物

への影響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う動物への影響 

･施設の供用に伴う動物へ

の影響 

･自動車交通の発生に伴う

動物への影響 

･事業計画、騒音、

水質等の調査結

果、類似事例又は

学識経験者の意見

等に基づく推定に

より予測 

植物 

･植物相 

･植生 

･緑の量 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 200m の範囲、4 季) 

工事中 

･造成等の工事に伴う植物

への影響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う植物への影響 

･施設の供用に伴う植物へ

の影響 

･事業計画、水質等

の調査結果、類似

事例又は学識経験

者の意見等に基づ

く推定により予測

生態系 
･環境単位 

･着目種 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 200m の範囲) 

工事中 

･建設機械の稼働に伴う生

態系への影響 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う生態系への影響 

･造成等の工事に伴う生態

系への影響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う生態系への影響 

･施設の供用に伴う生態系

への影響 

･自動車交通の発生に伴う

生態系への影響 

･事業計画、騒音、

水質等の調査結

果、類似事例又は

学識経験者の意見

等に基づく推定に

より予測 
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表 8.2-1(3) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

景観 

･景観資源 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 1500m の範囲、1 回)
存在･供用 

･敷地及び施設の存在によ

る景観への影響 

･事業計画、調査結

果よる予測 

･フォトモンタージ

ュによる予測 ・主要な眺望地点

・主要な眺望景観

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及び周

辺1500mの範囲、4季) 

自然との

ふれあい

の場 

･自然とのふれ

あいの場の資

源状況、周辺

環境の状況 

･利用状況 

･交通手段の状

況 

･既存資料調査 

･現地調査 

(事業実施区域及び周

辺 1500m の範囲、4 季)

工事中 

･建設機械の稼働に伴う自

然とのふれあいの場への

影響 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う自然とのふれあい

の場への影響 

･造成等の工事に伴う自然

とのふれあいの場への影

響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う自然とのふれあいの場

への影響 

･施設の供用に伴う自然と

のふれあいの場への影響 

･自動車交通の発生に伴う

自然とのふれあいの場へ

の影響 

･事業計画、大気質、

騒音等の調査結果

に基づく推定によ

り予測 

･事業計画、地域交

通等の調査結果に

基づく推定により

予測 

廃棄物等 

･廃棄物等に係

る公的な計画

の有無とその

内容 

･廃棄物処理施

設等の整備状

況 

･廃棄物等の排

出抑制、再使

用及び再生利

用の取組等 

･既存資料調査 

工事中 

･造成等の工事に伴う廃棄

物等への影響 

存在･供用 

･施設の供用に伴う廃棄物

等への影響 

･工事計画、利用者

数等により廃棄物

等の種類、排出量

を予測 

･工事計画、排出抑

制計画等により排

出抑制、再使用及

び再生利用の状況

を予測 

温室効果

ガス等 
－ － 

工事中 

･建設機械の稼働に伴う温

室効果ガス 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う温室効果ガス 

存在･供用 

･自動車交通の発生に伴う

温室効果ガス 

･工事計画、利用者

数等により予測 
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表 8.2-1(4) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

コミュニ

ティ 

･コミュニティ

施設等の分布

の状況 

･コミュニティ

施設等の利用

の状況 

･コミュニティ

施設等への経

路及び交通手

段 

･既存資料調査 

･現地調査 

(最寄りコミュニティ

施設等 3 地点、1 回) 

工事中 

･建設機械の稼働に伴う自

然とのふれあいの場への

影響 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う自然とのふれあい

の場への影響 

･造成等の工事に伴う自然

とのふれあいの場への影

響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う自然とのふれあいの場

への影響 

･施設の供用に伴う自然と

のふれあいの場への影響 

･自動車交通の発生に伴う

自然とのふれあいの場へ

の影響 

･事業計画、大気質、

騒音等の調査結果

に基づく推定によ

り予測 

･事業計画、地域交

通等の調査結果に

基づく推定により

予測 

地域交通 

･交差点方向別

交通量 

･渋滞長 

･信号現示 

･既存資料調査 

･現地調査 

(3 交差点、 

平日､休日の 2 回) 

工事中 

･建設機械の稼働に伴う地

域交通への影響 

･資材運搬等の車両の走行

に伴う地域交通への影響 

･造成等の工事に伴う地域

交通への影響 

存在･供用 

･敷地及び施設の存在に伴

う地域交通への影響 

･施設の供用に伴う地域交

通への影響 

･自動車交通の発生に伴う

地域交通への影響 

･事業計画により将

来交通量、交通量

の増加割合、必要

に応じて交差点解

析により予測 

･交通量、交通流予

測結果に基づく予

測 

･安全交通対策の調

査結果に基づく予

測 

･道路の構造 

･交通安全対策

の状況 

･既存資料調査 

･現地調査(1 回) 

･交通事故の状

況 

･バス路線、バ

ス本数、バス

走行時間の状

況 

･既存資料調査 
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第 9 章 第 8 章の選定についての市長の技術的助言の内容 

 

「第 8 章 環境影響評価の調査項目及び調査方法」の選定について、市長の技術的助言を

求めた箇所はない。 
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第10章  調査結果の概要並びに予測及び評価の結果 

 

10.1 大気質 

本事業の建設機械の稼働、造成等の工事、資材運搬等の車両の走行、自動車交通の発生に伴う

大気質への影響が考えられるため、大気質に係る調査、予測及び評価を行った。 

 

10.1.1 調査 

1)調査内容 

(1)大気質の状況 

窒素酸化物、浮遊粒子状物質、炭化水素(非メタン炭化水素)及び粉じん(降下ばいじん)の状

況を調査した。 

環境影響要因別の調査項目は表 10.1-1 に示すとおりである。 

 

表 10.1-1 大気質の調査項目 

環境影響要因

環境影響評価の項目 

公園の建設 

工事 存在・供用 

建設機械の 

稼働 

資材運搬等の

車両の走行 

造成等の 

工事 

自動車交通の

発生 

窒素酸化物 ○ ○  ○ 

浮遊粒子状物質 ○ ○  ○ 

炭化水素(非メタン炭化水素)    ○ 

粉じん(降下ばいじん)  ○ 

 

(2)気象の状況 

風向、風速、気温、湿度を調査した。 

 

(3)その他の予測・評価に必要な事項 

大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況、既存発生源の状況、学校・病院その

他の環境の保全について配慮の必要な施設及び住宅の分布状況を調査した。 
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2)調査方法 

調査方法は表 10.1-2 に示すとおりである。 

 

表 10.1-2 大気質の状況の調査方法 

調査内容 調査方法 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質 

既存資料調査
｢さいたま市の大気状況｣(さいたま市環境局環境共生部
環境対策課 HP)等の整理及び解析。 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
粉じん 

現地調査 

窒素酸化物 

公定法：「二酸化窒素に係る環境基準に
ついて」(昭和 53年､環境庁告
示第 38号)に定める測定方法

簡易法：PTIO 法(サンプラーに試薬を染
み込ませた紙を入れ、大気中
に暴露することで窒素酸化物
(二酸化窒素)を発色させて吸
光度から測定する方法) 

浮遊粒子状 
物質 

「大気の汚染に係る環境基準につい
て」(昭和 48年、環境庁告示第 25号)
に定める測定方法 

粉じん 
(降下ばいじん)

衛生試験法に基づく方法(降下ばいじ
んとしてダストジャーにて測定) 

①大気質の状況 
･沿道環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
炭化水素 

現地調査 

窒素酸化物 
「二酸化窒素に係る環境基準につい
て」(昭和 53年、環境庁告示第 38号)
に定める測定方法 

浮遊粒子状 
物質 

「大気の汚染に係る環境基準につい
て」(昭和 48年、環境庁告示第 25号)
に定める測定方法 

炭化水素 
(非メタン 
炭化水素) 

「環境大気中の鉛・炭化水素の測定法
について」(昭和 52年、環大企第 61号
環境庁大気保全局長通知)に定める測
定方法 

②気象の状況 
･風向、風速 

既存資料調査
地域気象観測所、一般局の観測資料の整理及び解析とし
た。 

②気象の状況 
･風向、風速、気温、
湿度 

現地調査 
「地上気象観測指針」(平成 14 年、気象庁)に定める測定
方法 

③大気の移流、拡散等

に影響を及ぼす地

形・地物の状況 

既存資料調査
「埼玉県地理環境情報 WebGIS」(埼玉県)等の整理及び解
析。 

④その他の予測・評価

に必要な事項 
･既存の発生源の状
況 

既存資料調査

固定発生源 
「さいたま市見沼田圃土地利用現況調
査業務報告書」(平成 26年、さいたま
市)、「住宅地図」等の整理及び解析。

移動発生源 
「平成 27年度 全国道路・街路交通情
勢調査」(平成 29年、国土交通省道路
局企画課 HP)の整理及び解析。 

現地調査 
移動発生源 
(交通量) 

「10.15 地域交通」の調査結果を活用。

④その他の予測・評価
に必要な事項 
･学校、病院その他の
環境の保全につい
ての配慮が特に必
要な施設及び住宅
の分布状況 

既存資料調査

「埼玉県学校便覧」(平成 29 年 5月 1日現在、埼玉県教
育局教育政策課 HP)「さいたま市保育施設 PR ガイド」(平
成 29 年、さいたま市子ども未来局/幼児未来部/保育課)
等の整理及び解析。 
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3)調査地域・地点 

調査地域・地点は、表 10.1-3、図 10.1-1 に示すとおりである。 

 

表 10.1-3 調査地域・地点 

調査内容 調査地域・地点 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質 

既存資料

調査 

事業実施区域近傍の一般局であるさいたま市大宮局、さいた

ま市片柳局。 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
粉じん 

現地調査

調査地域は事業実施区域の敷地境界から約 200m の範囲とし、

調査地点は以下のとおりとした。  
・窒素酸化物[公定法]及び浮遊粒子状物質 

事業実施区域内の1地点(E1)、 

最寄りの配慮施設の芝川小学校(E2)の計2地点 

・窒素酸化物[簡易法]  

事業実施区域内の1地点(E1)、 

事業実施区域東側及び西側の住宅地(E3、E4)の計 3地点

・粉じん(降下ばいじん) 

事業実施区域内の1地点(E1) 

①大気質の状況 
･沿道環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
炭化水素 

現地調査

調査地域は交通量が相当程度変化する資材運搬等の車両の走

行経路及び自動車交通の発生箇所の道路端から片側 200mの範

囲とした。 

調査地点は配慮施設又は住居が分布する区間のうちの 4 地点

(T1～T4)。 

②気象の状況 
･風向、風速 

既存資料

調査 

事業実施区域近傍の一般局であるさいたま市大宮局、さいた

ま市片柳局。 

②気象の状況 
･風向、風速、気温、
湿度 

現地調査 事業実施区域内の 1地点(E1)。 

③大気の移流、拡散等

に影響を及ぼす地

形・地物の状況 

既存資料

調査 
事業実施区域及びその周辺。 

④その他の予測・評価

に必要な事項 
･既存の発生源の状
況 

既存資料

調査 

固定発生源：事業実施区域及びその周辺。 

移動発生源：資材運搬等の車両の走行経路、自動車交通の発

生箇所及びその周辺地域。 

現地調査 移動発生源(交通量)：「10.15 地域交通」と同様。 

④その他の予測・評価
に必要な事項 
･学校、病院その他
の環境の保全につ
いての配慮が特に
必要な施設及び住
宅の分布状況 

既存資料

調査 

事業実施区域及びその周辺地域並びに資材運搬等の車両の走

行経路、自動車交通の発生箇所及びその周辺地域。 
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4)調査期間・頻度 

調査期間・頻度は、表 10.1-4 に示すとおりである。 

 

表 10.1-4 調査期間・頻度 

調査内容 調査期間・頻度 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質 

既存資料調査
平成24年度から平成28年度までの5年間の調査結果を整
理。 

①大気質の状況 
･一般環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
粉じん 

現地調査 

・窒素酸化物､浮遊粒子状物質 
春季：平成 29年 5 月 14 日～ 5 月 20 日(7 日間)
夏季：平成 29年 8 月 20 日～ 8 月 26 日(7 日間)
秋季：平成 29年 11 月 5 日～ 11 月 11 日(7 日間)
冬季：平成 30年 1 月 21 日～ 1 月 27 日(7 日間)

・粉じん(降下ばいじん) 
春季：平成 29年 4 月 21 日～ 5 月21日(1ヶ月間)
夏季：平成 29年 7 月 27 日～ 8 月26日(1ヶ月間)
秋季：平成 29年 10 月 13 日～ 11 月12日(1ヶ月間)
冬季：平成 29年 12 月 21 日～
 平成 30年 1 月20日(1ヶ月間)

①大気質の状況 
･沿道環境： 
窒素酸化物、 
浮遊粒子状物質、
炭化水素 

現地調査 
①大気質の状況(一般環境：窒素酸化物、浮遊粒子状物質)

と同様。 

②気象の状況 
･風向、風速 

既存資料調査 平成 29年*1を含む過去 10年のデータを整理。 

②気象の状況 
･風向、風速、気温、
湿度 

現地調査 
①大気質の状況(一般環境：窒素酸化物、浮遊粒子状物質)

と同様。 

③大気の移流、拡散等

に影響を及ぼす地

形・地物の状況 

既存資料調査 平成 30年時点掲載のデータを整理。 

④その他の予測・評価

に必要な事項 
･既存の発生源の状
況 

既存資料調査
固定発生源 最新のデータを整理。 

移動発生源 平成 27年度のデータを整理。 

現地調査 
移動発生源

(交通量) 
「10.15 地域交通」と同様。 

④その他の予測・評価
に必要な事項 
･学校、病院その他
の環境の保全につ
いての配慮が特に
必要な施設及び住
宅の分布状況 

既存資料調査 平成 29年のデータを整理。 

   
*1.平成 29年 4月～12月の気象観測結果は暫定値である。 
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 凡 例 

 事業実施区域 

 主な既存発生源(隣接する道路) 

■ 大気質(窒素酸化物[公定法]及び[簡易法]、 
浮遊粒子状物質、粉じん(降下ばいじん)) 

・気象調査地点(E1)

● 大気質(窒素酸化物[公定法]、浮遊粒子状物質) 
調査地点(E2)

▲ 大気質(窒素酸化物[簡易法])調査地点(E3、E4) 

<配慮施設等> 

○幼  :幼稚園 ○中  :中学校 □特 :特別養護老人ホーム 

○保  :保育園 □図  :図書館   

○小  :小学校 □病  :病院   
 

図 10.1-1(1) 大気質調査地点

   

E2

E1

E3

E4
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●  大気質調査地点(T1～T4) 

 

図 10.1-1(2) 大気質調査地点 

T1

T2 

T3

T4
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5)調査結果 

(1)大気質の状況 

a)既存資料調査 

既存資料調査結果は、「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 1)大気質、騒音、振動、悪臭、

その他の大気に係る環境の状況 (2)大気質 (p.3-22)」に示すとおりである。 
 

b)現地調査 

(a)窒素酸化物(二酸化窒素) 

窒素酸化物(二酸化窒素)の調査結果は表 10.1-5 に示すとおりである。 

一般環境の調査地点における日平均最高値は 0.012～0.028ppm であり、全ての地点で環境

基準を満たしていた。 

また、沿道環境の調査地点における日平均最高値は 0.013～0.032ppm であり、全ての地点

で環境基準(0.04～0.06ppm のゾーン内又はそれ以下)を満たしていた。 

なお、公定法の測定結果の詳細、一般環境の調査地点における各地点(E1～E4)及び各調査方

法(公定法、簡易法)による調査結果の比較は「資料編 2.大気質 (p.資 2-2、資 2-59)」に示す。 
 

表 10.1-5 現地調査結果(窒素酸化物(二酸化窒素)) 

調査内容 
調査
地点

調査
時期

調査結果(ppm) *1 
期間平均値 日平均値の最高値 1 時間値の最高値

一般環境 

公定法

E1

春季 0.008 0.013 ○ 0.028 
夏季 0.009 0.012 ○ 0.027 
秋季 0.014 0.021 ○ 0.042 
冬季 0.012 0.019 ○ 0.041

E2

春季 0.007 0.012 ○ 0.023 
夏季 0.011 0.014 ○ 0.035 
秋季 0.015 0.023 ○ 0.042 
冬季 0.011 0.018 ○ 0.037

簡易法

E1

春季 0.007 0.014 ○ -
夏季 0.008 0.012 ○ -
秋季 0.014 0.023 ○ -
冬季 0.009 0.018 ○ -

E3

春季 0.009 0.019 ○ -
夏季 0.009 0.017 ○ -
秋季 0.016 0.026 ○ -
冬季 0.007 0.023 ○ -

E4

春季 0.008 0.019 ○ -
夏季 0.010 0.016 ○ -
秋季 0.018 0.028 ○ -
冬季 0.008 0.019 ○ -

沿道環境 

T1

春季 0.017 0.026 ○ 0.043 
夏季 0.012 0.015 ○ 0.032 
秋季 0.021 0.031 ○ 0.058 
冬季 0.012 0.021 ○ 0.046

T2

春季 0.016 0.021 ○ 0.037 
夏季 0.012 0.016 ○ 0.030
秋季 0.021 0.032 ○ 0.070 
冬季 0.014 0.023 ○ 0.052

T3

春季 0.012 0.017 ○ 0.026 
夏季 0.013 0.018 ○ 0.034
秋季 0.019 0.029 ○ 0.064 
冬季 0.014 0.021 ○ 0.043

T4

春季 0.010 0.018 ○ 0.031 
夏季 0.011 0.013 ○ 0.037 
秋季 0.020 0.030 ○ 0.053 
冬季 0.016 0.025 ○ 0.052

環境基準 -
0.04～0.06 の範囲内

またはそれ以下 
-

 
*1. ○：環境基準を満たす ×：環境基準を満たさない   
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(b)浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質の調査結果は表 10.1-6 に示すとおりである。測定結果の詳細は「資料編 2.

大気質 (p.資 2-38)」に示すとおりである。 

一般環境の調査地点については、日平均の最高値は 0.024～0.054mg/m3、1時間値の最高値

は 0.061～0.148mg/m3であり、全ての地点で環境基準(長期的評価[0.10mg/m3以下]、短期的評

価[0.20mg/m3以下])を満たしていた。 

沿道環境の調査地点については、日平均の最高値は 0.021～0.054mg/m3、1時間値の最高値

は 0.047～0.110mg/m3であり、環境基準(長期的評価[0.10mg/m3以下]、短期的評価[0.20 mg/m3

以下])を満たしていた。 

 

表 10.1-6 現地調査結果(浮遊粒子状物質) 

調査内容 
調査 

地点 

調査 

時期 

調査結果(mg/m3) *1 

期間平均値 
日平均値の 

最高値 

1 時間値の 

最高値 

一般環境 

E1 

春季 0.025 0.040 ○ 0.071 ○

夏季 0.023 0.032 ○ 0.071 ○

秋季 0.029 0.052 ○ 0.104 ○

冬季 0.012 0.025 ○ 0.148 ○

E2 

春季 0.023 0.032 ○ 0.061 ○

夏季 0.024 0.029 ○ 0.093 ○

秋季 0.030 0.054 ○ 0.101 ○

冬季 0.009 0.024 ○ 0.061 ○

沿道環境 

T1 

春季 0.021 0.032 ○ 0.055 ○

夏季 0.018 0.024 ○ 0.047 ○

秋季 0.029 0.054 ○ 0.095 ○

冬季 0.013 0.026 ○ 0.063 ○

T2 

春季 0.023 0.035 ○ 0.062 ○

夏季 0.025 0.034 ○ 0.063 ○

秋季 0.030 0.052 ○ 0.103 ○

冬季 0.016 0.027 ○ 0.055 ○

T3 

春季 0.023 0.033 ○ 0.070 ○

夏季 0.019 0.027 ○ 0.054 ○

秋季 0.028 0.050 ○ 0.079 ○

冬季 0.011 0.021 ○ 0.054 ○

T4 

春季 0.022 0.035 ○ 0.061 ○

夏季 0.025 0.035 ○ 0.051 ○

秋季 0.028 0.053 ○ 0.110 ○

冬季 0.010 0.024 ○ 0.064 ○

環境基準 - 0.10 以下 0.20 以下 
 

*1. ○：環境基準を満たす ×：環境基準を満たさない 
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(c)粉じん(降下ばいじん) 

粉じん(降下ばいじん)の調査結果は表 10.1-7 に示すとおりである。測定結果の詳細は「資

料編 2.大気質 (p.資 2-58)」に示すとおりである。 

降下ばいじん量は 0.5～4.9t/km2/月であった。 

 

表 10.1-7 現地調査結果(粉じん(降下ばいじん)) 

調査内容 調査地点 調査時期 調査結果(t/km2/月) 

一般環境 E1 

春季 4.1 

夏季 3.6 

秋季 4.9 

冬季 0.5 

 

(d)炭化水素(非メタン炭化水素) 

炭化水素(非メタン炭化水素)の調査結果は表 10.1-8 に示すとおりである。測定結果の詳細

は「資料編 2.大気質 (p.資 2-50)」に示すとおりである。 

調査期間における午前 6～午前 9時の 3時間平均値は春,夏季では全ての地点で指針値(0.20

～0.31ppmC 以下)を満たしていた。秋,冬季は T1で指針値を満たしていなかったが、T2～T4 で

は指針値を満たしていた。 

 

表 10.1-8 現地調査結果(炭化水素(非メタン炭化水素)) 

調査内容 
調査 
地点 

調査 
時期 

調査結果(ppmC) *1 

期間平均値 
午前 6時から 
午前 9時までの 
期間平均値 

【参考】 
午前 6時から

午前 9時までの
3 時間平均値 
の最高値 

沿道環境 

T1 

春季 0.17 0.16 ○ 0.30 

夏季 0.30 0.31 ○ 0.37

秋季 0.35 0.32 × 0.52 

冬季 0.22 0.34 × 0.60

T2 

春季 0.18 0.20 ○ 0.29 

夏季 0.26 0.26 ○ 0.37

秋季 0.27 0.23 ○ 0.40 

冬季 0.17 0.27 ○ 0.43

T3 

春季 0.20 0.21 ○ 0.31 

夏季 0.20 0.22 ○ 0.30

秋季 0.26 0.21 ○ 0.47 

冬季 0.17 0.27 ○ 0.44

T4 

春季 0.18 0.19 ○ 0.31 

夏季 0.24 0.23 ○ 0.32

秋季 0.29 0.25 ○ 0.37 

冬季 0.19 0.28 ○ 0.39

指針値 - 0.20～0.31 以下 - 
 

*1. ○：指針値を満たす ×：指針値を満たさない(表中の網掛け箇所) 
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(2)気象の状況 

a)既存資料調査 

さいたま市大宮局及びさいたま市片柳局の風配図(平成 29 年)は図 10.1-2 に示すとおりであ

る。 

なお、過去 10 年(平成 19年～平成 28 年)の観測値を用いて異常年検定を行った結果、さいた

ま市大宮局については風向の西北西(WSW)で異常年と判定された。さいたま市片柳局については

異常年ではないと判定された。異常年検定の結果の詳細は、「資料編 2.大気質 (p.資 2-68)」

に示すとおりである。 
 
測 定 局：さいたま市大宮局 
測定高さ：地上 9m 
測定期間：平成 29年 1月～平成 29年 12 月 

 

風向
*1 

出現頻度 平均風速
(%) (m/s) 

N 0.1  0.6  
NNE 0.1  0.7  
NE 0.1  0.8  
ENE 0.2  0.6  
E 2.2  0.9  
ESE 13.7  1.1  
SE 11.6  1.0  
SSE 2.2  0.8  
S 0.2  0.7  
SSW 0.1  0.7  
SW 0.1  0.6  
WSW 0.1  0.6  
W 0.8  0.7  
WNW 23.6  1.4  
NW 0.9  0.8  
NNW 0.1  0.6  
CALM 43.9  - 

 

測 定 局：さいたま市片柳局 
測定高さ：地上 7m 
測定期間：平成 29年 1月～平成 29年 12 月 

 

風向
*1 

出現頻度 平均風速
(%) (m/s) 

N 14.3  1.9 
NNE 8.6  1.0 
NE 3.6  0.9 
ENE 1.3  0.7 
E 2.2  0.8 
ESE 2.0  0.9 
SE 2.6  1.3 
SSE 3.8  1.6 
S 4.7  1.7 
SSW 5.3  1.8 
SW 1.3  1.0 
WSW 0.7  0.8 
W 0.5  0.9 
WNW 1.3  1.2 
NW 3.3  1.4 
NNW 7.7  1.7 
CALM 36.8  - 

 

凡例 
 ： 風向出現頻度(%) 
 ： 平均風速(m/s) 

*1.静穏(Calm)は 0.4m/s 以下を指す。 

 

図 10.1-2 風配図(平成 29 年、さいたま市大宮局、さいたま市片柳局)
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b)現地調査 

(a)風向・風速 

風向・風速の調査結果は表 10.1-9 及び図 10.1-3 に示すとおりである。測定結果の詳細は「資

料編 2.大気質 (p.資 2-60)」に示すとおりである。 

風速の期間平均値は春季で 1.6m/s、夏季で 1.1m/s、秋季で 1.8m/s、冬季で 2.4m/s であっ

た。 

調査期間中の最多風向は、春季は北で出現率は 11.3%、夏季は北で 11.9%、秋季及び冬季は

北北西で 28.6%であった。 

 

表 10.1-9 現地調査結果(風向・風速) 

調査 

地点 

調査 

時期 

風速(m/s) 風向 静穏*1 

出現率 

(%) 

期間 

平均値 

日平均値

最高値 

1 時間値

最高値 

最多 

風向 

出現率 

(%) 

E1 

春季 1.6  2.1  4.4  北(N) 11.3 11.3  

夏季 1.1 1.4 3.5 北(N) 11.9 20.8 

秋季 1.8 4.2 9.8 北北西(NNW) 28.6 16.7 

冬季 2.4 3.2 7.3 北北西(NNW) 28.6 15.5  
*1. 静穏は 0.4m/s 以下を指す。 
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春季 夏季 

秋季 冬季 

*1.静穏は 0.4m/s 以下を指す。 

凡例 

 ： 風向出現頻度(%) 

 ： 平均風速(m/s) 
 

図 10.1-3 風配図 
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(b)気温・湿度 

気温・湿度の調査結果は表 10.1-10 に示すとおりである。 

気温の期間平均値は春季で 18.2℃、夏季で 27.9℃、秋季で 11.8℃、冬季で 0.3℃であった。 

湿度の期間平均値は春季で 69%、夏季で 73%、秋季で 67%、冬季で 58%であった。 

 

表 10.1-10 現地調査結果(気温・湿度) 

調査 

地点 

調査 

時期 

気温(℃) 湿度(%) 

期間 

平均値 

日平均値

最高値 

1 時間値 

最高値 

期間 

平均値 

日平均値 

最高値 

1 時間値

最高値 

E1 

春季 18.2  22.2  30.5  69 79 94 

夏季 27.9 29.7 36.6 73 82 100 

秋季 11.8 13.6 21.4 67 83 99 

冬季  0.3  4.4 11.8 58 83 100 

 

(3)大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況 

地形・地物の状況は、「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 4)地形及び地質 (1)地形の状

況 (p.3-44)」に示すとおりである。 

 

(4)その他の予測・評価に必要な事項 

a)既存発生源の状況 

(a)既存資料調査 

事業実施区域周辺の主な既存の発生源としては、事業実施区域南側に隣接する市道 20366 号

線(図 10.1-1(2)参照)があげられる。 

なお、移動発生源(交通量)の調査結果は「第 3 章 地域特性  3.1 社会的状況  4)交通の状

況  (1)道路 (p.3-10)」に示すとおりである。 

 

(b)現地調査 

移動発生源(交通量)の調査結果は、「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 

(p.10.15-6)」に示すとおりである。 

 

(c)学校・病院その他の環境の保全について配慮の必要な施設及び住宅の分布状況 

学校、病院、その他の環境の保全について配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況につい

ては、「第 3 章 地域特性 3.1 社会的状況 5)学校、病院その他の環境保全についての配慮

が特に必要な施設及び住宅の分布状況 (p.3-12)」に示すとおりである。 
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10.1.2 予測 

1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 

(1)予測内容 

建設機械の稼働に伴う大気質(窒素酸化物、浮遊粒子状物質)の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土

技術政策総合研究所)を参考に、図 10.1-4 に示すとおりとした。 

 

 

図 10.1-4 建設機械の稼働に伴う大気質の予測手順 

  

気象データ
・風向、風速、日射量 
 放射収支量のデータ 

予測地域及び予
測地点 

施工範囲の設定 排出源の設定
・建設機械等の種類及び台数
・年間の稼働日数 

排出源高さの風速の設定 排出源位置の設定

稼働時間帯

気象条件の設定 
・稼働時間帯年平均大気安定
度別有風時弱風時出現割合

・稼働時間帯年平均大気安定
度別風向出現割合 

・稼働時間帯年平均大気安定
度別風向別平均風速  

拡散幅等の設定

建設機械等の 
代表排出源高さ

排出係数

体積換算
係数[NOX]

単位時間当たり排出量の計算

拡散式による基準濃度計算
・有風時：プルーム式 
・弱風時：パフ式 

年平均 NOX、SPM 濃度の算出

NOX変換式 
 (統計モデル) 

工事寄与の年平均 

NO
2
、SPM 濃度の算出 
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b)予測式 

(a)有風時(風速 1m/s を超える場合) 

次のプルーム式を用いた。 

C(x,y,z)= 
Q 

exp( -
y2 ) ･ exp { -

(z-H)2}+exp{- (z+H)2 }  2π･u･σy･σz 2σy
2 2σz

2 2σz
2  

C(x,y,z) ： (x,y,z)地点における濃度(ppm または mg/m3) 

Q ： 点煙源の排出強度(mL/s または mg/s) 

u ： 平均風速(m/s) 

H ： 排出源の高さ(m) 

σy,σz ： 水平[y]、鉛直[z]方向の拡散幅(m) 

x ： 風向に沿った風下距離(m) 

y ： x 軸に直角な水平距離(m) 

z ： x 軸に直角な鉛直距離(m) 

 

(b)弱風時(風速 1m/s を以下の場合) 

次のパフ式を用いた。 

  
1-exp(- L ) 1-exp (- M )

C(x,y,z)= 
Q 

-
t02 +

t02

(2π)3/2･α2･γ 2L 2M  

L= 
1 { x

2+y2
+
(z-H)2 }2 α2 γ2  

M= 
1 { x

2+y2
+
(z+H)2 }2 α2 γ2  

to ： 初期拡散幅に相当する時間(s) 

α,γ ： 拡散幅に関する係数 

 

(c)初期拡散幅の設定 

拡散式で用いる拡散幅の設定は、有風時と弱風時でそれぞれ以下のとおりとした。 

 

◇プルーム式(有風時：風速が 1m/s を超える場合) 

 ・水平方向拡散幅σy 

σy=σy0+1.82 σyp 

σy0=WC 2 

σy0 ： 水平方向初期拡散幅(m) 

σyp ： Pasquill-Gifford の水平方向拡散幅(m)

WC ： 煙源配置間隔(m) 

 

 ・鉛直方向拡散幅σz 

σz =σz0 +σzp 

σz0 = 2.9m 

σz0 ： 鉛直方向初期拡散幅(m) 

σzp ： Pasquill-Gifford の鉛直方向拡散幅(m)
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拡散パラメータσyp及びσzpは、Pasquill-Gifford 図(図 10.1-5)から求めた。 

 

出典：「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所) 
 

図 10.1-5 風下距離の関数としての Pasquill-Gifford の σyp、σzp 

 

◇パフ式(弱風時：風速が 1m/s 以下の場合) 

 ・初期拡散幅に相当する時間 t0 

t0= 
WC
α 

WC ： 煙源配置間隔(m) 

α ： 拡散幅に関する係数(Turner のパラメータ、表 10.1-11 参照) 

 

表 10.1-11  弱風時の拡散パラメータ 

安定度 α γ 

A 0.948 1.569 

A-B 0.859 0.862 

B 0.781 0.474 

B-C 0.702 0.314 

C 0.635 0.208 

C-D 0.542 0.153 

D 0.470 0.113  
出典：「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所) 
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(d)排出源高さ風速の推定 

排出源高さの風速を推定する際のべき乗則には次式を用いた。これは、接地気層と外部境界

層の下層を含む高度約 200～300m 以下の大気中の風速の鉛直分布を表わす経験式である。 

U = U0 ( H )
P

H0 
U ： 煙源配置間隔等(m) 

U0 ： 基準高さ H0の風速(m/s) 

P ： べき指数(表 10.1-12 参照) 

 

表 10.1-12 べき指数 Pの値と地表状態 

土地利用の状況 べき指数 本予測で用いた条件

市街地 1/3  

郊外 1/5 ○ 

障害物のない平坦地 1/7   
出典：「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所) 

 

(e)年平均濃度の算出 

年平均値の算出は、有風時の風向別大気安定度別基準濃度、弱風時の大気安定度別基準濃度、

単位時間当たり排出量及び気象条件を用いて、予測地点における年平均濃度を次式により算出

した。 

Ca = 

 
Σ 

r 
( 

16

Σ
s=1

RWsr･fWsr
+Rr×fcr ) ×Q

usr  
Ca ： 年平均濃度(ppm または mg/m3) 

RWsr ： プルーム式により求められた風向別大気安定度別基準濃度(1/m3) 

Rr ： パフ式により求められた大気安定度別基準濃度(1/m3) 

fWsr ： 稼働時間帯における年平均大気安定度別風向出現割合 

usr ： 稼働時間帯における年平均大気安定度別風向別平均風速(m/s) 

fcr ： 稼働時間帯における年平均大気安定度別弱風時出現割合 

Q ： 稼働・非稼働時及び稼働日を考慮した単位時間あたり排出量(mL/s または mg/s)

 なお、s は風向(16 方位)、r は大気安定度の別を示す。 
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(f)窒素酸化物(NOX)から二酸化窒素(NO2)への変換 (NOX変換式) 

窒素酸化物濃度を二酸化窒素濃度に変換する式は、「窒素酸化物総量規制マニュアル(新版)」

(平成 12 年、公害研究対策センター)に基づき、以下の統計モデルを用いた。 

回帰式には、埼玉県内の過去 5 年間における全ての常時監視測定局(一般局と自排局)の年平

均値データを用いて作成した。なお、一般局と自排局による回帰式は、両回帰式の交点である

0.01884ppm を境界にして、それ以下の場合一般局の回帰式を、0.01884ppm を超過したときは

自排局の回帰式を用いた(図 10.1-6 参照)。 

NO2 = 0.3341・([NOX]D+[NOX]B)0.7988(一般局による回帰式)  

NO2 = 0.1579・([NOX]D+[NOX]B)0.6101(自排局による回帰式) 

 ここで、 

NO2 ： 二酸化窒素濃度 

[NOX]D ： 窒素酸化物の対象道路からの寄与 

[NOX]B ： 窒素酸化物のバックグラウンド濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10.1-6 埼玉県内における窒素酸化物(NOX)と二酸化窒素(NO2)の関係（回帰式） 

 

(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、事業実施区域及びその周辺の約200 mの範囲とした。 

予測地点は予測地域における最大付加濃度出現地点とし、予測高さは地上 1.5m とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、建設機械の稼働に伴う大気汚染物質排出量が最大となる時期とし、先行

整備地区である合併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始 3 ヶ月目から 14ヶ月目の 1 年

間とした。予測対象時期等の設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示

すとおりである。 
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(5)予測条件 

a)年間工事日数及び施工時間帯 

先行整備地区である合併記念見沼公園の工事実績を参考に、月当たりの工事日数は、日曜日

のみを休工として、26日と設定し、年間工事日数は 26日×12 ヶ月＝312 日とした。また、建

設機械の稼働時間帯は、昼間の 8 時間(8 時～12時及び 13 時～17時)とした。 

 

b)建設機械の種類及び稼働台数 

事業実施区域内で行われる主な工事のうち、建設機械の稼働に伴う大気汚染物質量が最も多

くなると想定される時期における建設機械の種類及び年間当たりの稼働台数は、先行整備地区

である合併記念見沼公園の工事実績を参考に本事業の事業規模から、表 10.1-13 に示すように

設定した。建設機械の種類及び年間稼働台数の設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.

資 1-1)」に示すとおりである。 

 

表 10.1-13 建設機械の種類及び年間稼働台数 

建設機械の種類 年間延べ稼働台数(台/年) *1 

バックホウ(0.7m3) 1,976  

ブルドーザー(20t) 624  

自走式破砕機 208  

バックホウ(0.4m3) 858  

タイヤショベル(0.4m3) 390  

トラッククレーン(4.9t 吊) 546  

ラフタークレーン(25t) 78  

振動ローラー(4t) 78  

タンパ(80kg) 390  

合計 5,148  

*1.工事開始 3ヶ月目から 14ヶ月目の 1年間の延べ稼働台数とした。 
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c)排出係数原単位 

本事業では、排出ガス対策型の建設機械を積極的に導入する計画とし、できる限り一次排出

ガス対策型と同等以上の性能を持つ建設機械を使用する計画である。 

大気汚染物質の排出量は下式により算出でき、本予測で設定した建設機械ごとの排出係数原

単位は表 10.1-14 に、1年間の大気汚染物質排出量は表 10.1-15 に示すとおりである。 

 

Qi=(Pi×K)×Br/b 

Qi ： 建設機械 iの排出係数原単位(時間当たり排出量)(g/h) 

Pi ： 定格出力(kW) 

K ： エンジン排出係数原単位(g/kW･h) 

Br ： 原動機燃料消費量(g/kW/h) 

b ： ISO-C1 ﾓｰﾄﾞにおける平均燃料消費率(g/kW/h) 

 

表 10.1-14 定格出力別の NOXのエンジン排出係数と平均燃料消費率 

定格出力(kW) 

NOX排出係数原単位(g/kW/h) 平均燃料消費率(b) 

二次排出ガス

対策型 
一次排出ガス

対策型 

排出ガス 

未対策型 

二次排出ガス 

対策型 

一次排出ガス

及び排出ガス

未対策型 

～15  5.3  5.3  6.7 285 296 

15～30  5.8  6.1  9.0 265 279 

30～60  6.1  7.8 13.5 238 244 

60～120  5.4  8.0 13.9 234 239 

120～  5.3  7.8 14.0 229 237 

 

表 10.1-15 予測で設定した大気汚染物質の排出係数原単位 

建設機械 

定格 

出力 

(Pi) *1 

原動機燃

料消費量

(Br) *1

ISO-C1 ﾓｰﾄﾞに
おける平均燃
料消費率(b) 

エンジン排出係数

原単位(K) 

排出係数原単位 

Qi 

NOX PM NOX PM 

(kW) (g/kW･h) (g/kW･h) (g/kW･h) (g/h) 

バックホウ 
(0.7m3) 

116 127.0 239 8.0 0.34 387 16

ブルドーザー 
(20t) 

152 127.0 237 7.8 0.31 520 21

自走式破砕機 240 153.6 237 14.0 0.41 1524 45

バックホウ 
(0.4m3) 

64 127.0 239 8.0 0.34 213 9

タイヤショベル 
(0.4m3) 

21 127.0 279 6.1 0.54 34 3

トラッククレーン 
(4.9t 吊) 

107 36.5 239 13.9 0.45 176 6

ラフタークレーン 
(25t) 

193 73.0 237 7.8 0.31 348 14

振動ローラー 
(4t) 

21 132.8 279 6.1 0.54 33 3

タンパ(80kg) 3 249.1 296 6.7 0.53 17 1
 
*1. 定格出力、燃料消費率については、「建設機械等損料表 平成 29年度版」(平成 29年、日本建設機械施工

協会)より設定。   
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d)大気汚染物質排出量 

大気汚染物質排出量は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25 年、国土

交通省国土技術政策総合研究所)に基づき、次式を用いて算出した。 

Qt=VW× 
1 

×
1 

×
1

×

2

Σ
i=1

(Nit×Ei)
3600 1000 T0 

Qt ： 単位時間当たり排出量(mL/s または mg/s) 

VW ： 体積換算係数(mL/g または mg/g) 

(窒素酸化物の場合 20℃、1 気圧で 523mL/g、浮遊粒子状物質の場合 1000mg/g) 

Nit ： 建設機械 iの時間当たり稼働台数(台/h) 

Ei ： 建設機械 iの排出係数(g/台/日) 

 

e)煙源位置及び排出源高さ 

排出源の位置は図 10.1-7 に示すとおりであり、建設機械の稼働を考慮して、事業実施区域内

に点煙源を均等に配置した。 

建設機械の排出源高さは、予測対象時期が概ね造成工事(主に掘削工、盛土工)であることか

ら、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25 年、国土交通省国土技術政策総

合研究所)を参考に地上 3.0m とした。 
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 凡 例 

 事業実施区域 

● 排出源 

  

  

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 
 

図 10.1-7 排出源の位置 
 

 

 

小

病
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f)気象条件の設定 

気象条件は、以下に示すように風向別、大気安定度別、有風・弱風別の出現割合と平均風速

を求め、拡散計算に用いた。 

・稼働時間帯における有風時と弱風時の出現率 

・大気安定度別の稼働時間帯の有風時における年平均風向別出現割合 

・大気安定度別の稼働時間帯の有風時における年平均風向別平均風速 

ここで、風向・風速データは過去 11 年間(2007 年～2017 年)の観測値を用い、基準年の異常

年検定で異常年ではないと判定された 2017 年(平成 29年)1 月～12 月の 1年間のさいたま市片

柳局の測定値を用い、安定度分類に用いた日射量及び放射収支量のデータは、最寄り観測地点

である埼玉県環境科学国際センターの同時期のデータを用いた。 
 

A=強不安定、B=並不安定、C=弱不安定、D=中立、E=弱安定、F=並安定、G=強安定 

図 10.1-8 風向別安定度別出現頻度及び平均風速 
 

g)バックグラウンド濃度の設定 

予測に用いた二酸化窒素、窒素酸化物、浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度は表 10.1-16

に示すとおりである。 

バックグラウンド濃度は、事業実施区域周辺の一般局のうち、風向などのデータから、地物

等による風向等の偏りが小さいと考えられるさいたま市片柳局の年平均値を用いることとした。

また、「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 1)大気質、騒音、振動、悪臭、その他の大気に係

る環境の状況 (2)大気質 (p.3-24 及び p.3-26)」に示すとおり、さいたま市片柳局における平

成 24年度から平成 28 年度までの二酸化窒素、浮遊粒子状物質の測定結果は、いずれも経年的

に概ね横ばい、もしくは、漸減傾向を示しており、将来的にも同様の傾向と考えられるため、

最新の平成 28年度の測定結果を採用した。 
 

表 10.1-16 予測に用いるバックグラウンド濃度 

項目 バックグラウンド濃度 

二酸化窒素(ppm) 0.012 

窒素酸化物(ppm) 0.015 

浮遊粒子状物質(mg/m3) 0.017 
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(6)予測結果 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値予測結果は、表 10.1-17 及び図 10.1-9 に示すとお

りである。 

二酸化窒素の最大付加濃度は事業実施区域南側の敷地境界付近において 0.0079ppm、バック

グラウンド濃度を加えた将来濃度は 0.0199ppm、建設機械の稼働に伴う寄与率は 39.8%と予測さ

れる。 

浮遊粒子状物質の最大付加濃度は事業実施区域南側の敷地境界付近において 0.0013mg/m3、バ

ックグラウンド濃度を加えた将来濃度は 0.0183mg/m3、建設機械の稼働に伴う寄与率は 7.3%と

予測される。 

 

表 10.1-17 建設機械の稼働に伴う大気質の予測結果(年平均値) 

予測項目 
最大付加濃度

出現地点 

バックグラウ

ンド濃度 

建設機械の 

稼働に伴う 

最大付加濃度 

建設機械の 

稼動に伴う 

将来濃度 

寄与率 

(%) 

① ② ③＝②＋① ④＝②/③×100

二酸化窒素 

(ppm) 

事業実施区域

南側敷地境界
0.012 0.0079 0.0199 39.8 

浮遊粒子状 

物質(mg/m3) 

事業実施区域

南側敷地境界
0.017 0.0013 0.0183 7.3 
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 凡 例 

 事業実施区域 

● 最大付加濃度出現地点 

  

  

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

 

図 10.1-9(1) 建設機械の稼働に伴う 

二酸化窒素(付加濃度)の 

予測結果 
 

 

  

小

病

0.0079

単位：ppm
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 凡 例 

 事業実施区域 

● 最大付加濃度出現地点 

  

  

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

 

図 10.1-9(2) 建設機械の稼働に伴う 

浮遊粒子状物質(付加濃度)

の予測結果 
 

 

  

小

病

単位：mg/m3

0.0013
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2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 

(1)予測内容 

資材運搬等の車両の走行に伴う大気質(窒素酸化物、浮遊粒子状物質)への影響について予測

した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測の手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国

土技術政策総合研究所)を参考に、図 10.1-10 に示すとおりとした。 

 

 

図 10.1-10 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質年平均値の予測計算手順 

 

  

気象データの設定 
・風向、風速の時間値データ

排出源高さの風速の推定 

道路条件の設定 
・車道部幅員 
・道路構造、路面位置 
・予測点位置

交通条件の設定 
(将来基礎交通量、資材運搬等
の車両) 
・時間別交通量 
・平均走行速度 
・車種別構成比 排出源位置の設定 

気象入力データの設定 
･年平均有風時弱風時出現割合
･年平均時間別風向出現割合 
･年平均時間別平均風速

拡散式による基準濃度計算
・有風時：プルームモデル
・弱風時：パフモデル 

車種別走行速
度別の排出係
数(将来基礎交
通量、資材運搬
等の車両) 

時間別平均排出量の計算 

年平均時間別濃度の算出

年平均濃度の算出

NO
x
変換式 

対象道路の年平均付加濃度

年平均値予測濃度

窒素酸化物→二酸化窒素 

将来のﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ濃度

拡散幅等の設定 

浮遊粒子状物質 
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b)予測式 

(a)有風時(風速 1m/s を超える場合) 

次のプルーム式を用いた。 

C(x,y,z) =
Q 

exp (- y2 ) exp {-(z-H)
2

}+exp {-(z+H)
2

}  2π･u･σy･σz 2σy
2 2σz

2 2σz
2   

C(x,y,z) ： (x,y,z)地点における濃度(ppm または mg/m3) 

Q ： 点煙源の排出強度(mL/s または mg/s) 

u ： 平均風速(m/s) 

H ： 排出源の高さ(m) 

σy,σz ： 水平[y]、鉛直[z]方向の拡散幅(m) 

x ： 風向に沿った風下距離(m) 

y ： x 軸に直角な水平距離(m) 

z ： x 軸に直角な鉛直距離(m) 

 

(b)弱風時(風速 1m/s 以下の場合) 

次のパフ式を用いた。 

 
1-exp(-

L
) 1-exp(-

M
)

C(x,y,z)= 
Q

-
t02

+
t02

(2π)3/2･α2･γ 2L 2M  

L= 
1 

 
 x2+y2

+
(z-H)2

2  α2 γ2

 

M= 
1 

 
 x2+y2

+
(z+H)2

2  α2 γ2

 

t0 ： 初期拡散幅に相当する時間(s) 

α,γ ： 拡散幅に関する係数 

 

(c)初期拡散幅の設定 

拡散式で用いる拡散幅の設定は、有風時と弱風時でそれぞれ以下のとおりとした。 

［プル－ム式：有風時(風速が 1m/s を超える場合)］ 

・鉛直方向の拡散幅(σz) 

σz = σz0 + 0.31･L0.83 

σz0 ： 鉛直方向の初期拡散幅σz0 = 1.5(m) 

L ： 道路端からの距離(L = x - W/2) 

x ： 風向に沿った風下距離(m) 

W ： 車道部幅員(m) 

x<W/2 の場合はσz = σz0 

 

・水平方向の拡散幅(σy) 

σy = W/2 + 0.46L0.81 

なお、x < W/2 の場合は、σy = W/2 とした。 
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［パフ式：弱風時(風速が 1m/s 以下の場合)］ 

・初期拡散幅に相当する時間(t0) 

t0 = 
W 

2α 
W ： 車道部幅員(m) 

α ： 以下に示す拡散幅に関する係数(m/s) 

α= 0.3 

γ=
0.18(昼間) 

0.09(夜間) 

昼間：午前 7時から午後 7時まで、夜間：午後 7 時から翌午前 7時まで 

 

(d)気象条件の設定 

予測に用いる気象条件は、排出源高さの風速をべき乗則の式を用いて推定し、その結果を基

に次の項目について整理した。プル－ム式及びパフ式の適用判断は、ここで整理した気象デ－

タ(排出源高さの風速)に基づいて行った。 
 

・有風時及び弱風時の年間の時間別出現割合 

・有風時の年平均時間別風向出現割合 

・有風時の年平均時間別風向別平均風速 
 

排出源高さの風速を推定した際のべき乗則は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 

(2)予測方法 b)予測式 (d)排出源高さ風速の推定 (p.10.1-17)」で示した鉛直分布を表す経

験式と同様とした。 

  

(e)排出源の設定 

排出源は図 10.1-11 に示すとおり連続した点煙源とし、原則として車道部の中央に、予測断

面を中心に前後あわせて 400m にわたり配置した。その際、点煙源の間隔は、予測断面の前後

20m の区間で 2m 間隔､その両側それぞれ 180m の区間で 10m 間隔とした。 

本予測では平面構造道路が対象となるため、煙源高さは地上 1m高さとした。 
 

 

図 10.1-11 点煙源の配置 

●●

 歩道部  排出源 高さ(1m)   

●●

  ●    

～～ ～～ ～～ ～～ ～～

1
80

m 

  ●   

1
0=

 

  ●   

1
8@

 

2
00

m 

●●

● 

1
0@

2
=2

0
m ● 

● 

● 

● 

● 

● 

予測断面 ● 

●●
  

 車道部幅員(W)  

 道路幅員  



10.1-30 

(f)時間別平均排出量の算定方法 

窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の時間別平均排出量は、車種別時間別交通量に車種別排出係

数を乗じ、これを合算して求めた。窒素酸化物、浮遊粒子状物質の時間別平均排出量を次式に

示す。 

Qt = VW×
1 

×
1 

×

2

Σ
i=1

(Nit×Ei) 
3600 1000

 

Qt ： 時間別平均排出量(mL/m･s または mg/m･s) 

Ei ： 車種別排出係数(g/km･台) 

Nit ： 車種別時間別交通量(台/h) 

VW ： 換算係数(mL/g または mg/g)窒素酸化物の場合 20℃、1 気圧で 523mL/g 

 

(g)年平均濃度の算定方法 

年平均濃度は、以下の式を用いて算出した。  

 
24 

Σ
t=1 

Cat 

Ca = 
24 

 

Cat = { 
24 

Σ 
t=1 ( 

Rws
×fwts ) Rcdn×fct }QtUws

 

Ca ： 年平均濃度(ppm または mg/m3) 

Cat  ： 時刻ｔにおける年平均濃度(ppm または mg/m3) 

Rws  ： プル－ム式により求められた風向別基準濃度(m-1) 

fwts ： 年平均時間別風向出現割合 

uwts ： 年平均時間別風向別平均風速(m/s) 

Rcdn ： パフ式により求められた昼夜別基準濃度(s/m2) 

fct ： 年平均時間別弱風時出現割合 

Qt  ： 年平均時間別平均排出量(mL/m･s または mg/m･s) 

なお、添字の sは風向(16 方位)、ｔは時間、dnは昼夜の別、wは有風時、cは弱風時を示す。 

 

(h)窒素酸化物から二酸化窒素への変換(NOX変換式) 

NOX変換式は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 (2)予測方法 b)予測式 (f)窒

素酸化物(NOX)から二酸化窒素(NO2)への変換 (NOX変換式) (p.10.1-18)」と同様とした。 

 

(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、資材運搬等の車両の走行ルートから片側 200m の範囲

とした。予測地点は調査地点(T4)の 1 地点とし、予測位置は道路端の地上 1.5m 高さとした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、資材運搬等の車両の走行が最大となる時期とし、先行整備地区である合

併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始から 3～14 ヶ月目の期間とした。予測対象時期

等の設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 
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(5)予測条件 

a)将来交通量 

将来基礎交通量は現況交通量として「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (1)自動

車交通、歩行者・自転車交通の状況 (p.10.15-6)」を用い、資材運搬等の車両台数は先行整備

地区である合併記念見沼公園の工事実績を参考として、表 10.1-18 に示すとおりとした。設定

根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

将来基礎交通量は、現況の断面交通量を平成 29年の平日と休日の割合(平日 248 日、休日 117

日)で割り戻した日交通量とした。 

資材運搬等の車両の台数は、年間最大車両発生台数 4,368 台/年(工事開始 3 ヶ月目～14 ヶ月

目)を 1 年間(365 日)で割った日交通量 12 台/日(往復 24台/日)とした。なお、安全側の観点か

ら、発生する交通量(往復 24台/日)全てが予測地点 T4を走行するものとした。 
 

表 10.1-18 資材運搬等の車両の走行に伴う将来交通量 

予測地点 車種 

将来基礎交通量 
(台/日) *1 

資材運搬等の 
車両交通量 *2 

(台/日) 

資材運搬等の車両の走行 
に伴う将来交通量 *2 

(台/日) 

① ② ③(=①+②) 

T4 

小型車 8,249 0 8,249

大型車 456 24 480

合計 8,705 24 8,729
 

*1.T4 を通過する交通量は、交差点 C3の B断面の交通量(表 10.15-5、図 10.15-2 参照)を用いた。 

*2.資材運搬等の車両の走行時間帯は 8時～17時とした。 
 

b)走行速度及び排出係数 

走行速度は予測地点の規制速度とし、排出係数は表 10.1-19 に示す「国土技術政策総合研究

所資料 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠(平成22年度版)」(平成24年、

国土技術政策総合研究所)の平成 27年(2015 年)の値を用いた。 
 

表 10.1-19 予測に用いた走行速度及び排出係数 

走行速度 車種 
窒素酸化物 
(g/km･台) 

浮遊粒子状物質
(g/km･台) 

対応する 

予測地点 

40km/h 
小型車 0.069 0.002019 

T4 
大型車 1.344 0.048968 

  
 

c)道路条件 

予測地点の道路断面図は図 10.1-12 に示すとおりであり、道路構造は平坦とした。 

[T4] 

南側敷地境界 北側敷地境界 
 48.9 
 

3.2 0.5 6.5 23.0 9.0 0.5 6.2 

■■ ● ● ■■

         

 歩道 路
肩 

車線 中央分離帯 車線 路
肩 

歩道

単位：m  

● ： 煙源位置(地上 1.0m) 
■ ： 予測地点位置(地上 1.5m) 

図 10.1-12 道路断面図  
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d)気象条件 

気象条件は、平成 29年 1月～12月の 1年間のさいたま市片柳局の測定値を用いて設定した。 

予測に用いた気象条件は、表 10.1-20 に示すとおりである。 

  

表 10.1-20 予測に用いた気象条件(さいたま市片柳局) 

時
間 

項目 

有風時の出現状況 弱風
時の
出現
頻度

NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW N 

1 
出現頻度 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.5 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 2.7 4.1 89.0
平均風速 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 1.2 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 1.4 1.7 -

2 
出現頻度 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 0.8 0.8 0.3 0.0 0.0 0.0 0.8 1.4 4.1 90.4
平均風速 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.8 1.6 2.0 1.3 1.6 0.0 0.0 0.0 1.4 1.8 1.6 -

3 
出現頻度 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.5 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 2.7 4.4 90.1
平均風速 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.1 2.6 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.7 1.6 1.5 -

4 
出現頻度 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 0.8 1.4 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 3.0 6.8 86.3
平均風速 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 1.6 1.6 0.0 0.0 0.0 1.1 1.2 1.7 1.5 -

5 
出現頻度 0.8 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.5 0.8 0.0 0.0 0.0 0.3 0.8 1.9 5.2 89.0
平均風速 1.1 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 1.2 2.1 0.0 0.0 0.0 1.0 1.6 1.4 1.6 -

6 
出現頻度 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 2.2 3.0 91.5
平均風速 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.5 1.4 -

7 
出現頻度 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 1.4 0.3 0.0 0.0 0.5 1.9 2.7 2.7 89.0
平均風速 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.2 1.2 1.2 0.0 0.0 1.0 1.5 1.3 1.6 -

8 
出現頻度 1.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.5 0.3 0.5 0.0 0.3 0.5 1.9 3.0 5.2 85.5
平均風速 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 1.4 2.1 1.2 0.0 1.7 1.1 1.2 1.6 1.5 -

9 
出現頻度 1.9 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.3 1.4 0.3 0.0 0.0 1.4 2.2 2.5 9.3 80.0
平均風速 1.2 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 1.5 1.2 1.5 1.5 0.0 0.0 1.6 1.4 1.5 1.7 -

10 
出現頻度 1.4 0.8 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 1.9 1.9 0.3 0.0 0.0 1.6 3.0 6.3 7.7 74.5
平均風速 1.2 1.2 0.0 0.0 0.0 1.5 1.2 1.5 1.6 2.1 0.0 0.0 1.5 1.6 1.7 1.8 -

11 
出現頻度 3.3 0.5 0.0 0.0 0.0 1.1 2.5 1.9 4.1 0.0 0.0 0.0 1.4 3.3 4.9 9.9 67.1
平均風速 1.2 1.4 0.0 0.0 0.0 1.2 1.2 1.3 1.6 0.0 0.0 0.0 1.5 1.7 1.8 1.9 -

12 
出現頻度 3.3 0.8 0.0 0.0 0.3 1.1 2.5 4.1 3.6 0.3 0.0 0.3 0.5 1.9 6.8 9.9 64.7
平均風速 1.3 1.2 0.0 0.0 1.0 1.1 1.3 1.3 1.8 1.2 0.0 1.1 2.1 1.7 1.9 1.8 -

13 
出現頻度 1.6 0.3 0.0 0.0 0.3 1.6 2.5 5.5 3.0 0.3 0.0 0.0 0.3 1.6 7.1 9.0 66.8
平均風速 1.4 2.0 0.0 0.0 1.0 1.4 1.3 1.5 1.9 1.1 0.0 0.0 1.2 1.7 2.0 2.0 -

14 
出現頻度 1.4 0.5 0.0 0.0 0.0 1.9 4.7 6.3 3.6 0.3 0.0 0.5 0.3 1.6 6.0 11.2 61.6
平均風速 1.4 1.2 0.0 0.0 0.0 1.4 1.5 1.6 1.7 1.5 0.0 1.2 1.2 1.7 1.9 2.0 -

15 
出現頻度 1.1 0.5 0.0 0.0 0.5 2.2 6.6 4.7 4.4 0.3 0.0 0.0 0.0 0.8 4.7 12.9 61.4
平均風速 1.3 1.2 0.0 0.0 1.2 1.4 1.4 1.7 1.7 1.0 0.0 0.0 0.0 1.8 1.8 2.1 -

16 
出現頻度 1.9 0.3 0.3 0.3 0.0 2.2 6.8 6.0 3.8 0.8 0.3 0.0 0.0 0.5 2.7 12.9 61.1
平均風速 1.4 1.5 1.0 1.3 0.0 1.4 1.5 1.5 1.8 1.5 1.1 0.0 0.0 1.5 2.2 2.0 -

17 
出現頻度 0.8 0.3 0.0 0.5 0.5 3.6 4.4 4.4 7.7 0.3 0.3 0.0 0.0 0.8 3.6 11.0 61.9
平均風速 1.7 1.2 0.0 1.2 1.1 1.2 1.3 1.4 1.6 1.0 1.1 0.0 0.0 1.3 1.7 1.9 -

18 
出現頻度 1.6 0.3 0.0 0.3 0.0 0.8 3.8 3.6 7.7 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 10.4 69.0
平均風速 1.2 1.2 0.0 1.4 0.0 1.3 1.3 1.3 1.5 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 1.6 1.7 -

19 
出現頻度 1.4 0.3 0.0 0.0 0.0 1.6 0.8 3.8 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8 3.3 6.3 75.6
平均風速 1.2 1.1 0.0 0.0 0.0 1.3 1.2 1.5 1.4 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.4 1.6 -

20 
出現頻度 1.4 0.0 0.0 0.0 0.3 1.4 1.1 3.3 5.5 0.3 0.0 0.0 0.0 1.4 1.4 5.5 78.6
平均風速 1.3 0.0 0.0 0.0 1.0 1.1 1.2 1.3 1.5 1.1 0.0 0.0 0.0 1.5 1.5 1.7 -

21 
出現頻度 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 1.1 2.7 1.4 0.3 0.0 0.0 0.3 0.5 3.0 5.2 85.2
平均風速 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 1.3 1.3 1.7 1.2 0.0 0.0 1.6 1.2 1.7 1.7 -

22 
出現頻度 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 2.2 0.8 0.0 0.0 0.3 0.0 1.1 3.0 4.9 86.0
平均風速 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 1.3 1.6 0.0 0.0 1.2 0.0 1.1 1.7 1.9 -

23 
出現頻度 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 1.1 1.9 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 1.6 4.7 89.3
平均風速 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 1.7 1.5 1.4 0.0 0.0 0.0 1.2 1.4 1.6 1.9 -

24 
出現頻度 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.3 0.3 1.4 1.1 0.0 0.3 0.0 0.0 0.3 2.5 4.4 89.3
平均風速 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0 1.2 1.4 1.5 1.1 0.0 1.1 0.0 0.0 1.2 1.9 1.7 -

全
日 

出現頻度 1.1 0.2 0.0 0.0 0.1 0.8 1.8 2.4 2.8 0.2 0.0 0.1 0.3 1.2 3.4 7.1 78.5
平均風速 1.3 1.3 1.0 1.3 1.1 1.3 1.4 1.5 1.6 1.3 1.1 1.3 1.4 1.5 1.7 1.8 -

 

e)バックグラウンド濃度の設定 

バックグラウンド濃度は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 (5)予測条件 g)バッ

クグラウンド濃度の設定 (p.10.1-23)」と同様とした。 
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(6)予測結果 

資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の予測結果は、表 10.1-21 に示すとおりである。なお、

道路端からの距離減衰図については、「資料編 2.大気質 (p.資 2-70)」に示す。 

二酸化窒素の将来濃度は 0.012125～0.012355ppm、資材運搬等の車両の走行により寄与率は

0.02～0.06%と予測される。 

浮遊粒子状物質の将来濃度は 0.017047～0.017070mg/m3、資材運搬等の車両走行により寄与率

は 0.01%と予測される。 

 

表 10.1-21(1) 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の予測結果(二酸化窒素) 

予測地点 
(地上 
1.5m) 

予測
方向

バックグ
ラウンド
濃度 
(ppm) 

将来基礎 
交通量による

付加濃度 
(ppm) 

資材運搬等の
車両による 
付加濃度 
(ppm) 

資材運搬等の
車両の走行に
伴う将来濃度 

(ppm) 

寄与率 
(%) 

① ② ③ ④=①+②+③ ⑤=③/④×100

T4 
南側

0.012 
0.000347 0.000008 0.012355 0.06 

北側 0.000122 0.000003 0.012125 0.02 

 

表 10.1-21(2) 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の予測結果(浮遊粒子状物質) 

予測地点 
(地上 
1.5m) 

予測
方向

バックグ
ラウンド
濃度 

(mg/m3) 

将来基礎 
交通量による

付加濃度 
(mg/m3) 

資材運搬等の
車両による 
付加濃度 
(mg/m3) 

資材運搬等の
車両の走行に
伴う将来濃度 

(mg/m3) 

寄与率 
(%) 

① ② ③ ④=①+②+③ ⑤=③/④×100

T4 
南側

0.017 
0.000068 0.000002 0.017070 0.01 

北側 0.000045 0.000001 0.017047 0.01 
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3)造成等の工事に伴う大気質への影響 

(1)予測内容 

造成等の工事に伴う大気質(降下ばいじん量)への影響についてを予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測の手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国

土技術政策総合研究所)を参考に、図 10.1-13 に示すとおりとした。 

 

図 10.1-13 造成等の工事に伴う大気質への影響の予測手順 

  

事業特性の把握 
・計画区域の位置(施工範囲と面積等)
・工事計画の概要 

地域特性の把握 
・気象の状況 
・地形、地質の状況 
・住居(保全対象施設)などの配置状況

予測位置の設定

工事の種別及びユニットの設定 
・土工量 
・工事日数 
・ユニットの施工能力 

粉じん等が発生する施工範囲の設定 

季節別降下ばいじん量 

工事日数の設定 
※工事は昼間の 8時間稼働 

気象データの設定(大気質)
・風向風速の季節別データ
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b)予測式 

[季節別風向別降下ばいじん量] 

Rds＝Nu･Nd ∫
π/16
 
 
 
-π/16 ∫

x2

 
 
 
x1

a･(us/u0)-b･(x/x0)-cxdxdθ/A 

 

Rds ： 季節別風向別降下ばいじん量(t･m/s/km2/月) 添字sは風向[16方位]を示す｡ 

Nu ： ユニット数 

Nd ： 季節別の平均月間工事日数(日/月) 

x1 ： 予測地点から季節別の施工範囲の手前側の敷地境界線までの距離(m) 

x2 ： 予測地点から季節別の施工範囲の奥側の敷地境界線までの距離(m) 

(x1,x2<1mの場合は､x1,x2＝1mとする) 

a ： 基準降下ばいじん量(t/km2/月/ユニット) 

(基準風速時の基準距離における1ユニットからの1日当りの降下ばいじん量) 

(表10.1-22参照) 

us ： 季節別風向別平均風速(m/s) 

  (us<1m/sの場合は､us=1m/sとする) 

u0 ： 基準風速(u0=1m/s) 

b ： 風速の影響を表す係数(b=1) 

x ： 風向に沿った風下距離(m) 

x0 ： 基準距離(m)(x0＝1m) 

c ： 降下ばいじんの拡散を表す係数(表10.1-22参照) 

A ： 季節別の施工範囲の面積(m2) 

 

[季節別降下ばいじん量] 

Cd= 

n 

Σ
s=1 

RdsfWs 

 

Cd ： 季節別降下ばいじん量(t/km2/月) 

n ： 方位(=16) 

fWs ： 季節別風向出現割合 添字sは風向(16方位)を示す｡ 

なお、予測計算の考え方は、図 10.1-14 のとおりである。 

 

図 10.1-14 降下ばいじん量の予測計算の考え方 
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(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、予測地点は図 10.1-15 に示すとおり、事業実施区域

近傍に位置する民家等の付近の 8 地点とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、造成等の工事に伴う建設機械の稼働台数が最大となる時期とし、先行整

備地区である合併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始 4ヶ月目とした。なお、予測対

象時期等の設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

 

(5)予測条件 

a)ユニット数及び係数 

建設機械の稼働に伴って降下ばいじんが発生する掘削工事及び盛土工事におけるユニット数

及び係数等は、表 10.1-22 に示すとおりとした。 

 

表 10.1-22 ユニット数及び係数等 

工種 ユニット数

基準降下ばいじん量

を表す係数 

a 

降下ばいじんの

拡散を表す係数

c 

ユニット近傍で 

の降下ばいじん量 

(t/km2/8h) 

掘削工 3 17,000 2.0 - 

盛土工 2 - - 0.04  
出典：「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所) 

 
 

b)降下ばいじんの発生源位置 

降下ばいじんの発生源条件と予測地点との関係は、造成工事計画から図 10.1-15 に示すとお

りとした。 

 

c)平均月間工事日数 

平均月間工事日数は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 (5)予測条件 a)年間工事

日数及び施工時間帯 (p.10.1-19)」と同様とした。 
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 凡 例 

 事業実施区域 

 発生源位置(掘削工) 

 発生源位置(盛土工) 

● 予測地点(No.1～No.8) 

  

  

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

図 10.1-15 造成工事に伴う大気質

(降下ばいじん)予測地

点 
 

 

  

小

病
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d)気象条件 

風向、風速はさいたま市片柳局の平成 29 年の測定結果を用いた。なお、風速については「1)

建設機械の稼働に伴う大気質への影響 (2)予測方法 b)予測式 (d)排出源高さ風速の推定 

(p.10.1-17)」と同様の方法により、さいたま市片柳局(観測高さ：地上 7m)の風速から地上 10m

の風速に補正を行った。また、ベき指数は土地利用の状況に合わせて 1/5(郊外)とした。 

 

表 10.1-23 稼働時間帯における季節別風向出現頻度及び平均風速 

季 
節 
*1 

項目 
北
北
東 

北
東 

東
北
東 

東 

東
南
東 

南
東 

南
南
東 

南 

南
南
西 

南
西 

西
南
西 

西 
西
北
西 

北
西 

北
北
西 

北 

春 
季 

頻度 
(%) 

9.4 7.1 3.0 2.6 4.2 7.2 10.1 10.9 9.9 1.9 1.4 0.5 1.2 2.9 5.6 14.0

風速 
(m/s) 

1.6 1.1 1.0 1.0 1.1 1.6 1.8 2.0 2.6 1.4 1.0 1.3 1.3 1.9 2.0 2.7

夏 
季 

頻度 
(%) 

8.4 4.6 3.9 5.3 4.6 6.0 9.9 11.1 8.2 0.5 1.0 0.3 0.4 0.4 2.0 6.9

風速 
(m/s) 

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.6 2.0 1.9 2.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.4 1.5

秋 
季 

頻度 
(%) 

17.7 5.1 2.1 4.8 3.8 2.9 4.4 2.2 3.6 1.0 0.8 0.5 0.4 1.9 5.1 20.7

風速 
(m/s) 

1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.1 1.3 1.7 1.7 1.3 1.0 1.0 2.7 1.9 1.6 2.0

冬 
季 

頻度 
(%) 

7.4 6.3 1.7 2.6 1.8 1.1 1.4 1.9 3.5 1.7 1.1 1.1 4.0 7.2 17.7 28.7

風速 
(m/s) 

1.4 1.1 1.0 1.0 1.1 1.0 1.1 1.3 1.7 1.3 1.1 1.2 1.8 2.1 2.7 2.6

*1. 春季:3～5月、夏季:6～8月、秋季:9～11 月、冬季:12～2月 

 

(6)予測結果 

造成等の工事に伴う降下ばいじん量の予測結果は表 10.1-24 に示すとおりであり、各予測地

点における降下ばいじん量は、1.1～4.4t/km2/月と予測される。 

 

表 10.1-24 造成等の工事に伴う降下ばいじん量の予測結果 

予測地点 
予測結果(t/km2/月) *1 

春季 夏季 秋季 冬季 

No.1 1.6 1.6 1.4 1.2 

No.2 1.4 1.6 1.5 1.2 

No.3 1.5 1.8 1.7 1.4 

No.4 3.7 4.4 3.7 3.0 

No.5 1.5 1.4 1.3 1.4 

No.6 1.4 1.2 1.3 1.4 

No.7 1.2 1.2 1.2 1.3 

No.8 1.2 1.1 1.1 1.3  
*1. 春季:3～5月、夏季:6～8月、秋季:9～11 月、冬季:12～2月 

 

 

  



10.1-39 

4)自動車交通の発生に伴う大気質への影響 

(1)予測内容 

自動車交通の発生に伴う大気質(窒素酸化物、浮遊粒子状物質、炭化水素)への影響について

予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測の手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国

土技術政策総合研究所)を参考に、予測手順は図 10.1-16 に示すとおりとした。 

 

 

図 10.1-16 自動車交通の発生に伴う大気質年平均値の予測計算手順 

 

b)予測式 

予測式は、「2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 (2)予測方法 b)予測式 

(p.10.1-28)」と同様とした。 

 

(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、関係車両の走行ルートから片側 200m の範囲とした。 

予測地点は調査地点と同様とし、関係車両の走行が想定されている 4地点(T1～T4)とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、関係車両の走行台数が定常状態となる時期とした。 

  

気象データの設定 
・風向、風速の時間値データ

排出源高さの風速の推定 

道路条件の設定 
・車道部幅員 
・道路構造、路面位置 
・予測点位置 

交通条件の設定 
(将来基礎交通量、関係車両)
・時間別交通量 
・平均走行速度 
・車種別構成比 

排出源位置の設定 

気象条件の設定 
･年平均有風時弱風時出現割合
･年平均時間別風向出現割合 
･年平均時間別平均風速

拡散式による基準濃度計算
・有風時：プルームモデル
・弱風時：パフモデル 

車種別走行速
度別の排出係
数(将来基礎
交通量、関係
車両) 

時間別平均排出量の計算 

年平均時間別濃度の算出 

年平均濃度の算出 

NO
x
変換式 

対象道路の年平均付加濃度

年平均値予測濃度 

窒素酸化物→二酸化窒素 

将来のﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ濃度 

拡散幅等の設定 

浮遊粒子状物質、炭化水素
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(5)予測条件 

a)走行時間帯 

関係車両の走行時間帯、「平成 26 年度 都市公園利用実態調査報告書(抄)」(平成 27 年 3 月、

国土交通省都市局公園緑地･景観課)を参考に、7時～21 時とした。 

 

b)将来交通量 

将来基礎交通量は、現況交通量として「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (1)

自動車交通、歩行者・自転車交通の状況 (p.10.15-6)」を用い、関係車両の走行台数は、「平

成 26年度 都市公園利用実態調査報告書(抄)」(平成 27年 3月、国土交通省都市局公園緑地･

景観課)等を参考として、表 10.1-25 に示すとおりとした。設定根拠の詳細は「資料編 1.予測

条件の詳細 (p.資 1-2)」に示すとおりである。 

将来基礎交通量は、現況の断面交通量を平成 29年の平日と休日の割合(平日 248 日、休日 117

日)で割り戻した日交通量とした。 

関係車両の走行台数は、年間発生台数(片道 64,061 台/年)を 1 年間(365 日)で割った日交通

量 176 台/日(往復で 352 台/日)とした。なお、安全側の観点から、全ての予測地点で 176 台/

日(往復で 352台/日)が走行するものとした。 

 

表 10.1-25 自動車交通の発生に伴う将来交通量 

予測地点 車種 

将来基礎交通量 

(台/日) *1 

関係車両交通量

(台/日) *2 

自動車交通の発生 

に伴う将来交通量 

(台/日) *2 

① ② ③(=①+②) 

T1 

小型車 5,326 352 5,698

大型車 320 0 320

合計 5,646 352 5,998

T2 

小型車 4,497 352 4,849

大型車 330 0 330

合計 4,827 352 5,179

T3 

小型車 3,671 352 4,023

大型車 190 0 190

合計 3,861 352 4,213

T4 

小型車 8,249 352 8,601

大型車 456 0 456

合計 8,705 352 9,057

*1.各予測地点を通過する交通量は以下を用いた。(表 10.15-5、図 10.15-2 参照) 

 T1：交差点 C1の A断面交通量  T2：交差点 C1の C断面交通量 

 T3：交差点 C2の C断面交通量  T4：交差点 C3の B断面交通量 

*2.関係車両の走行時間帯は 7：00～21:00 とした。 
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c)走行速度及び排出係数 

走行速度は予測地点の規制速度とし、排出係数は表 10.1-26 に示すとおりである。 

窒素酸化物及び粒子状物質については、「国土技術政策総合研究所資料 道路環境影響評価等

に用いる自動車排出係数の算定根拠(平成 22年度版)」(平成 24 年、国土交通省国土技術政策総

合研究所)に示される平成27年(2015年)の排出係数を用いた。非メタン炭化水素については「都

内自動車排出ガス量等算出調査委託報告書」(平成 24年、東京都環境局)から設定した。 

 

表 10.1-26 予測に用いた走行速度及び排出係数 

走行速度 車種 
窒素酸化物 

(g/km･台) 

粒子状物質 

(g/km･台) 

非メタン炭化水素 

(g/km･台) 

対応する 

予測地点 

30km/h 
小型車 0.085 0.002822 0.009 

T1、T2、T3
大型車 1.702 0.061324 0.124 

40km/h 
小型車 0.069 0.002019 0.009 

T4 
大型車 1.344 0.048968 0.104 
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d)道路条件 

予測地点の道路断面図は図 10.1-17 に示すとおりであり、道路構造は平坦とした。 

 

[T1] 

西側敷地境界 東側敷地境界
 
 6.8  

0.8 2.5 2.5 1.0 

■■ 
 

●● ■■

     

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T2] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.6 
 

0.8 3.0 3.0 0.8 

■■ ●● ■■

    

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T3] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.0 
 

0.7 2.7 2.7 0.7 

■■ ●● ■■

    

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T4] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 48.9 
 

3.2 0.5 6.5 23.0 9.0 0.5 6.2 

■■ ● ● ■■

        

 歩道 路
肩 

車線 中央分離帯 車線 路
肩 

歩道

 
単位:m  

● ： 煙源位置(地上 1.0m) 
■ ： 予測地点位置(地上 1.5m) 

 

図 10.1-17 道路断面図 
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e)気象条件 

気象条件は、「2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 (5)予測条件 d)気象条件 

(p.10.1-33)」と同様とした。 

 

f)バックグラウンド濃度 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度は、「1)建設機械の稼働に伴う大気

質への影響 (5)予測条件 g)バックグラウンド濃度の設定 (p.10.1-23)」と同様とした。また、

非メタン炭化水素のバックグラウンド濃度は、表 10.1-27 のとおりである。 

非メタン炭化水素のバックグラウンド濃度は、事業実施区域の最寄りの一般局であるさいた

ま市役所局の年平均値を用いることとした。また、さいたま市役所局における平成 24年度から

平成 28 年度までの非メタン炭化水素の測定結果は、経年的に概ね横ばい傾向(表 10.1-28 参照)

を示しており、将来的にも同様の傾向と考えられるため、最新の平成 28 年度の測定結果を採用

した。 

 

表 10.1-27 予測に用いるバックグラウンド濃度 

項目 バックグラウンド濃度 

非メタン炭化水素(ppmC) 0.19 

 

表 10.1-28 さいたま市役所局における非メタン炭化水素年平均値の経年変化 

項目 測定局名 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

非メタン 

炭化水素 

(ppmC) 

さいたま 

市役所局 
0.21 0.20 0.18 0.20 0.19 

 
出典：埼玉県大気汚染常時監視システム 

 

(6)予測結果 

自動車交通の発生に伴う大気質の予測結果は表 10.1-29 に示すとおりである。なお、道路端

からの距離減衰図については、「資料編 2.大気質 (p.資 2-71)」に示す。 

二酸化窒素の将来濃度は 0.012123～0.013113ppm、自動車交通の発生による寄与率は 0.02～

0.23%と予測される。 

浮遊粒子状物質の将来濃度は 0.017046～0.017157mg/m3、自動車交通の発生による寄与率は

0.01 未満～0.02%と予測される。 

非メタン炭化水素の将来濃度は 0.19023～0.19061ppmC、自動車交通の発生による寄与率は

0.01 未満～0.01%と予測される。 
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表 10.1-29(1) 自動車交通の発生に伴う大気質の予測結果(二酸化窒素) 

予測地点 

(地上 

1.5m) 

予測 

方向 

バックグ

ラウンド

濃度 

(ppm) 

将来基礎 

交通量による

付加濃度 

(ppm) 

関係車両 

による 

付加濃度 

(ppm) 

自動車交通の 

発生に伴う 

将来濃度 

(ppm) 

寄与率 

(%) 

① ② ③ ④(=①+②+③) ⑤(=③/④×100)

T1 
西側 

0.012 

0.001083 0.000030 0.013113 0.23 

東側 0.001041 0.000029 0.013070 0.22 

T2 
南側 0.000785 0.000023 0.012808 0.18 

北側 0.000748 0.000022 0.012770 0.18 

T3 
南側 0.000494 0.000021 0.012515 0.17 

北側 0.000472 0.000021 0.012493 0.17 

T4 
南側 0.000346 0.000007 0.012353 0.05 

北側 0.000120 0.000002 0.012123 0.02 

 

表 10.1-29(2) 自動車交通の発生に伴う大気質の予測結果(浮遊粒子状物質) 

予測地点 

(地上 

1.5m) 

予測 

方向 

バックグ

ラウンド

濃度 

(mg/m3) 

将来基礎 

交通量による

付加濃度 

(mg/m3) 

関係車両 

による 

付加濃度 

(mg/m3) 

自動車交通の 

発生に伴う 

将来濃度 

(mg/m3) 

寄与率 

(%) 

① ② ③ ④(=①+②+③) ⑤(=③/④×100)

T1 
西側 

0.017 

0.000153 0.000004 0.017157 0.02 

東側 0.000148 0.000004 0.017152 0.02 

T2 
南側 0.000120 0.000003 0.017124 0.02 

北側 0.000116 0.000003 0.017119 0.02 

T3 
南側 0.000087 0.000004 0.017091 0.02 

北側 0.000085 0.000004 0.017088 0.02 

T4 
南側 0.000068 0.000001 0.017070 0.01 

北側 0.000045 0.000001 0.017046 0.01 未満 

 

表 10.1-29(3) 自動車交通の発生に伴う大気質の予測結果(非メタン炭化水素) 

予測地点 

(地上 

1.5m) 

予測 

方向 

バックグ

ラウンド

濃度 

(ppmC) 

将来基礎 

交通量による

付加濃度 

(ppmC) 

関係車両 

による 

付加濃度 

(ppmC) 

自動車交通の 

発生に伴う 

将来濃度 

(ppmC) 

寄与率 

(%) 

① ② ③ ④(=①+②+③) ⑤(=③/④×100)

T1 
西側 

0.19 

0.00059 0.00002 0.19061 0.01 

東側 0.00057 0.00002 0.19059 0.01 

T2 
南側 0.00046 0.00002 0.19047 0.01 

北側 0.00044 0.00002 0.19046 0.01 

T3 
南側 0.00035 0.00002 0.19037 0.01 

北側 0.00034 0.00002 0.19036 0.01 

T4 
南側 0.00034 0.00001 0.19034 0.01 未満 

北側 0.00022 0.00001 0.19023 0.01 未満 
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10.1.3 評価 

1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

建設機械の稼働に伴う大気質への影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避

され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.1-30 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.1-30 大気質に係る整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

二酸化窒素 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以

下であること。「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和 53 年、環境庁

告示第 38号) 

浮遊粒子状物質
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であること。 

「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和 48 年、環境庁告示第 25号)

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では表 10.1-31 に示す環境の保全のための措置を講じることで、建設機械の稼働に伴

う大気質への影響の低減に努める。 

以上より、建設機械の稼働に伴う大気質への影響は、事業者により実行可能な範囲内ででき

る限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.1-31 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分 

建設機械 

の稼働 

大気汚染 

物質の 

排出 

発生源 

対策 

・建設機械は、排出ガス対策型建設機械の使用に

努める。 

・建設機械のアイドリングストップの指導を徹

底する。 

・建設機械の不要な空ぶかしは行わないように

徹底する。 

・計画的かつ効率的な工事工程を検討し、建設機

械の集中稼働を避ける。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

低減 
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b)基準、目標等との整合の観点 

予測結果は年平均値であるため、日平均値(二酸化窒素：日平均値の年間 98%値、浮遊粒子状

物質：日平均値の年間 2%除外値)に換算して評価した。 

年平均値から日平均値への換算式は、埼玉県内の全自排局における過去 5年間(平成 24 年度

～平成 28年度)の測定結果から、以下のとおり設定した。年平均値と日平均値の相関図は、図

10.1-18 に示すとおりである。 

なお、浮遊粒子状物質は予測可能な自動車の排気管からの粒子状物質(一次生成物質)のみを

付加濃度として予測を行っており、これ以外の一次生成物質及び反応二次生成物質は評価の対

象としないこととした。 

【二酸化窒素】  [日平均値の年間 98%値] = 1.5078×[年平均値] + 0.0069(ppm) 

【浮遊粒子状物質】  [日平均値の年間 2%除外値] = 1.6713×[年平均値] + 0.0152(mg/m3)
 

図 10.1-18 年平均値と日平均値の年間 98%値、日平均値の年間 2%除外値の相関図 
 

建設機械の稼働に伴う大気質の評価は表 10.1-32 に示すとおり、最大付加濃度出現地点にお

ける将来濃度(日平均値)は二酸化窒素の日平均値の年間 98%値で 0.037ppm、浮遊粒子状物質の

日平均値の年間 2%除外値で 0.046mg/m3と予測され、整合を図るべき基準等を満たしている。 

以上より、建設機械の稼働に伴う大気質の予測結果は、整合を図るべき基準等との整合が図

られていると評価する。 
 

表 10.1-32(1) 建設機械の稼働に伴う大気質の評価(二酸化窒素) 

最大付加濃度出

現地点 
項目 

将来濃度 
整合を図るべき 

基準等 年平均値 
日平均値の 
年間 98%値 

事業実施区域 

南側敷地境界 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.0199 0.037 

0.04～0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ以下
 

表 10.1-32(2) 建設機械の稼働に伴う大気質の評価(浮遊粒子状物質) 

最大付加濃度出

現地点 
項目 

将来濃度 
整合を図るべき 

基準等 年平均値 
日平均値の 

年間 2%除外値 

事業実施区域 

南側敷地境界 

浮遊粒子状物質 

(mg/m3) 
0.0183 0.046 0.10mg/m3以下 

  

二酸化窒素年平均値(ppm) 浮遊粒子状物質年平均値(mg/m3) 

浮
遊
粒
子
状
物
質
日
平
均
値
の
年
間

2%
除
外
値
(m
g/
m3
) 

二
酸
化
窒
素
日
平
均
値
の

98
%値

(p
pm
) 

y = 1.5078x + 0.0069

R  = 0.8776
0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06

y = 1.6713x + 0.0152

R  = 0.5451

0.000

0.020

0.040

0.060

0.080

0.000 0.020 0.040 0.060 0.080
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2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる

限り回避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.1-33 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.1-33 大気質に係る整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

二酸化窒素 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以

下であること。「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和 53年 7月、環

境庁告示第 38号) 

浮遊粒子状物質
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であること。 

「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和 48 年、環境庁告示第 25号)

 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では、表 10.1-34 に示す環境の保全のための措置を講じることで、資材運搬等の車両

の走行に伴う大気質への影響の低減に努める。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響は、事業者により実行可能な範囲

内でできる限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.1-34 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

資材運搬 

等の車両 

の走行 

大気 

汚染物質

の排出 

発生源 

対策 

・ 低排出ガス規制適合車を使用するとともに、効率

的な車両の運行管理により車両走行の集中化を

避ける。 

・ 規制速度での走行や過積載の防止、アイドリング

ストップなど適切な運転指導を徹底する。 

・ 資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 

低減
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b)基準、目標等との整合の観点 

年平均値から日平均値への換算式は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 b)基準、

目標等との整合の観点 (p.10.1-46)」と同様とした。 

資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価は表 10.1-35 に示すとおり、道路端における将

来濃度(日平均値)は、二酸化窒素の日平均値の年間 98%値で 0.025～0.026ppm、浮遊粒子状物質

の日平均値の年間 2%除外値で 0.044mg/m3と予測され、整合を図るべき基準等を満たしている。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の予測結果は、整合を図るべき基準等との

整合が図られていると評価する。 

 

表 10.1-35(1) 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価(二酸化窒素) 

予測地点 

(地上 1.5m) 

予測 

方向 

将来濃度(ppm) 
整合を図るべき 

基準等 年平均値 
日平均値の 

年間 98%値 

T4 

南側 0.012355 0.026 0.04～0.06ppm 

までのゾーン内 

又はそれ以下 北側 0.012125 0.025 

 

表 10.1-35(2) 資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価(浮遊粒子状物質) 

予測地点 

(地上 1.5m) 

予測 

方向 

将来濃度(mg/m3) 
整合を図るべき 

基準等 年平均値 
日平均値の 

年間 2%除外値 

T4 
南側 0.017070 0.044 

0.10mg/m3以下 
北側 0.017047 0.044 
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3)建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響(複合影響) 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響が、事業者により実行可

能な範囲内でできる限り回避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.1-36 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.1-36 大気質に係る整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

二酸化窒素 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以

下であること。「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和 53 年、環境庁

告示第 38号) 

浮遊粒子状物質
1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であること。 

「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和 48 年、環境庁告示第 25号)

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では表 10.1-37 に示す環境の保全のための措置を講じることで、建設機械の稼働及び

資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響の低減に努める。 

以上より、建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響は、事業者に

より実行可能な範囲内でできる限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.1-37 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

建設機械 

の稼働 

大気汚染

物質の 

排出 

発生源 

対策 

・建設機械は、排出ガス対策型建設機械の使用に努

める。 

・建設機械のアイドリングストップの指導を徹底

する。 

・建設機械の不要な空ぶかしは行わないように徹

底する。 

・計画的かつ効率的な工事工程を検討し、建設機械

の集中稼働を避ける。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

低減 

資材運搬 

等の車両 

の走行 

大気 

汚染物質

の排出 

発生源 

対策 

・ 低排出ガス規制適合車を使用するとともに、効率

的な車両の運行管理により車両走行の集中化を

避ける。 

・ 規制速度での走行や過積載の防止、アイドリング

ストップなど適切な運転指導を徹底する。 

・ 資材運搬等の車両の整備、点検を徹底する。 

低減
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b)基準、目標等との整合の観点 

建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響(複合影響)の予測結果は、

建設機械の稼働に伴う大気質の最大濃度に、予測地点 T3(自動車交通の発生に伴う大気質の予

測地点のうち事業実施区域に最も近接する地点)における資材運搬等の車両の走行に伴う大気

質予測結果を付加して算出した。予測に用いた資材運搬等の車両の交通条件は「10.1.2 予測 

2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 (5)予測条件 a)将来交通量 (p.10.1-31)」

に示すとおりである。その他の条件、予測方法等は、「10.1.2 予測 2)資材運搬等の車両の走

行に伴う大気質への影響 (2)予測方法 (p.10.1-39 以降)」に示すとおりである。 

なお、予測結果は年平均値であるため、日平均値(二酸化窒素：日平均値の年間 98%値、浮遊

粒子状物質：日平均値の年間 2%除外値)に換算して評価した。 

年平均値から日平均値への換算式は、「1)建設機械の稼働に伴う大気質への影響 b)基準、

目標等との整合の観点 (p.10.1-46)」と同様とした。 

 

建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価は表 10.1-38 に示すとおり、

最大付加濃度出現地点における将来濃度(日平均値)は、二酸化窒素の日平均値の年間 98%値で

0.038ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の年間 2%除外値で 0.046mg/m3と予測され、整合を図るべ

き基準等を満たしている。 

以上より、建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の予測結果は、整合を

図るべき基準等との整合が図られていると評価する。 

 

表 10.1-38(1) 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価(二酸化窒素) 

評価地点 

*1 
項目 

将来濃度 

整合を図るべき 

基準等 

年平均値 

日平均値の 

年間 98%値 

建設機械の
稼働に伴う
大気質への

影響 

資材運搬等の
車両の走行に
伴う大気質へ

の影響 

合計 

事業実施区域

南側敷地境界 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.0199 0.0005 0.0204 0.038 

0.04～0.06 までの

ゾーン内又はそれ以下 
*1. 評価地点は「建設機械の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度となる予測地点とし、将来濃度は、「建設機械

の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度に「資材運搬等の車両のに伴う大気質」の予測地点のうち「建設機械

の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度となる予測地点に最も近接する予測地点T3の予測結果を付加して算出

したものである。 
 

表 10.1-38(2) 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う大気質の評価 (浮遊粒子状物質) 

評価地点 

*1 
項目 

将来濃度 

整合を図るべき 

基準等 

年平均値 

日平均値の 

年間2%除外値 

建設機械の
稼働に伴う
大気質への

影響 

資材運搬等の
車両の走行に
伴う大気質へ

の影響 

合計 

事業実施区域

南側敷地境界 

浮遊粒子状物質

(mg/m3) 
0.0183 0.0001 0.0184 0.046 0.10 以下 

 
*1. 評価地点は「建設機械の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度となる予測地点とし、将来濃度は、「建設機械

の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度に「資材運搬等の車両のに伴う大気質」の予測地点のうち「建設機械

の稼働に伴う大気質の影響」の最大濃度となる予測地点に最も近接する予測地点T3の予測結果を付加して算出

したものである。 
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4)造成等の工事に伴う大気質への影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

造成等の工事に伴う大気質への影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避さ

れ、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.1-39 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.1-39 大気質に係る整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

降下ばいじん量

工事寄与の降下ばいじん量が 10t/km2/月以下であること 。 

(スパイクタイヤの粉じんにおける生活環境の保全が必要な地域の指標を

参考にして、20t/km2/月を目安と考えられる。この値から、全国の降下ば

いじん量の比較的高い地域の値 10t/km2/月を差し引いた値を評価の指標と

した。 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では、表 10.1-40 に示す環境の保全のための措置を講じることで、造成等の工事に伴

う大気質への影響の低減に努める。 

以上より、造成等の工事に伴う大気質の影響は、事業者により実行可能な範囲内でできる限

り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.1-40 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の 

視点 
環境の保全のための措置 

措置の 

区分 

造成等の 

工事 

粉じんの

飛散 

発生源 

対策 

・工事中の散水やカバーシートの使用等によ

り、造成裸地からの粉じんの飛散を低減す

る。 

・造成箇所や資材運搬等の車両の仮設道路に

は適宜散水を行い、造成工事に伴う粉じんの

飛散を防止する 。 

・必要に応じて造成地をシートにより被覆し、

裸地からの粉じんの飛散を防止する 。 

低減 
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b)基準、目標等との整合の観点 

造成等の工事に伴う降下ばいじん量の評価は表 10.1-41 に示すとおり、各予測地点における

降下ばいじん量は、1.1～4.4t/km2/月と予測され、全ての予測地点で整合を図るべき基準等を

満たしている。 

以上より、造成等の工事に伴う降下ばいじん量の予測結果は、整合を図るべき基準等との整

合が図られていると評価する。 

 

表 10.1-41 造成等の工事に伴う降下ばいじん量の評価 

予測地点 
予測結果(t/km2/月) *1 整合を 

図るべき 

基準等 春季 夏季 秋季 冬季 

No.1 1.6 1.6 1.4 1.2 

10t/km2/月 

以下 

No.2 1.4 1.6 1.5 1.2 

No.3 1.5 1.8 1.7 1.4 

No.4 3.7 4.4 3.7 3.0 

No.5 1.5 1.4 1.3 1.4 

No.6 1.4 1.2 1.3 1.4 

No.7 1.2 1.2 1.2 1.3 

No.8 1.2 1.1 1.1 1.3  
*1.春季：3～5月、夏季：6～8月、秋季：9～11月、冬季：12～2月 
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5)自動車交通の発生に伴う大気質への影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

自動車交通の発生に伴う大気質への影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回

避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.1-42 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.1-42 大気質に係る整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

二酸化窒素 

1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下で

あること。 

「二酸化窒素に係る環境基準について」(昭和 53 年、環境庁告示第 38号) 

浮遊粒子状 

物質 

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3以下であること。 

「大気の汚染に係る環境基準について」(昭和 48 年、環境庁告示第 25号) 

非メタン 

炭化水素 

光化学オキシダントの日最高1時間値0.06ppmに対応する午前6時から午前9

時までの 3時間平均値が 0.20ppmC から 0.31ppmC の範囲内、またはそれ以下

であること。 

「炭化水素に係る指針」(昭和 51年、中央公害対策審議会答申) 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では表 10.1-43 に示す環境の保全のための措置を講じることで、自動車交通の発生に

伴う大気質への影響の低減に努める。 

以上より、自動車交通の発生に伴う大気質への影響は、事業者により実行可能な範囲内でで

きる限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.1-43 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

自動車 

交通の 

発生 

大気 

汚染物質

の排出 

発生源 

対策 

・ 公園利用者へ規制速度での走行やアイドリング

ストップなど適切な運転を呼び掛ける。 

・ 公共交通機関の利用を推進する。 

・ シェアサイクルの利用を推進する。 

低減
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b)基準、目標等との整合の観点 

予測結果は年平均値であるため、以下のとおり換算して評価した。 

・二酸化窒素：日平均値の年間 98%値 

・浮遊粒子状物質：日平均値の年間 2%除外値 

・非メタン炭化水素：午前 6 時から午前 9 時までの 3 時間平均値の年平均値 

 

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値から日平均値への換算式は、「1)建設機械の稼働

に伴う大気質への影響 b)基準、目標等との整合の観点 (p.10.1-46)」と同様とした。 

非メタン炭化水素の年平均値から 3時間平均値の年平均値への換算式は、埼玉県内の全自排

局における過去 5 年間(平成 24年度～平成 28年度)の測定結果から、以下のとおり設定した。

年平均値と 3 時間平均値の年平均値の相関図は図 10.1-19 に示すとおりである。 

 

【非メタン炭化水素】 

[3 時間平均値の年平均値] = 1.1271×[年平均値] + 0.0097(ppmC) 

 

  
図 10.1-19 非メタン炭化水素の年平均値と午前 6 時から午前 9 時までの 

3 時間平均値の年平均値の相関図(自排局) 
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自動車交通の発生に伴う大気質の評価は表 10.1-44 に示すとおり、道路端における将来濃度

(日平均値及び 3 時間平均値)は、二酸化窒素の日平均値の年間 98%値で 0.025～0.027ppm、浮遊

粒子状物質の日平均値の年間 2%除外値で 0.044mg/m3、非メタン炭化水素の午前 6時から午前 9

時までの 3時間平均値の年平均値で 0.22ppmC と予測され、整合を図るべき基準等を満たしてい

る。 

以上より、自動車交通の発生に伴う大気質の予測結果は、整合を図るべき基準等との整合が

図られていると評価する。 
 

表 10.1-44(1) 自動車交通の発生に伴う大気質の評価(二酸化窒素) 

予測地点 

(地上 1.5m) 

予測 

方向 

将来濃度(ppm) 整合を図るべき

基準等 年平均値 日平均値の年間 98%値 

T1 
西側 0.013113 0.027 

0.04～0.06ppm 

までのゾーン内

又はそれ以下 

東側 0.013070 0.027 

T2 
南側 0.012808 0.026 

北側 0.012770 0.026 

T3 
南側 0.012515 0.026 

北側 0.012493 0.026 

T4 
南側 0.012353 0.026 

北側 0.012123 0.025 

 

表 10.1-44(2) 自動車交通の発生に伴う大気質の評価(浮遊粒子状物質) 

予測地点 

(地上 1.5m) 

予測 

方向 

将来濃度(mg/m3) 整合を図るべき

基準等 年平均値 日平均値の年間 2%除外値

T1 
西側 0.017157 0.044 

0.10mg/m3以下 

東側 0.017152 0.044 

T2 
南側 0.017124 0.044 

北側 0.017119 0.044 

T3 
南側 0.017091 0.044 

北側 0.017088 0.044 

T4 
南側 0.017070 0.044 

北側 0.017046 0.044 

  

表 10.1-44(3) 自動車交通の発生に伴う大気質の評価(非メタン炭化水素) 

予測地点 

(地上 1.5m) 

予測 

方向 

将来濃度(ppmC) 
整合を図るべき

基準等 年平均値 
午前6時から午前9時まで
の3時間平均値の年平均値

T1 
西側 0.19061 0.22 

午前 6時から午前

9 時までの 3 時間

平均値が0.20ppmC

から 0.31ppmC の 

範囲内、またはそ

れ以下 

東側 0.19059 0.22 

T2 
南側 0.19047 0.22 

北側 0.19046 0.22 

T3 
南側 0.19037 0.22 

北側 0.19036 0.22 

T4 
南側 0.19034 0.22 

北側 0.19023 0.22 
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10.2 騒音・低周波音 

本事業の建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、自動車交通の発生に伴う騒音の影響が考

えられるため、騒音に係る調査、予測及び評価を行った。 

 

10.2.1 調査 

1)調査内容 

(1)騒音の状況 

一般環境騒音及び道路交通騒音の状況を調査した。 

 

(2)道路交通の状況 

道路の構造、自動車交通量等の状況を調査した。 

 

(3)音の伝搬に影響を及ぼす地形・地物の状況 

音の伝搬に影響を及ぼす地形・地物の状況を調査した。 

 

(4)その他の予測・評価に必要な事項 

既存の発生源の状況、学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び

住宅の分布状況、騒音により影響を受ける動物の生息状況を調査した。 
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2)調査方法 

調査方法は表 10.2-1 に示すとおりである。 

 

表 10.2-1 調査方法 

調査内容 調査方法 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
既存資料調査

「自動車騒音・道路交通振動調査結果｣(さいたま市環

境局環境共生部環境対策課 HP)等の整理及び解析。 

①騒音の状況 

・一般環境騒音 
現地調査 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁

告示第 64号)に定める測定方法。 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
現地調査 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁

告示第 64号)に定める測定方法。 

②道路交通の状況 

・交通量 
既存資料調査

「平成 27年度 全国道路・街路交通情勢調査」(平成

29 年、国土交通省道路局企画課 HP)の整理及び解析。

②道路交通の状況 

・道路の構造、交通量
現地調査 

道路構造：現地踏査による対象道路の車線数、車線幅、

歩道の有無、規制速度等の確認。 

交通量：「10.15 地域交通」と同様。 

③音の伝搬に影響を及ぼ

す地形・地物の状況 

既存資料調査
対象道路の車線数、車線幅、歩道の有無、規制速度等

を調査した。 

現地調査 

現地踏査による事業実施区域及びその周辺、並びに資

材運搬等の車両の走行経路、自動車交通の発生箇所周

辺の地形及び建築物の状況の把握。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・既存の発生源の状況

既存資料調査

固定発生源：「土地利用現況図」(埼玉県)等の整理及

び解析。 

移動発生源：②道路交通の状況(交通量)の既存資料調

査と同様。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・学校、病院その他の

環境の保全について

の配慮が特に必要な

施設及び住宅の分布

状況 

既存資料調査 「10.1 大気質」と同様。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・騒音により影響を受

ける動物の生息状況

現地調査 「10.7 動物」と同様。 

 

  



10.2-3 

3)調査地域・地点 

調査地域及び調査地点は、表 10.2-2、図 10.2-1 に示す地点とした。 

 

表 10.2-2 騒音の調査地域・地点 

調査内容 調査地域・地点 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
既存資料調査

資材運搬等の車両の走行経路、自動車交通の発生箇所

上等の既往調査地点。 

①騒音の状況 

・一般環境騒音 
現地調査 

調査地域は事業実施区域の敷地境界から約 200m の範

囲、調査地点は最寄りの配慮施設の芝川小学校(E2)、

住居が分布した東側(E3)・西側(E4)の計 3 地点。 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
現地調査 

調査地域は交通量が相当程度変化した、資材運搬等の

車両の走行経路及び自動車交通の発生箇所の道路端か

ら片側 200m の範囲。調査地点は配慮施設又は住居が分

布する区間のうちの 4 地点(T1～T4)。 

②道路交通の状況 

・交通量 
既存資料調査

資材運搬等の車両の走行経路、自動車交通の発生箇所

及びその周辺地域。 

②道路交通の状況 

・道路の構造、交通量
現地調査 

道路の構造：資材運搬等の車両の走行経路、自動車交

通の発生箇所及びその周辺地域とした。 

交通量：「10.15 地域交通」と同様。 

③音の伝搬に影響を及ぼ

す地形・地物の状況 

既存資料調査 事業実施区域及びその周辺。 

現地調査 

事業実施区域及びその周辺地域並びに資材運搬等の車

両の走行経路、自動車交通の発生箇所及びその周辺地

域。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・既存の発生源の状況

既存資料調査

固定発生源：事業実施区域及びその周辺。 

移動発生源：「②道路交通の状況・交通量」の既存資

料調査と同様。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・学校、病院その他の

環境の保全について

の配慮が特に必要な

施設及び住宅の分布

状況 

既存資料調査 「10.1 大気質」と同様。 

④その他の予測・評価に必

要な事項 

・騒音により影響を受

ける動物の生息状況

現地調査 「10.7 動物」と同様。 
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4)調査期間・頻度 

調査時期・頻度は表 10.2-3 に示すとおりである。 

 

表 10.2-3 調査期間・頻度 

調査内容 調査期間・頻度 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
既存資料調査 平成 23年度から平成 28年度の調査結果を整理。 

①騒音の状況 

・一般環境騒音 
現地調査 平日：平成 29年 11 月 7 日(火) 6 時～22 時

 

①騒音の状況 

・道路交通騒音 
現地調査 

平日：平成 29年 11 月 7 日(火) 6 時～22 時

休日：平成 29年 11 月 5 日(日) 6 時～22 時

②道路交通の状況 

・交通量 
既存資料調査 平成 27年度データを整理。 

②道路交通の状況 

・道路の構造、交通量
現地調査 

道路構造：騒音の状況調査期間のうち 1回。 

交通量：「10.15 地域交通」と同様とした。 

③音の伝搬に影響を及ぼ

す地形・地物の状況 

既存資料調査 「10.1 大気質」と同様。 

現地調査 騒音の状況調査期間のうち 1 回。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・既存の発生源の状況

既存資料調査 

固定発生源：最新の資料とした。 

移動発生源：②道路交通の状況(交通量)の既存資料調

査と同様とした。 

④その他の予測・評価に

必要な事項 

・学校、病院その他の

環境の保全について

の配慮が特に必要な

施設及び住宅の分布

状況 

既存資料調査 「10.1 大気質」と同様。 

④その他の予測・評価に必

要な事項 

・騒音により影響を受

ける動物の生息状況

現地調査 「10.7 動物」と同様。 
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 凡 例 

 事業実施区域 

 主な既存発生源(隣接する道路) 

● 騒音調査地点(E2～E4) 

 

<配慮施設等> 

○幼  :幼稚園 ○中  :中学校 □特 :特別養護老人ホーム 

○保  :保育園 □図  :図書館   

○小  :小学校 □病  :病院   

 

 

 

図 10.2-1(1) 騒音調査地点 

(一般環境) 

   

E2

E3

E4
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図 10.2-1(2) 騒音調査地点 

●  騒音調査地点(T1～T4) 

T1

T2 

T3

T4

 

図 10.2-1(2) 騒音調査地点 

(道路交通) 
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5)調査結果 

(1)騒音の状況 

a)一般環境騒音 

(a)既存資料調査 

事業実施区域及びその周辺における一般環境騒音調査は実施されていない。 

 

(b)現地調査 

一般環境騒音の現地調査結果は表 10.2-4 に示すとおり、昼間で 40～43dB であり環境基準を

満たしていた。 

また、E2(芝川小学校)における昼間の各時間帯の等価騒音レベルの最大値は 46dB であり、

学校環境衛生基準も満たしていた。 

 

表 10.2-4 一般環境騒音の調査結果(平日) 

調査地点 
用途地域及び 

地域類型指定 *1 

等価騒音レベル(LAeq)(dB) *2 

現地調査結果 

(昼間) 

環境基準 

(昼間) 

E2 

(芝川小学校) 

市街化調整区域 

(一般地域：B類型) 

43(○) 55 以下 

昼間の各時間帯の 

最大値：46(○) 

学校環境衛生
基準：55 以下

E3 

(事業実施区域東側民家付近)

市街化調整区域 

(一般地域：B類型) 
41(○) 55 以下 

E4 

(事業実施区域西側民家付近)

第一種中高層住居専用地域

(一般地域：A類型) 
40(○) 55 以下 

 
*1. 用途地域及び地域の類型指定状況は、「資料編 1.予測条件の詳細(p.資 1-5)」に示す。 

*2. 騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時。 

○：環境基準を満たす  ×：環境基準を満たさない 
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b) 道路交通騒音 

(a)既存資料調査 

道路交通騒音の既存資料調査結果は「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 1)大気質、騒音、

振動、悪臭、その他の大気に係る環境の状況 (3)騒音 b)道路交通騒音 (p.3-30)」に示すと

おりである。 

 

(b)現地調査 

道路交通騒音の現地調査結果は表 10.2-5 に示すとおり、T4 は平日の昼間で 59dB、休日の昼

間で 59dB であり環境基準を満たしていたが、T1～T3 は平日の昼間で 64～68dB、休日の昼間で

62～67dB であり環境基準を満たしていなかった。 

 

表 10.2-5 道路交通騒音の調査結果(平日・休日) 

調査地点 
用途地域及び 

地域の類型指定 *1 

等価騒音レベル(LAeq)(dB) *2 

平日/休日
現地調査結果 

(昼間) 

環境基準

(昼間) 

T1 

(事業実施区域東側)

第一種低層住居専用地域 

(道路に面する地域：A 地域)

平日 66(×) 
60 以下 

休日 65(×) 

T2 

(事業実施区域南東側)

第一種低層住居専用地域 

(道路に面する地域：A 地域)

平日 68(×) 
60 以下 

休日 67(×) 

T3 

(事業実施区域西側)

第一種中高層住居専用地域

(道路に面する地域：A 地域)

平日 64(×) 
60 以下 

休日 62(×) 

T4 

(事業実施区域南西側)

第一種住居地域 

(幹線交通を担う道路に 

近接する空間：B地域) 

平日 59(○) 
70 以下 

休日 59(○) 
 

*1. 用途地域及び地域の類型は、「資料編 1.予測条件の詳細(p.資 1-3)」に示す。 

適用する環境基準は、調査地点の両道路端における用途地域の指定状況を踏まえて当てはめた。 

*2. 騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時。 

○：環境基準を満たす  ×：環境基準を満たさない(表中の網掛け箇所) 

 

(2)道路交通の状況 

a) 既存資料調査 

道路交通の状況の既存資料調査結果は「第 3章 地域特性 3.1 社会的状況 4)交通の状況 

(1)道路 (p.3-10)」に示すとおりである。 

 

b) 現地調査 

(a)交通量 

交通量の調査結果は「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (p.10.15-6)」に示すと

おりである。 
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(b)道路構造 

調査地点における道路断面図は図 10.2-2 に示すとおりである。なお、全ての調査地点の道

路構造は平面道路、路面舗装はアスファルト舗装(密粒舗装)であった。 

 

[T1] 

西側敷地境界 東側敷地境界
 
 6.8  

0.8 2.5 2.5 1.0 

     

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T2] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.6 
 

0.8 3.0 3.0 0.8 

    

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T3] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.0 
 

0.7 2.7 2.7 0.7 

    

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T4] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 48.9 
 

3.2 0.5 6.5 23.0 9.0 0.5 6.2 

         

 歩道 路
肩 

車線 中央分離帯 車線 路
肩 

歩道

 
単位:m  

図 10.2-2 道路断面図 
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(3)音の伝搬に影響を及ぼす地形・地物の状況 

地形・地物の状況については、「第 3 章 地域特性 3.1 地域特性 3.1.1 社会的状況 2)

土地利用の状況 (p.3-6)」及び「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 4)地形・地質 (1)地形

の状況 (p.3-44)」に示すとおりである。 

 

(4)その他の予測・評価に必要な事項 

a) 既存の発生源の状況 

事業実施区域周辺の主な既存の発生源としては、事業実施区域南側に隣接する市道 20366 号

線(図 10.2-1)があげられる。 

 

b) 学校、病院、その他の環境の保全について配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況 

学校、病院、その他の環境の保全について配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況につい

ては、「第 3 章 地域特性 3.1 社会的状況 5)学校、病院その他の環境保全についての配慮が

特に必要な施設及び住宅の分布状況 (p.3-12)」に示すとおりである。 
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10.2.2 予測 

1)建設機械の稼働に伴う騒音の影響 

(1)予測内容 

建設機械の稼働に伴う騒音の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a) 予測手順 

予測手順は、日本音響学会の提案する予測モデル式である「ASJ CN-Model 2007」を参考に 

図 10.2-3 に示すとおりとした。 

 

図 10.2-3 建設機械の稼働に伴う騒音の影響の予測手順 

  

b) 予測式 

予測式は、以下に示す点音源の伝搬理論式を用いた。切土・盛土区域の外周に遮音壁を兼ね

た高さ 3mの仮囲い等を設置するため回折減衰を考慮した。 

 LAi = LAWi - 8 - 20log10(ri) + ΔLdif,i 

LAi ： 予測地点における音源(i)ごとの騒音レベル(dB) 

LAWi ： 音源(i)の A 特性音響パワーレベル(dB) 

ri ： 音源(i)の中心から予測地点までの距離(m) 

ΔLdif,i ： 回折に伴う減衰に関する補正量(dB) 

 

回折に伴う減衰に関する補正量(ΔLdif,i)は、次式に示すとおりである。 

・遮音壁(厚さが無視できる障壁)によって、予測点から音源が見えない場合 

ΔLdif,i = 
 - 10log10(δ) - 18.4 δ≧1 

 - 5 - 15.2sinh-1(δ0.42) 0≦δ＜1 

・遮音壁(厚さが無視できる障壁)によって、予測点から音源が見える場合 

ΔLdif,i = 
 - 5 + 15.2sinh-1(δ0.42) 0＜δ≦0.073

 0 0.073＜δ 
 

δ ： 音源、回折点、予測点の幾何学的配置から決まる行路差(m) 

工事計画

建設機械の種類・稼働台数、配置

予測計算

保全対象施設 
位置の 

騒音レベル(LAeq)

建設機械のパワーレベル 

回折減衰による補正 
音源及び予測地点位置

敷地境界の 
騒音レベル(L5)

保全対象施設位置の
現況の騒音レベル 
［現地調査結果］ 
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遮音壁が設置された場合には、図 10.2-4 に示す透過音計算の考え方に基づき、透過音を考慮

した回折補正量(ΔLdif,trns )を次式で算出し、前掲伝搬理論式の式にある回折減衰量(ΔLdif,i)

に代用した。 

 

図 10.2-4 透過音計算の考え方 

出典：「日本音響学会誌 Vol.64 №.4 2008」(平成 20年 4月、(社)日本音響学会) 

 
 

 

ΔLdif,trns ： 透過音を考慮した回折補正量(dB) 

ΔLdif,i ： 図 10.2-4 O1を回折点とした回折補正量(dB) 

ΔLdif,slit ： 図 10.2-4 O0～O1をスリット開口と考えたときの回折補正量(dB) 

Rn ： 遮音材の音響透過損失(dB) 

 

一般的な遮音壁等について、Rnの目安は表 10.2-6 に示すとおりとされる。本予測では仮囲い

を設置した箇所は 20dB、仮囲いの上に防音シートを設置した部分は 10dB の透過損失を考慮し

た。仮囲い、防音シートの設置位置は、図 10.2-5 に示すとおりである。 

 

表 10.2-6 音響透過損失 R の目安 

設置する遮音壁の状態 Rnの目安 

一般の遮音壁や防音パネルを仮設物として設置した場合 20dB 

防音シートを隙間がないように設置した場合 10dB 

出典：「日本音響学会誌 Vol.64 №.4 2008」(平成 20年 4月、(社)日本音響学会) 

 

また、予測地点における騒音レベルは、以下に示す複数音源による騒音レベルの合成式によ

り算出した。 
  

( 
n

)L = 10log10 Σ10
LAi/10

 i=1 

L ： 予測地点における騒音レベル(dB) 

 

なお、保全対象施設の予測地点における騒音レベルは、さらに現地調査結果(等価騒音レベル

(LAeq))を上記の騒音レベル合成式で合成した。 

 

  

ΔLdif,trns =10log10 (10 
ΔLdif,i/10

+ 10
ΔLdif,slit/10

･10
-Rn/10

)   



10.2-13 

(3)予測地点、地域 

予測地域は調査地域に準じるものとし、事業実施区域及びその周辺の約 200m の範囲とした。 

予測地点及び予測高さは、事業実施区域敷地境界上の最大地点で地上 1.2m、最寄りの配慮施

設の芝川小学校で 1階：1.2m、2 階：4.2m、3階：7.2m、4 階：10.2m とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、建設機械の稼働に伴う騒音の影響が最大となる時期とし、先行整備地区

である合併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始 4 ヶ月目とした。なお、予測対象時期

等の設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

 

(5)予測条件 

a) 建設機械の種類・稼働台数・パワーレベル 

建設機械の種類・稼働台数・パワーレベルは、「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関す

る規程」(平成 9年、建設省告示第 536 号)及びメーカーの事例から表 10.2-7 に示すとおりとし

た。 

 

表 10.2-7 建設機械の種類・稼働台数・パワーレベル 

建設機械 

稼働 

台数 

A 特性音響 

パワーレベル 

(LWAi) 

騒音源 

高さ 

(台) (dB) (m) 

バックホウ(0.7m3) 24 106 1.2 

ブルドーザー(20t) 8 105 1.6 

自走式破砕機 8 101 1.5  
 

 

b) 音源の配置 

音源(建設機械)の配置は、安全側の観点から、できる限り事業実施区域敷地境界に近い位置

で作業していることを想定し図 10.2-5 に示すとおりとした。 

 

  

出典： 「低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規程」(平成 9年、建設省告示

第 536 号)。なお、自走式破砕機はメーカー事例から設定。 
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 凡 例 
事業実施区域 

 バックホウ、自走式破砕機配置範囲(切土範囲) 

ブルドーザ配置範囲(盛土範囲) 

● 音源(バックホウ) 

■ 音源(ブルドーザ) 

▲ 音源(自走式破砕機) 

 仮囲い設置位置(高さ 3m) 

 仮囲い設置位置(高さ 3m+防音シート高さ 2m) 

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

図 10.2-5 音源(建設機械)の配置 

 

  

小

病
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(6)予測結果 

建設機械の稼働に伴う騒音の予測結果は、表 10.2-8 及び図 10.2-6 に示すとおりである。 

騒音レベル(LA5)は、事業実施区域東側敷地境界で最大 69dB と予測される。 

また、芝川小学校の校舎位置の 1 階から 4 階までの等価騒音レベル(LAeq)は、建設機械の稼働

時の最大値で 53dB～55dB、昼間で 50dB～52dB と予測される。 

 

表 10.2-8(1) 建設機械の稼働に伴う騒音の予測結果(事業実施区域敷地境界) 

予測地点 予測高さ(m) 
騒音レベル 

(dB) 

事業実施区域東側敷地境界 

(敷地境界最大地点) 
1.5 LA5 69 

 

表 10.2-8(2) 建設機械の稼働に伴う騒音の予測結果(配慮施設位置) 

予測地点 
予測高さ 

*1 

騒音レベル *2 

(dB) 

芝川小学校校舎位置 *3 

1 階 
LAeq 

(建設機械の稼働時の 

最大値) 

53 

2 階 54 

3 階 55 

4 階 55 

1 階 

LAeq 

(昼間平均) 

50 

2 階 51 

3 階 52 

4 階 52  

 

 

 

  

*1.予測高さは、1階：1.2m、2階：4.2m、3階：7.2m、4階：10.2m とした。 

*2.騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時。 

*3.騒音レベルが最大となる校舎。 
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 凡 例 

 事業実施区域 

● 騒音レベルが最大となる敷地境界位置 

◆ 騒音レベルが最大となる芝川小学校校舎位置 

 

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

 

図 10.2-6 建設機械の稼働に伴う

騒音の予測結果(LA5) 
 

 

  

小

病
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2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響 

(1)予測内容 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の変化の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a) 予測手順 

予測手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土

技術政策総合研究所)を参考に、図 10.2-7 に示すとおりとした。 

 

 

図 10.2-7 資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響の予測手順 

 

b) 予測式 

予測式は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版)」(平成 25 年、国土交通省国土技

術政策総合研究所)に基づき、以下のとおりとした。 

LAeq=LAeq*+ΔL  

ΔL= 10log10 ( 10
LAeq,R/10

+10
LAeq,HC/10

)10
LAeq,R/10 

 

LAeq* ： 現況騒音レベル(現地調査結果) (dB)  

LAeq ： 資材運搬等の車両の走行に伴う騒音レベル 

(資材運搬等の車両の交通量の上乗せによる騒音レベル)(dB) 

ΔL ： 資材運搬等の車両の上乗せによる騒音レベルの増加分(dB) 

LAeq,HC ： 資材運搬等の車両のみが走行した場合の騒音レベル(dB) 

 

  

現況騒音レベル *1 
［現地調査結果］ 

LAeq* 

資材運搬等の車両の交通
条件 
［推計交通量］ 

将来基礎交通量 
(=現況の交通条件) 
［現地調査結果］ 

資材運搬等の車両の交通
量による騒音レベル 
LAeq,HCの計算 

将来基礎交通量 
による騒音レベル 
LAeq,Rの計算 

資材運搬等の車両の交通量の上乗せによる騒音レベルの増加分

ΔL= 10log10 
10

LAeq,R/10
+10

LAeq,HC/10

10
LAeq,R/10 

資材運搬等の車両の交通量の
上乗せによる騒音レベル 
LAeq=LAeq*+ΔL

*1.予測地点のうち現地調査を行っていない側の現況騒音レベルは、以下のとおり算出した。
  [現況騒音レベル(現地調査結果)] 
   +[現地調査を行っていない側の現況交通量による騒音レベル(予測計算値)] 
   -[現地調査を行っている側の現況交通量による騒音レベル(予測計算値)] 
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なお、LAeq,R、LAeq,HCは日本音響学会の提案する予測モデル式である「ASJ RTN-Model 2013」を

用い、1 台の車両の走行による A 特性音圧レベルの時間積分値を計算し、その値に 1時間当た

りの交通量を与えて、対象時間帯におけるエネルギー平均値である等価騒音レベルを求めた。 
 

(
n

)LAeq = 10log10 Σ10
LAeq,j/10

 j=1 

LAeq,j  = 10log10 ( 10 LAE/10 N )3600 
 

1
LAE = 10log10 Σ10LA,i/10

･ΔtiT0 i 

LAeq,R/LAeq,HC ： 予測地点の 1時間当たりの等価騒音レベル(dB) 

LAeq,j ： 1 時間当たりの車線別､車種別の等価騒音レベル(dB) 

LAE ： 1 台の自動車が走行したときの単発騒音暴露レベル(dB) 

N ： 1 時間当たりの交通量(台/h) 

LA,i ： 音源が i 番目の区間に存在するときの予測地点の騒音レベル(dB) 

T0 ： 基準の時間(=1s) 

Δti ： 音源が i 番目の区間に存在する時間(s) 

 

 

また、上式中の LA,i は、以下の式を用いた。 

LA,i = LWA -8 -20log10(r) +ΔLdif +ΔLgrnd +ΔLair 

LA,i ： 番目の音源位置から予測点に伝搬する騒音の A 特性音圧レベル(dB) 

LWA ： 自動車走行騒音の A 特性パワーレベル(dB) 

r ： 音源点から予測地点までの距離(m) 

ΔLdif ： 回折効果による補正値(dB)、ΔLdif=0 とした。 

ΔLgrnd ： 地表面効果による補正値(dB)、ΔLgrnd=0 とした。 

ΔLair ： 空気の音響吸収による補正値(dB)、ΔLair=0 とした。 

 

なお、自動車走行騒音の A 特性パワーレベル(LWA)の算出は次式を用いた。 

a、bは定常走行区間のものを適用した。 

LWA = a + blog10V 

a ： 定常走行区間（大型車類=88.8、小型車類=82.3) 

非定常走行区間(大型車類=53.2、小型車類=46.7) 

b ： 定常走行区間(=30)、非定常走行区間(=10) 

V ： 走行速度(km/h) 
 

注 ： 定常走行区間、非定常走行区間の当てはめは、道路の状況(付近の信号交差点等の有無、現況騒

音値などを勘案して設定した。 

 

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 予測対象車線 

予測点 

音源

騒音レベル(LA,i) 

i 番目
の区間
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(3)予測地域、地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、資材運搬等の車両の走行ルートから片側 200m の範囲

とした。 

予測地点は調査地点(T4)の 1 地点とし、予測位置は道路端の地上 1.2m 高さとした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、資材運搬等の車両の走行台数が最大となる時期とし、先行整備地区であ

る合併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始 4 ヶ月目とした。予測対象時期等の設定根

拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

 

(5)予測条件 

a) 将来交通量 

将来基礎交通量は現況交通量として「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (1)自動

車交通、歩行者・自転車交通の状況 (p.10.15-6)」を用い、資材運搬等の車両の台数は、先行

整備地区である合併記念見沼公園の工事実績を参考として、表 10.2-9 に示すとおりとした。設

定根拠の詳細は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

将来基礎交通量は、現況の平日の断面交通量を用いた。 

資材運搬等の車両の台数は、工事開始 4ヶ月目の日交通量・大型車 30 台/日(往復 60台/日)

とした。なお、安全側の観点から、発生する交通量(往復 60台/日)全てが予測地点 T4 を走行す

るものとした。 

 

表 10.2-9 資材運搬等の車両の走行に伴う将来交通量 

予測地点 車種 

将来基礎交通量 

(台/日) *1 

資材運搬等の 

車両交通量 *2 

(台/日) 

資材運搬等の車両の走行

に伴う将来交通量 *2 

(台/日)  

① ② ③(=①+②) 

T4 

小型車 8,607 0 8,633

大型車 567 60 627

合計 9,174 60 9,260 
*1.T4 を通過する交通量は、平日の交差点 C3の B断面の交通量(表 10.15-5、図 10.15-2 参照)を用いた。

*2.資材運搬等の車両の走行時間帯は 8時～17時とした。 

 

b) 走行速度 

走行速度は「10.1 大気質 10.1.2 予測 2)資材運搬等の車両の走行に伴う大気質への影響 

(5)予測条件 b)走行速度及び排出係数 (p.10.1-31)」と同様とした。 

  



10.2-20 

c) 道路条件 

道路条件は、図 10.2-8 に示すとおりである。 

[T4] 
南側敷地境界 北側敷地境界 
 48.9 
 

3.2 0.5 6.5 23.0 9.0 0.5 6.2 

□□ ■■

        
● ●● ●

 歩道 路
肩 

車線 中央分離帯 車線 路
肩 

歩道

単位:m  

● ： 音源位置(地上 0m) 
■ ： 調査・予測地点位置(地上 1.2m) □ ： 予測地点位置(地上 1.2m) 

図 10.2-8 道路条件 

 

d) 音源の位置 

音源の位置は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国

土技術政策総合研究所)に基づき、図 10.2-9 に示すとおり、上下車線の各中央に配置し、道路

に対する予測地点からの垂線と車線の交点を中心として±20L(L：計算車線から予測地点までの

最短距離)の範囲に L 以下の間隔で離散的に配置した。また、音源の高さは路面上とした。 

 

図 10.2-9 音源位置 

 

(6)予測結果 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の予測結果は、表 10.2-10 に示すとおりである。なお、

道路端からの距離減衰図については、「資料編 3.騒音・低周波音 (p.資 3-12)」に示す。 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音レベルは 59.1～61.3dB、資材運搬等の車両の走行に伴う

騒音レベルの増加分は 0.1dB と予測される。 

 

表 10.2-10 資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の予測結果(昼間) 

予測地点 
予測

方向

騒音レベル(等価騒音レベル)(dB) *1 

現況騒音レベル 

［現地調査結果］ 

(LAeq*) *2 

資材運搬等の交通量の
上乗せによる 

騒音レベルの増加分 
(ΔL) 

資材運搬等の交通量の 
上乗せによる 
騒音レベル 

(LAeq) 

① ② ③=(①+②) 

T4 
南側 (61.2) 0.1 61.3 

北側 59 0.1 59.1 
 

*1. 騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時である。(資材運搬等の車両の走行時間帯は 8時～17時とし
た。) 

*2. 現況騒音レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による騒音レベル(予測計算値)を用いて算出し
た値である。   

仮想車線

離散点音源

伝搬計算

予測地点

ΔL

L

i
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3)自動車交通の発生に伴う騒音の影響 

(1)予測内容 

自動車交通(関係車両)の発生に伴う騒音の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a) 予測手順 

予測手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土

技術政策総合研究所)に基づき、図 10.2-10 に示すとおりとした。 

 

 

図 10.2-10 自動車交通の発生に伴う騒音の影響の予測手順 

 

b) 予測式 

「2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響 (2)予測方法 b)予測式 (p.10.2-17)」と同

様とした。 

 

(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、自動車交通の発生箇所から片側 200m の範囲とした。 

予測地点は調査地点と同様とし、関係車両の走行が想定されている 4地点(T1～T4)とした。

また、予測位置は道路端の地上 1.2m 高さとした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、関係車両の走行台数が定常状態となる時期とし、将来基礎交通量及び関

係車両を合わせた将来交通量が多くなる平日を対象とした。 

  

現況騒音レベル *1 
［現地調査結果］ 

LAeq* 

関係車両の交通条件 
［推計交通量］ 

将来基礎交通量 
(=現況の交通条件) 
［現地調査結果］ 

関係車両交通量 
による騒音レベル 
LAeq,HCの計算 

将来基礎交通量 
による騒音レベル 
LAeq,Rの計算 

関係車両交通量の上乗せによる騒音レベルの増加分

ΔL= 10log10 
10

LAeq,R/10
+10

LAeq,HC/10

10
LAeq,R/10 

関係車両交通量の上乗せ 
による騒音レベル 
LAeq=LAeq*+ΔL

*1.予測地点のうち現地調査を行っていない側の現況騒音レベルは、以下のとおり算出した。
  [現況騒音レベル(現地調査結果)] 
   +[現地調査を行っていない側の現況交通量による騒音レベル(予測計算値)] 
   -[現地調査を行っている側の現況交通量による騒音レベル(予測計算値)]
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(5)予測条件 

a) 将来交通量 

将来基礎交通量は、現況交通量として「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (1)

自動車交通、歩行者・自転車交通の状況 (p.10.15-6)」を用い、関係車両の走行台数は、「平

成 26年度都市公園利用実態調査報告書(抄)」(平成 27年 3月、国土交通省都市局公園緑地･景

観課)等を参考として、表 10.2-11 に示すとおりとした。設定根拠の詳細は「資料編 1.予測条

件の詳細 (p.資 1-2)」に示すとおりである。 

将来基礎交通量は、現況の平日の断面交通量を用いた。 

関係車両の走行台数は、施設利用可能面積等から算出した平日の日発生台数 178 台/日(往復

356 台/日)とした。なお、安全側の観点から、全ての予測地点で 178 台/日(往復で 356 台/日)

が走行するものとした。 

 

表 10.2-11 自動車交通の発生に伴う将来交通量 

予測地点 車種 

将来基礎交通量 
(台/日) *1 

関係車両交通量 
(台/日) *2 

自動車交通の発生
に伴う将来交通量

(台/日) *2 
① ② ③(=①+②) 

T1 

小型車 5,456 356 5,812

大型車 415 0 415

合計 5,871 356 6,227

T2 

小型車 4,899 356 5,255

大型車 436 0 436

合計 5,335 356 5,691

T3 

小型車 3,935 356 4,291

大型車 258 0 258

合計 4,193 356 4,549

T4 

小型車 8,607 356 8,963

大型車 567 0 567

合計 9,174 356 9,530 
*1.各予測地点を通過する交通量は以下を用いた。(表 10.15-5、図 10.15-2 参照) 

 T1：交差点 C1の A断面交通量  T2：交差点 C1の C断面交通量 

 T3：交差点 C2の C断面交通量  T4：交差点 C3の B断面交通量 

*2.関係車両の走行時間帯は 7時～21時とした。 

 

b) 走行速度 

走行速度「10.1 大気質 10.1.2 予測 4)自動車交通の発生に伴う大気質への影響 (5)予測

条件 b)走行速度及び排出係数 (p.10.1-41)」と同様とした。 
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c) 道路条件 

道路条件は図 10.2-11 に示すとおりである。 

 

[T1] 

西側敷地境界 東側敷地境界
 
 6.8  

0.8 2.5 2.5 1.0 

■■ □□

     
● ●● ●

 路肩 車線 車線 路肩

 

[T2] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.6 
 

0.8 3.0 3.0 0.8 

■■ □□

    

● ●● ●
 路肩 車線 車線 路肩

 

[T3] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 7.0 
 

0.7 2.7 2.7 0.7 

□□ ■■

    

● ●● ●
 路肩 車線 車線 路肩

 

[T4] 

南側敷地境界 北側敷地境界
 
 48.9 
 

3.2 0.5 6.5 23.0 9.0 0.5 6.2 

□□ ■■

         
● ●● ●

 歩道 路
肩 

車線 中央分離帯 車線 路
肩 

歩道

 
単位:m  

● ： 音源位置(地上 0m) 
■ ： 調査・予測地点位置(地上 1.2m) □ ： 予測地点位置(地上 1.2m) 

図 10.2-11 道路条件 

 

d) 音源の位置 

音源の位置「2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響 (5)予測条件 d)音源の位置

(p.10.2-20)」と同様とした。  
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(6)予測結果 

自動車交通の発生に伴う騒音の予測結果は、表 10.2-12 に示すとおりである。なお、道路端

からの距離減衰図については、「資料編 3.騒音・低周波音 (p.資 3-13)」に示す。 

自動車交通の発生に伴う騒音レベルは、59.1～68.2dB、関係車両の走行に伴う騒音レベルの

増加分は、0.1～0.3dB と予測される。 

 

表 10.2-12 自動車交通の発生に伴う騒音の予測結果(昼間) 

予測地点 
予測

方向

騒音レベル(等価騒音レベル)(dB) *1 

現況騒音レベル 

[現地調査結果] 

(LAeq*) *2 

関係車両交通量の 

上乗せによる 

騒音レベルの増加分 

(ΔL) 

関係車両交通量の 

上乗せによる 

騒音レベル 

(LAeq) 

① ② ③=(①+②) 

T1 
西側 66 0.2 66.2 

東側 (66.4) 0.2 66.8 

T2 
南側 68 0.2 68.2 

北側 (67.8) 0.2 68.0 

T3 
南側 (64.3) 0.3 64.6 

北側 64 0.3 64.3 

T4 
南側 (61.2) 0.1 61.3 

北側 59 0.1 59.1 
 
*1. 騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時である。(関係車両の走行時間帯は 7時～21時とした。)

*2. 現況騒音レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による騒音レベル(予測計算値)を用いて算出

した値である。 
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10.2.3 評価 

1)建設機械の稼働に伴う騒音の影響 

(1)評価方法 

a) 回避・低減の観点 

建設機械の稼働に伴う騒音の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、

または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b) 基準、目標等との整合の観点 

表 10.2-13 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.2-13 整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

建設機械の稼働に伴う

騒音(敷地境界) 

特定建設作業の騒音が、特定建設作業の場所の敷地の境界線におい

て 85dB を超える大きさのものでないこと。 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」(昭和

43 年、厚生省・建設省告示第 1号) 

建設機械の稼働に伴う

騒音(配慮施設位置) 

教室内の等価騒音レベルが窓を開けているとき 55dB 以下であるこ

と。 

「学校環境衛生基準」(平成 21 年、文部科学省告示第 60 号) 

地域の区分：B類型(市街化調整区域) 

昼間(6～22 時)：55dB 以下 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64号)

 

(2)評価結果 

a) 回避・低減の観点 

本事業では、建設機械の稼働に伴う騒音の影響が考えられるが、表 10.2-14 に示す環境の保

全のための措置を講じることで、騒音の影響の低減に努める。 

以上より、建設機械の稼働に伴う騒音の影響は、事業者により実行可能な範囲内でできる限

り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.2-14 環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 検討の視点 環境の保全のための措置 

措置の

区分

建設 

機械の

稼働 

騒音の

発生 

発生源対策 

・建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設

機械の集中稼働を避けるなど、効率的な稼働を図

り、騒音の発生低減に努める。 

・低騒音型、超低騒音型の建設機械の使用に努め

る。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

低減

伝搬経路対策

・工事範囲の周囲に遮音壁を兼ねた高さ 3mの鋼製

仮囲いを設ける。また、必要に応じて仮囲いの上

に高さ 2mの防音シートを設ける。 

低減
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b) 基準、目標等との整合の観点 

建設機械の稼働に伴う騒音の評価は、表 10.2-15 に示すとおりである。 

事業実施区域の東側敷地境界での騒音レベル(LA5)は最大 69dB、配慮施設位置での等価騒音レ

ベル(LAeq)は建設機械の稼働時の最大値で 55dB、昼間平均で 52dB と予測され、整合を図るべき

基準等を満たしている。 

以上より、建設機械の稼働に伴う騒音の予測結果は、整合を図るべき基準等との整合が図ら

れていると評価する。 

 

表 10.2-15(1) 建設機械の稼働に伴う騒音の評価(事業実施区域敷地境界) 

予測地点 
騒音レベル 

(dB) 

整合を図るべき 

基準等(dB) 

事業実施区域 

東側敷地境界 
LA5 69 

85 

を超えない 

 

表 10.2-15(2) 建設機械の稼働に伴う騒音の評価(配慮施設位置) 

予測地点 *1 
騒音レベル *2 

(dB) 

整合を図るべき 

基準等(dB) 

芝川小学校校舎位置 

4 階 

LAeq 

(建設機械の稼働時の 

最大値) 

55 
55 

以下 

LAeq 

(昼間平均) 
52 

55 

以下  

 

 

 

  

*1.予測高さは、4階：10.2m とした。 

*2.騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時。 
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2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響 

(1)評価方法 

a) 回避・低減の観点 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り

回避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b) 基準、目標等との整合の観点 

表 10.2-16 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.2-16 整合を図るべき基準等 

評価項目 整合を図るべき基準等 

資材運搬等の 

車両の走行 
T4

地域の区分：幹線交通を担う道路に近接する空間 B地域 

昼間(6～22 時)：70dB 以下 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64号)

 

(2)評価結果 

a) 回避・低減の観点 

本事業では、資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響が考えられるが、表 10.2-17 に示す

環境の保全のための措置を講じることで、騒音の影響の低減に努める。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の影響は、事業者により実行可能な範囲内で

できる限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.2-17 環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 

検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

資材運

搬等の 

車両の

走行 

騒音の

発生 

発生源

対策 

・資材運搬等の車両の計画的かつ効率的な運行計画を

十分に検討し、車両による搬出入が一時的に集中しな

いように努める。 

・資材運搬等の車両のアイドリングストップを徹底す

る。 

・資材運搬等の車両の不必要な空ぶかしを行わないよ

うに徹底する。 

・資材運搬等の車両の整備・点検を徹底する。 

低減
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b) 基準、目標等との整合の観点 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の評価は、表 10.2-18 に示すとおりである。 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音レベルは 59.1～61.3dB と予測され、整合を図るべき基準

等を満たしている。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の予測結果は、整合を図るべき基準等との整

合が図られていると評価する。 

 

表 10.2-18 資材運搬等の車両の走行に伴う騒音の評価 

予測 

地点 

予測 

方向 

騒音レベル(等価騒音レベル)(dB) *1 

整合を 

図るべき 

基準等 

(dB) 

現況騒音レベル

［現地調査結果］

(LAeq*) *2 

資材運搬等の車両交通量

の上乗せによる 

騒音レベルの増加分 

(ΔL) 

資材運搬等の車両交通量

の上乗せによる 

騒音レベル 

(LAeq) 

① ② ③=(①+②) 

T4 
南側 (61.2) 0.1 61.3 

70 以下 
北側 59 0.1 59.1 

 
*1. 騒音レベルの昼間の時間区分は6時～22時である。(資材運搬等の車両の走行時間帯は8時～17時とした。)

*2. 現況騒音レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による騒音レベル(予測計算値)を用いて算出した値
である。 
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3)自動車交通の発生に伴う騒音の影響 

(1)評価方法 

a) 回避・低減の観点 

自動車交通の発生に伴う騒音の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避さ

れ、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b) 基準、目標等との整合の観点 

表 10.2-19 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.2-19 整合を図るべき基準等 

評価項目 整合を図るべき基準等 

自動車交通の

発生 

T1、T2

地域の区分：道路に面する地域 A地域 

昼間(6～22 時)：60dB 以下 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64号)

T3 

地域の区分：一般地域 A類型 

昼間(6～22 時)：55dB 以下 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64号)

T4 

地域の区分：幹線交通を担う道路に近接する空間 B地域 

昼間(6～22 時)：70dB 以下 

「騒音に係る環境基準について」(平成 10 年、環境庁告示第 64号)

 

(2)評価結果 

a) 回避・低減の観点 

本事業では、自動車交通の発生に伴う騒音の影響が考えられるが、表 10.2-20 に示す環境の

保全のための措置を講じることで、騒音の影響の低減に努める。 

以上より、自動車交通の発生に伴う騒音の影響は、事業者により実行可能な範囲内でできる

限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.2-20 環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 検討の視点 環境の保全のための措置 

措置の

区分

自動車

交通の

発生 

騒音の

発生 
発生源対策

・公園利用者へ規制速度での走行やアイドリングス

トップなど適切な運転を呼び掛ける。 

・公共交通機関の利用を推進する 

・シェアサイクルの利用を推進する。 

低減
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b) 基準、目標等との整合の観点 

自動車交通の発生に伴う騒音の評価は、表 10.2-21 に示すとおりである。 

騒音レベル(LAeq)は、T4 で 59.1～61.3dB であり整合を図るべき基準等を満たしているが、T1

～T3 では 66.2～68.2dB であり、整合を図るべき基準等を満たしていない。ただし、T1～T3 は

現況の騒音レベル(LAeq*)が整合を図るべき基準等を満たしておらず、関係車両の交通量の上乗せ

による騒音レベルの増加分は 0.2～0.3dB であるため、影響の変化は軽微であるといえる。なお、

全ての予測地点において、騒音規制法に基づく道路交通騒音の限度(要請限度)は満たしている。 

以上より、自動車交通の発生に伴う騒音が現況騒音レベルに与える影響は小さく、整合を図

るべき基準等の評価位置が道路端であることを考慮すると、背後地に立地する住居等では更に

影響は小さくなることから、整合を図るべき基準等との整合は概ね図られていると評価する。 

 

表 10.2-21 自動車交通の発生に伴う騒音の評価 

予測 

地点 

予測 

方向 

騒音レベル(等価騒音レベル)(dB) *1,2 

整合を 

図るべき

基準等 

(dB)*4 

【参考】

要請限度

現況騒音レベル

[現地調査結果]

(LAeq*) *3 

関係車両交通量の

上乗せによる 

騒音レベルの増加分

(ΔL) 

関係車両交通量の

上乗せによる 

騒音レベル 

(LAeq) 

① ② ③=(①+②) 

T1 
西側 66 0.2 66.2 

60 

以下 

70 

を超えない

東側 (66.4) 0.2 66.8 

T2 
南側 68 0.2 68.2 

北側 (67.8) 0.2 68.0 

T3 
南側 (64.3) 0.3 64.6 55 

以下 

65 

を超えない北側 64 0.3 64.3 

T4 
南側 (61.2) 0.1 61.3 70 

以下 

75 

を超えない北側 59 0.1 59.1 
 

*1.騒音レベルの昼間の時間区分は 6時～22時である。(関係車両の走行時間帯は 7時～21時とした。) 

*2.表中の網掛け箇所は整合を図るべき基準等を満たしていない。 

*3.現況騒音レベルの( )内の数字は、現況調査を行っていない側の騒音レベルを、現況調査を行っている側の現

況騒音レベルから推定した値であることを示す。 

*4.整合を図るべき基準等で適用する環境基準は、予測地点の両道路端における用途地域の指定状況を踏まえて当

てはめた。 
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10.3 振動 

本事業の建設機械の稼働、資材運搬等の車両の走行、自動車交通の発生に伴う振動の影響が考

えられるため、振動に係る調査、予測及び評価を行った。 

 

10.3.1 調査 

1)調査内容 

(1)振動の状況 

一般環境振動及び道路交通振動の状況を調査した。 

 

(2)道路交通の状況 

道路の構造、自動車交通量等の状況を調査した。 

 

(3)振動の伝搬に影響を及ぼす地質・地盤の状況 

振動の伝搬に影響を及ぼす地質・地盤の状況を調査した。 

 

(4)その他の予測・評価に必要な事項 

既存の発生源の状況、学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及び

住宅の分布状況を調査した。 

 

2)調査方法 

調査方法は表 10.3-1 に示すとおりである。 

 

表 10.3-1 振動の調査方法 

調査内容 調査方法 

①振動の状況 

・道路交通振動 

既存資料 

調査 

｢自動車騒音・道路交通振動調査結果｣(さいたま市環境局

環境共生部環境対策課 HP)等の整理及び解析。 

①振動の状況 

・一般環境振動 
現地調査 

「振動規制法施行規則」(昭和51年、総理府令第58号)及

び「JIS Z 8735振動レベル測定方法」に定める測定方法。

①振動の状況 

・道路交通振動 
現地調査 

「振動規制法施行規則」(昭和51年、総理府令第58号)及

び「JIS Z 8735振動レベル測定方法」に定める測定方法。

②道路交通の状況 

・交通量 

既存資料 

調査 
「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

 

3)調査地域・地点 

調査地域・地点は、表 10.3-2 に示すとおりである。 

 

表 10.3-2 振動の調査地点 

調査内容 調査地域・地点 

①振動の状況 

・道路交通振動 

既存資料 

調査 
「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

①振動の状況 

・一般環境振動 
現地調査 「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

①振動の状況 

・道路交通振動 
現地調査 「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

②道路交通の状況 

・交通量 

既存資料 

調査 
「10.2 騒音・低周波音」と同様。 
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4)調査期間・頻度 

調査時期・頻度は既存資料調査については表 10.3-3 に示すとおりである。 

 

表 10.3-3 振動の調査期間 

調査内容 調査期間 

①振動の状況 

・道路交通振動 

既存資料 

調査
「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

①振動の状況 

・一般環境振動 
現地調査 「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

①振動の状況 

・道路交通振動 
現地調査 「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

②道路交通の状況 

・交通量 

既存資料 

調査
「10.2 騒音・低周波音」と同様。 

 

5)調査結果 

(1)振動の状況 

a)一般環境振動 

(a)既存資料調査 

事業実施区域及びその周辺における一般環境振動調査は実施されていない。 

 

(b)現地調査 

一般環境振動の現地調査結果は表 10.3-4 に示すとおり、25未満～27dB であった。 

 

表 10.3-4 一般環境振動の調査結果(平日) 

調査地点 
用途地域及び 

地域類型指定 *1 

振動レベル(L10)(dB) *2

現地調査結果 

E2 
(芝川小学校) 

市街化調整区域 
(第 1 号区域) 

26 

E3 
(事業実施区域東側民家付近) 

市街化調整区域 

(第 1 号区域) 
27 

E4 
(事業実施区域西側民家付近) 

第一種中高層住居専用地域

(第 1 号区域) 
<25 

 
*1.一般環境において、用途地域区分に基づく振動に関する基準等の指定はない。なお、( )内は、

参考として振動規制法に基づく特定建設作業に伴う振動に関する区域区分を示す。 

*2.「<25」は定量下限値(25dB)未満を示す。 
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b)道路交通振動 

(a)既存資料調査 

道路交通振動の既存資料調査結果は「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 1」大気質、振動、

振動、悪臭、その他の大気に係る環境の状況 (3)振動 b)道路交通振動 (p.3-32)」に示すと

おりである。 

 

(b)現地調査 

道路交通振動の現地調査結果は表 10.3-5 に示すとおり、平日・休日の昼間 38～52dB、夜間

35～52dB であり、振動規制法に基づく道路交通振動の限度(要請限度)を超えなかった。 

 

表 10.3-5 道路交通振動の調査結果(平日・休日) 

調査地点 用途地域 *1 

振動レベル(L10)(dB) *2,3 

平日/
休日

現地調査結果 要請限度 

昼間 夜間 昼間 夜間 

T1 
(事業実施区域 

東側) 

市街化調整区域 
(第 1 種区域) 

平日 52 (○) 52 (○)

65 
を超えない

60 
を超えない

休日 50 (○) 48 (○)

T2 
(事業実施区域 

南東側) 

市街化調整区域 
(第 1 種区域) 

平日 52 (○) 52 (○)

休日 48 (○) 44 (○)

T3 
(事業実施区域 

西側) 

第一種中高層住居 
専用地域 

(第 1 種区域) 

平日 42 (○) 42 (○)

休日 38 (○) 35 (○)

T4 
(事業実施区域 

南西側) 

第一種住居地域 
(第 1 種区域) 

平日 43 (○) 42 (○)

休日 43 (○) 41 (○)
 
*1. 用途地域図、区域の区分の図は「資料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-5)」に示す。 

*2. 振動レベルの時間区分は、昼間：8時～19時、夜間：19時～翌日 8時 

 測定時間は 6時～22時であるため、記載の数値は昼間：8時～19時の L10の最大値、夜間：6時～8時、19

時～22時の L10の最大値を示している。 

*3. ○：要請限度を超えない  ×：要請限度を超える   
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(2)道路交通の状況 

a)既存資料調査 

道路交通の状況の既存資料調査結果は「第 3章 地域特性 3.1 社会的状況 4)交通の状況 

(1)道路 (p.3-10)」に示すとおりである。 

 

b)現地調査 

(a)交通量 

交通量の調査結果は「10.15 地域交通 10.15.1 調査 5)調査結果 (p.10.15-6)」に示すと

おりである。 

 

(b)道路構造 

道路構造は「10.2 騒音・低周波音 10.2.1 調査 5)調査結果 (2)道路交通の状況 b)現

地調査 (b)道路構造 (p.10.2-9)」に示すとおりである。 

 

(3)振動の伝搬に影響を及ぼす地質・地盤の状況 

地形・地物の状況については、「第 3 章 地域特性 3.1 社会的状況 2)土地利用の状況

(p.3-6)」及び「第 3 章 地域特性 3.2 自然的状況 4)地形・地質 (2)地質の状況 (p.3-44)」

に示すとおりである。 

 

(4)その他の予測・評価に必要な事項 

a)既存の発生源の状況 

事業実施区域周辺の主な既存の発生源としては、事業実施区域南側に隣接する市道 20366 号

線(図 10.2-1)(p.10.2-5)があげられる。 

 

b)学校、病院、その他の環境の保全について配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況 

学校、病院、その他の環境の保全について配慮が特に必要な施設及び住宅の分布状況につい

ては、「第 3 章 地域特性 3.1 社会的状況 5)学校、病院その他の環境保全についての配慮が

特に必要な施設及び住宅の分布状況 (p.3-12)」に示すとおりである。 
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10.3.2 予測 

1)建設機械の稼働に伴う振動の影響 

(1)予測内容 

建設機械の稼働に伴う振動の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測手順は、図 10.3-1 に示すとおりである。 

 

図 10.3-1 建設機械の稼働に伴う振動の影響の予測手順 

  

b)予測式 

予測式は、以下の振動伝搬式を用い、地盤の内部減衰及び距離による幾何減衰を考慮した。 

 Lr = Lr0 - 15log10(r/r0) - 8.68λ(r - r0) 

Lr ： 予測地点における振動レベル(dB) 

Lr0 ： 基準点における振動レベル(dB) 

r ： 振動源から予測地点までの距離(m) 

r0 ： 振動源から基準点までの距離(dB) 

λ ： 地盤の内部減衰定数(λ=0.01) 

 

また、予測地点における振動レベルは、以下に示す複数振動源による振動レベルの合成式に

より算出した。 

L = 10log10 ( 
n

Σ
i=1

10
Lri/10 

) 
 

L ： 予測地点における合成振動レベル(dB) 

Lri ： 予測地点における振動源ごとの振動レベル(dB) 

  

工事計画

建設機械の種類・稼働台数、配置

予測計算

建設機械の基準振動レベル 

地盤の内部減衰
振動源及び予測地点位置

振動レベル(L10)

距離による幾何減衰 
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(3)予測地点、地域 

予測地域は調査地域に準じるものとし、事業実施区域及びその周辺の約 200m の範囲とした。 

予測地点は事業実施区域敷地境界上の最大地点とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、建設機械の稼働に伴う振動の影響が最大となる時期とし、先行整備地区

である合併記念見沼公園の工事実績を参考に、工事開始 4 ヶ月目とした。設定根拠の詳細は「資

料編 1.予測条件の詳細 (p.資 1-1)」に示すとおりである。 

 

(5)予測条件 

a)建設機械の種類・稼働台数・基準点振動レベル 

建設機械の種類・稼働台数・基準点振動レベルは、「建設騒音及び振動の防止並びに排除に

関する調査試験報告書」(昭和 54 年、建設省土木研究所)、「道路環境影響評価の技術手法(平

成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所)から表 10.3-6 に示すとおり

とした。 

 

表 10.3-6 建設機械の種類・稼働台数・基準点振動レベル 

建設機械 
稼働台数 

基準点振動レベル 

(Lr0) 

振動源から基準点

までの距離(r0) 

(台) (dB) (m) 

バックホウ(0.7m3) 24 63 7 

ブルドーザー(20t) 8 66 7 

自走式破砕機 8 67 7  

 

b)建設機械の配置 

建設機械の配置は、「10.2 騒音・低周波音 10.2.2 予測  1)建設機械の稼働に伴う騒音の

影響 (5)予測条件 b)音源の配置 (p.10.2-14)」と同様とした。 

 

(6)予測結果 

建設機械の稼働に伴う振動の予測結果は、表 10.3-7 及び図 10.3-2 に示すとおりである。 

建設工事時の敷地境界での振動レベル(L10)は、事業実施区域南側敷地境界で最大 64dB と予測

される。 

 

表 10.3-7 建設機械の稼働に伴う振動の予測結果 

予測地点 振動レベル(dB) 

事業実施区域南側敷地境界 

(敷地境界最大地点) 
64 

 

 

  

出典：「建設騒音及び振動の防止並びに排除に関する調査試験報告書」(昭和 54 年、建設省土木研究所)

 「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術政策総合研究所)
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 凡 例 

 事業実施区域 

● 振動レベルが最大となる敷地境界位置 

  

<配慮施設> 

○小  小学校(芝川小学校) 

□病  病院(自治医科大学附属さいたま医療センター) 

 

 

 

図 10.3-2 建設機械の稼働に 

伴う振動の予測結果
 

 

  

コンタ図作成作業中 

小

病
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2)資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響 

(1)予測内容 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省国土

技術政策総合研究所)を参考に、図 10.3-3 に示すとおりとした。 

 

図 10.3-3 資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響の予測手順 

  

①現況振動レベル  *1 
［現地調査結果］ 

L10
*   

③資材運搬等の車両交通量の上乗
せによる振動レベル 
［予測計算値］ 

②現況の交通量 
による振動レベル 
［予測計算値］ 

④資材運搬等の車両交通量の上乗せによる振動レベルの増加分
(=③-②) 

⑤資材運搬等の車両交通量
の上乗せによる振動レベル
(=①+④) 

将来の交通量 
(現況の交通量+資材運搬等の 
車両の交通量) 

現況の交通量 
［現地調査結果］ 

*1.予測地点のうち現地調査を行っていない側の現況振動レベルは、以下のとおり算出した。 
  [現況振動レベル(現地調査結果)] 
   +[現地調査を行っていない側の現況交通量による振動レベル(予測計算値)] 
   -[現地調査を行っている側の現況交通量による振動レベル(予測計算値)] 
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b)予測式 

現況の交通条件による振動レベル、資材運搬等の車両の交通量の上乗せによる振動レベルは、

以下に示す「道路環境影響評価の技術手法(平成 24 年度版)」(平成 25年、国土交通省国土技術

政策総合研究所)に基づく予測式により算出した。 

L10 = L10* - αl 

L10*  = a･log10(log10(Q*) + b･log10V + c･log10M + d +ασ + αf + αS 

L10 ： 振動レベルの 80％レンジの上端値の予測値(dB)  

L10
* ： 基準点における振動レベルの 80％レンジの上端値の予測値(dB)  

Q* ：500 秒間の 1 車線当り等価交通量[台/500 秒/車線] 

= 
500

×
1

×(Q1 + K･Q2) 3600 M 
Q1 ： 小型車交通量(台/h) 

Q2 ： 大型車交通量(台/h) 

M ： 上下線合計の車線数 

K ： 大型車の小型車への換算係数 

V ： 平均走行速度[km/h]  

ασ ： 路面の平坦性等による補正値(dB) 

(= 8.2･log10σ、σは路面平坦性標準偏差{5mm}) 

αf ： 地盤卓越振動数による補正値(dB) 

αS ： 道路構造による補正値(dB)(平面道路の場合の値である 0を適用) 

αl ： 距離減衰値(dB) 

a,b,c,d ： 定数(a = 47、b = 12、c = 3.5、d = 27.3) 
 

地盤卓越振動数による補正値(αf)は、平面道路に適用される補正値を用いた。 

αf = 
 -17.3･log10f (f ≧ 8Hz のとき) 

 -9.2･log10f   7.3 (f < 8Hz のとき) 

なお、地盤卓越振動数(f)は、予測地点の周辺において実施されている標準貫入試験結果(N

値)から、以下の式を用いて推定した。 

f = 8.4･N1/3 

N ： 地表から 10m までの平均 N値 

 

距離減衰値(αl)は、平面道路の粘土地盤に適用される値を用いた。 

αl = β･log10(r/5+1)/log102 

r ： 基準点から予測地点までの距離(m) 

(基準点は下図のとおり、最外側車線中心から 5mとした。予測地点が最外側車線

中心から 5m 以内である場合は r=0 とした。) 

 

β ： 0.068･L10
* - 2.0  
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(3)予測地域、地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、資材運搬等の車両の走行ルートから片側 200m の範囲

とした。 

予測地点は、調査地点(T4)と同じ 1地点とし、予測位置は道路端とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、「10.2 騒音・低周波音 10.2.2 予測 2)資材運搬等の車両の走行に伴

う騒音の影響 (4)予測対象時期等 (p.10.2-19)」と同様とした。 

 

(5)予測条件 

a)将来交通量 

将来交通量は「10.2 騒音・低周波音 10.2.2 予測 2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音

の影響 (5)予測条件 a)将来交通量 (p.10.2-19)」と同様とした。 

 

b)地盤卓越振動数 

予測に用いた地盤卓越振動数は表 10.3-8 に示すとおりである。 

地盤卓越振動数は予測地点の周辺で実施されている標準貫入試験結果(N値)から推定した。

詳細は「資料編 4.振動 (p.資 4-12)」に示すとおりである。 

 

表 10.3-8 地盤卓越振動数 

予測地点 
地表から 10m までの

平均 N値 

地盤卓越振動数 

(Hz) 

T4 1.57 9.77 

 

(6)予測結果 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動の予測結果は、表 10.3-9 に示すとおりである。なお、道

路端からの距離減衰図については、「資料編 4.振動 (p.資 4-14)」に示す。 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動レベル(資材運搬等交通量の上乗せによる振動レベル)は

43.5～44.3dB、資材運搬等の車両の交通量の上乗せによる振動レベルの増加分は 0.5～0.6dB と

予測される。 

 

表 10.3-9 資材運搬等の車両の走行に伴う振動の予測結果(昼間) 

予測 

地点 

予測 

方向 

振動レベル(L10)(dB) *1 

現況振動レベル
[現地調査結果]

(L10
*) *2 

資材運搬等の車両交通量の
上乗せによる 

振動レベルの増加分 
(ΔL) 

資材運搬等の車両交通量の
上乗せによる 
振動レベル 

(L10) 

① ② ③=(①+②) 

T4 
南側 (43.7) 0.6 44.3 

北側 43 0.5 43.5 
 

*1 . 振動レベルの昼間の時間区分は 8時～19時である。(資材運搬等の車両の走行時間帯は 8時～17時) 

*2 . 現況振動レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による振動レベル(予測計算値)を用いて算出し

た値である。 
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3)自動車交通の発生に伴う振動の影響 

(1)予測内容 

自動車交通(関係車両)の発生に伴う振動の影響について予測した。 

 

(2)予測方法 

a)予測手順 

予測手順は、「道路環境影響評価の技術手法(平成 24年度版)」(平成 25年、国土交通省 国

土技術政策総合研究所)にもとづき、図 10.3-4 に示すとおりとした。 

 

図 10.3-4 自動車交通の発生に伴う振動の影響の予測手順 

 

b)予測式 

予測式は、「2)資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響 (2)予測方法」と同様とした。 

 

(3)予測地域・地点 

予測地域は調査地域に準じるものとし、自動車交通の発生箇所から片側 200m の範囲とした。 

予測地点は、調査地点(T1～T4)と同じ 4地点とした。 

 

(4)予測対象時期等 

予測対象時期等は、施設の供用が定常状態となる時期とし、将来基礎交通量及び関係車両を

合わせた将来交通量が多くなる平日とした。 

 

(5)予測条件 

a)将来交通量 

将来交通量は「10.2 騒音・低周波音 10.2.2 予測 2)資材運搬等の車両の走行に伴う騒音

の影響 (5)予測条件 a)将来交通量 (p.10.2-22)」と同様とした。 

  

①現況振動レベル  *1 
［現地調査結果］ 

L10
*  

③関係車両交通量の上乗せによる
振動レベル 
［予測計算値］ 

②現況の交通量 
による振動レベル 
［予測計算値］ 

④関係車両交通量の上乗せによる振動レベルの増加分 
(=③-②) 

⑤関係車両交通量の上乗せ
による振動レベル 
(=①+④) 

将来の交通量 
(現況の交通量+ 関係車両の交通
量) 

現況の交通量 
［現地調査結果］ 

*1.予測地点のうち現地調査を行っていない側の現況振動レベルは、以下のとおり算出した。
  [現況振動レベル(現地調査結果)] 
   +[現地調査を行っていない側の現況交通量による振動レベル(予測計算値)] 
   -[現地調査を行っている側の現況交通量による振動レベル(予測計算値)] 
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b)地盤卓越振動数 

予測に用いた地盤卓越振動数は表 10.3-10 に示すとおりである。 

地盤卓越振動数は予測地点の周辺で実施されている標準貫入試験結果(N値)から推定した。

詳細は「資料編 4.振動 (p.資 4-12)」に示すとおりである。 

  

表 10.3-10 地盤卓越振動数 

予測地点 
地表から 10m までの

平均 N値 

地盤卓越振動数 

(Hz) 

T1 4.37 13.74 

T2 5.55 14.87 

T3 3.44 12.69 

T4 1.57 9.77 

 

(6)予測結果 

自動車交通量の発生に伴う振動の予測結果は、表 10.3-11 に示すとおりである。なお、道路

端からの距離減衰図については、「資料編 4.振動 (p.資 4-15)」に示す。 

自動車交通量の発生に伴う振動レベル(関係車両交通量の上乗せによる振動レベル)は、昼間

で 42.2～52.1dB、夜間で 42.1～52.1dB である。また、関係車両交通量の上乗せによる振動レ

ベルの増加分は、昼間で 0.1～0.2dB、夜間で 0.1dB である。 

 

表 10.3-11 自動車交通の発生に伴う振動の予測結果 

予測 

地点 

予測 

方向 

時間

区分

振動レベル(L10)(dB) *1 

現況振動レベル 

[現地調査結果] 

(L10*) *2 

関係車両の交通量の 
上乗せによる 

振動レベルの増加分 
(ΔL) 

関係車両の交通量の
上乗せによる 
振動レベル 

(L10) 

① ② ③=(①+②) 

T1 

西側 
昼間 52 0.1 52.1 

夜間 52 0.1 52.1 

東側 
昼間 (52.0) 0.1 52.1 

夜間 (52.0) 0.1 52.1 

T2 

南側 
昼間 52 0.1 52.1 

夜間 52 0.1 52.1 

北側 
昼間 (52.0) 0.1 52.1 

夜間 (52.0) 0.1 52.1 

T3 

南側 
昼間 (42.0) 0.2 42.2 

夜間 (42.0) 0.1 42.1 

北側 
昼間 42 0.2 42.2 

夜間 42 0.1 42.1 

T4 

南側 
昼間 (43.8) 0.1 43.9 

夜間 (42.7) 0.1 42.8 

北側 
昼間 43 0.2 43.2 

夜間 42 0.1 42.1   
*1. 振動レベルの時間区分は、昼間 8時～19時、夜間 19時～翌日 8時である。(関係車両の走行時間帯は 7時～

21時とした) 

*2. 現況振動レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による振動レベル(予測計算値)を用いて算出した値

である。 
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10.3.3 評価 

1)建設機械の稼働に伴う振動の影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

建設機械の稼働に伴う振動の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避され、

または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準・目標等との整合の観点 

表 10.3-12 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 
 

表 10.3-12 整合を図るべき基準等 

項目 整合を図るべき基準等 

建設機械の稼働に伴う振動

(敷地境界) 

特定建設作業の振動が、特定建設作業を行う場所の敷地の境界

線において 75dB を超える大きさのものでないこと 

「特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準」 

（昭和 51年、総理府令第 58 号） 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では、表 10.3-13 に示す環境の保全のための措置を講じることで、建設機械の稼働に

伴う振動の影響の低減に努める。 

以上より、建設機械の稼働に伴う振動の影響は、事業者により実行可能な範囲内でできる限

り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.3-13 環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 検討の視点 環境の保全のための措置 

措置の

区分

建設 

機械の

稼働 

振動の

発生 
発生源対策 

・建設機械の稼働台数の低減を図るとともに、建設

機械の集中稼働を避けるなど、効率的な稼働を図

り、振動の発生低減に努める。 

・低振動型建設機械の使用に努める。 

・建設機械の整備、点検を徹底する。 

低減

 

b)基準・目標等との整合の観点 

建設機械の稼働に伴う振動の評価は、表 10.3-14 に示すとおりである。 

敷地境界での振動レベル(L10)は 64dB であり、整合を図るべき基準等を満たしている。 

以上より、建設機械の稼働に伴う振動の予測結果は、整合を図るべき基準等との整合が図ら

れていると評価する。 

 

表 10.3-14 建設機械の稼働に伴う振動の評価 

予測地点 
振動レベル(L10) 

(敷地境界最大地点)(dB)
整合を図るべき 
基準等(dB) 

事業実施区域 
南側敷地境界 

64 
75 

を超えない 

  



10.3-14 

2)資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り

回避され、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.3-15 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.3-15 整合を図るべき基準等 

評価項目 整合を図るべき基準等 

資材運搬等の 

車両の走行 

区域の区分：第一種区域 昼間(8～19 時)：65dB を超えないこと。 

【振動規制法に基づく道路交通振動の限度(要請限度)「振動規制法施行規

則」(昭和 51年、総理府令第 58 号)】 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では、表 10.3-16 に示す環境の保全のための措置を講じることで、資材運搬等の車両

の走行に伴う振動の影響の低減に努める。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う振動の影響は、事業者により実行可能な範囲内で

できる限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.3-16 環境の保全のための措置 

影響要因 影響 
検討の

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

資材運搬等の 

車両の走行 

振動の 

発生 

発生源 

対策 

・資材運搬等の車両の計画的かつ効率的な運行計

画を十分に検討し、車両による搬出入が一時的

に集中しないように努める。 

・資材運搬等の車両の整備・点検を徹底する。 

低減

 

  



10.3-15 

b)基準、目標等との整合の観点 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動の評価は、表 10.3-17 に示すとおりである。 

資材運搬等の車両の走行に伴う振動レベル(資材運搬等の車両交通量の上乗せによる振動レ

ベル)は 43.5～44.3dB と予測され、整合を図るべき基準等を満たしている。 

以上より、資材運搬等の車両の走行に伴う振動の予測結果は、整合を図るべき基準等との整

合は図られていると評価する。 
 

表 10.3-17 資材運搬等の車両の走行に伴う振動の評価 

予測 

地点 

予測 

方向 

振動レベル(L10)(dB) *1 
整合を

図るべき

基準等

(dB) 

現況振動レベル

[現地調査結果]

(L10*) *2 

資材運搬等の車両交通量の
上乗せによる 

振動レベルの増加分 
(ΔL) 

資材運搬等の車両交通量の
上乗せによる 
振動レベル 

(L10) 

① ② ③=(①+②) 

T4 
南側 (43.7) 0.6 44.3 65 を 

超えない北側 43 0.5 43.5 
 

*1. 振動レベルの時間区分は、昼間(8時～19時)である。(資材運搬等の車両の走行時間帯は 8時～17時) 

*2. 現況振動レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による振動レベル(予測計算値)を用いて算出した値

である。 

 

 

 

  



10.3-16 

3)自動車交通の発生に伴う振動の影響 

(1)評価方法 

a)回避・低減の観点 

自動車交通の発生に伴う振動の影響が、事業者により実行可能な範囲内でできる限り回避さ

れ、または低減されているかどうかを明らかにした。 

 

b)基準、目標等との整合の観点 

表 10.3-18 に示す整合を図るべき基準等と予測結果との間に整合が図られているかどうかを

明らかにした。 

 

表 10.3-18 整合を図るべき基準等 

評価項目 整合を図るべき基準等 

自動車交通の発生 

区域の区分：第一種区域 昼間(8～19 時) ：65dB 

 夜間(19～翌日 8時) ：60dB 

【振動規制法に基づく道路交通振動の限度(要請限度) 

「振動規制法施行規則」(昭和 51年、総理府令第 58号)】 

 

(2)評価結果 

a)回避・低減の観点 

本事業では、表 10.3-19 に示す環境の保全のための措置を講じることで、自動車交通の発生

に伴う振動の影響の低減に努める。 

以上より、自動車交通の発生に伴う振動の影響は、事業者により実行可能な範囲内でできる

限り低減が図られていると評価する。 

 

表 10.3-19 環境の保全のための措置 

影響 

要因 
影響 

検討の 

視点 
環境の保全のための措置 

措置の

区分

自動車交通

の発生 

振動の 

発生 

発生源 

対策 

・公園利用者へ規制速度での走行など適切な

運転を呼び掛ける。 

・公共交通機関の利用を推進する。 

・シェアサイクルの利用を推進する。 

低減

 

  



10.3-17 

b)基準、目標等との整合の観点 

自動車交通の発生に伴う振動の評価は、表 10.3-20 に示すとおりである。 

自動車交通の発生に伴う振動レベル(関係車両交通量の上乗せによる振動レベル)は昼間42.2

～52.1dB、夜間で 42.1～52.1dB であり整合を図るべき基準等を満たしている。 

以上より、自動車交通の発生に伴う振動の予測結果は、整合を図るべき基準等との整合は図

られていると評価する。 

 

表 10.3-20 自動車交通の発生に伴う振動の評価 

予測 

地点 

予測 

方向 

時間

区分

振動レベル(L10)(dB) *1 

整合を 

図るべき 

基準等 

(dB) 

現況振動レベル

[現地調査結果]

(L10*) *2 

関係車両の交通量の

上乗せによる 

振動レベルの増加分

(ΔL) 

関係車両の交通量の 

上乗せによる 

振動レベル 

(L10) 

① ② ③=(①+②) 

T1 

西側 
昼間 52 0.1 52.1 65 を超えない

夜間 52 0.1 52.1 60 を超えない

東側 
昼間 (52.0) 0.1 52.1 65 を超えない

夜間 (52.0) 0.1 52.1 60 を超えない

T2 

南側 
昼間 52 0.1 52.1 65 を超えない

夜間 52 0.1 52.1 60 を超えない

北側 
昼間 (52.0) 0.1 52.1 65 を超えない

夜間 (52.0) 0.1 52.1 60 を超えない

T3 

南側 
昼間 (42.0) 0.2 42.2 65 を超えない

夜間 (42.0) 0.1 42.1 60 を超えない

北側 
昼間 42 0.2 42.2 65 を超えない

夜間 42 0.1 42.1 60 を超えない

T4 

南側 
昼間 (43.8) 0.1 43.9 65 を超えない

夜間 (42.7) 0.1 42.8 60 を超えない

北側 
昼間 43 0.2 43.2 65 を超えない

夜間 42 0.1 42.1 60 を超えない 
*1. 振動レベルの時間区分は、昼間 8時～19時、夜間 19時～翌日 8時である。(関係車両の走行時間帯は 7時

～21時とした。 

*2. 現況振動レベルの( )は、現地調査結果及び現況交通量による振動レベル(予測計算値)を用いて算出した値

である。   
 

 



 



10.4-1 

10.4 水質 

本事業の造成等の工事、施設の供用に伴う水質への影響が考えられるため、水質に係る調査、

予測及び評価を行った。 

 

10.4.1 調査 

1)調査内容 

(1)水質の状況 

生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、浮遊物質量、全窒素及び全燐、水素イオン濃度、

溶存酸素量、その他の生活環境項目を調査した。 

環境影響要因別の調査項目は表 10.4-1 に示すとおりである。 

 

表 10.4-1 水質の調査項目 

環境影響要因

環境影響評価の項目 

公園の建設 

工事 存在・供用 

造成等の工事 施設の供用 

生物化学的酸素要求量 

化学的酸素要求量 
 ○ 

浮遊物質量 ○ ○ 

全窒素及び全燐  ○ 

水素イオン濃度 ○ ○ 

溶存酸素量  ○ 

その他の生活環境項目  ○ 

 

(2)水象の状況 

河川流量の状況を調査した。 

 

(3)その他の予測・評価に必要な事項 

地質の状況、既存発生源の状況、水利用及び水域利用の状況、水生生物等の生息・生育状況

を調査した。 

 

  



10.4-2 

2)調査方法 

(1)水質の状況 

調査方法は表 10.4-2 に示すとおりである。 

 

表 10.4-2 調査方法 

調査内容 調査方法 

①公共用水域の水質の 

 状況 

 ・生活環境項目 

既存資料 

調査 

｢さいたま市の環境｣(さいたま市環境局環境共生部環境

対策課)等の整理及び解析。 

現地調査 

生活環境項目(降雨時) 

(濁水項目) 

･浮遊物質量 

･水素イオン濃度 

※同時に濁度、電気伝導度

を測定。 

「水質汚濁に係る環境基準

について」(昭和 49 年、環境

庁告示 63号)に定める測定

方法 

生活環境項目(平常時) 

･生物化学的酸素要求量 

･化学的酸素要求量 

･浮遊物質量 

･全窒素 

･全燐 

･水素イオン濃度 

･溶存酸素量 

･その他生活環境項目 

「水質汚濁に係る環境基準

について」(昭和 49 年、環境

庁告示 63号)に定める測定

方法 

②水象の状況 

 ・河川流量 

既存資料 

調査 
「10.5 水象」の調査結果を活用。 

現地調査 「10.5 水象」の調査結果を活用。 

③その他の予測・評価に必

要な事項 

・地質の状況 

現地調査 
「JIS M 201」に定める土壌沈降試験により地質の性状を

把握。 

③その他の予測・評価に必

要な事項 

・既存発生源の状況 

既存資料 

調査 

「さいたま市見沼田圃土地利用現況調査業務報告書」(さ

いたま市)、「住宅地図」等の整理及び解析。 

③その他の予測・評価に必

要な事項 

・水利用及び水域利用の

状況 

既存資料

調査 

「河川漁業」(埼玉県農林部生産振興課 HP)の整理及び解

析。 

③その他の予測・評価に必

要な事項 

・水生生物等の生息・生

育状況 

現地調査 「10.7 動物」、「10.8 植物」の調査結果を活用。 

 

  



10.4-3 

3)調査地域・地点 

調査地域・地点は、表 10.4-3、図 10.4-1 に示すとおりである。 
 

表 10.4-3 調査地域・地点 

調査内容 調査地域・地点 

①公共用水域の水質の状況 

・生活環境項目 

既存資料調査 
事業実施区域近傍の芝川(境橋,大道橋)の 2

地点。 

現地調査 

降雨時：調査地域は芝川の境橋から大道橋の

区間。調査地点は合併記念見沼公園及び事業

実施区域から芝川への排水 2 地点(W2,W3*1)。

平常時：調査地域は芝川の境橋から大道橋の

区間。調査地点は合併記念見沼公園からの排

水と芝川合流後の 1地点(W1*1)、芝川への排

水 1地点(W2)、西側の見沼代用水からの取水

1 地点(W4)の計 3地点。 

②水象の状況 

・河川流量 

既存資料調査 「10.5 水象」と同様。 

現地調査 「10.5 水象」と同様。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・地質の状況 

現地調査 
事業実施区域内の主な切土箇所となる 2地

点(D1,D2)。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・既存発生源の状況 

既存資料調査 事業実施区域及びその周辺。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・水利用及び水域利用の状況 

既存資料調査 事業実施区域及びその周辺。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・水生生物等の生息・生育状況 

現地調査 「10.7 動物」、「10.8 植物」と同様。 
 

*1.現況で事業実施区域内南側に位置する事業所からは排水(地下水)があることから、この排水の影響を避け
るため、芝川の現況を把握するためのW1、事業実施区域の現況を把握するためのW3はこの排水が合流
する前の箇所に設定。 

 

4)調査期間・頻度 

調査期間・頻度は、表 10.4-4 に示すとおりである。 
 

表 10.4-4 調査期間・頻度 

調査内容 調査期間・頻度 

①公共用水域の水質の状況 

・生活環境項目 

既存資料調査
平成 23年度～平成 27 年度の 5年間の調査結

果を整理。 

現地調査 

降雨時：2回 

平成 29年 10 月 20 日

平成 29年 10 月 22 日

平常時：4回 

1 回目：平成 29 年 5 月 15 日

2 回目：平成 29 年 8 月 25 日

3 回目：平成 29 年 10 月 12 日

4 回目：平成 29 年 12 月 15 日

②水象の状況 

・河川流量 

既存資料調査 「10.5 水象」と同様。 

現地調査 「10.5 水象」と同様。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・地質の状況 

現地調査 平成 29年 11 月 11 日 

③その他の予測・評価に必要な事項
・既存発生源の状況 

既存資料調査 最新の既存資料を整理。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・水利用及び水域利用の状況 

既存資料調査 最新の既存資料を整理。 

③その他の予測・評価に必要な事項
・水生生物等の生息・生育状況 

現地調査 「10.7 動物」、「10.8 植物」と同様。 
   




